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平成２８年１１月に政府の「農林水産業・地域の活力創造本部」で「農業競争力強化プログラム」

がとりまとめられ、農業者の所得向上を図るための構造的な問題解決や自由に経営展開できる環境の

整備が進められることとなりました。このプログラムにおいては農業試験研究に関しても、生産現場

のニーズに即した効率的・効果的な研究体制の構築、AI、ICT等の最新技術の活用、土づくりや水管

理など生産基盤の強化、実証研究等の現場への参画などがあげられています。 

農研機構農業環境変動研究センターでは、温暖化の農業への影響予測と農業現場での適応策支援、

気候変動に柔軟に対応できる栽培管理支援技術の開発、さらには農業分野からの温室効果ガス排出量

の精緻化と削減技術の開発など気候変動対策研究を進めています。また、持続可能な農業生産に資す

る技術開発として、環境変動や農地・作物・栽培体系の変化が生物多様性や土壌・水質ならびに物質

循環へ及ぼす影響評価、生態系サービス評価、外来生物や農薬が農業生態系に与える影響評価、有害

化学物質の農業環境中動態予測や作物残留低減技術などに取り組んでいます。また農業・圃場環境の

変化を時間的・空間的にモニタリングする技術や、様々な農業・環境情報を統合・整備し農業環境イ

ンベントリーとして公開するなどの基盤的技術の開発を進めています。平成２９年度においては、上

記の農業競争力強化プログラムを念頭に、受け手を意識した研究目標の明確化と社会実装の具体化、

積極的な研究成果の発信を行うとともに、海外研究機関や国際ネットワークへの積極的な対応による

農研機構の内外でのプレゼンスの向上に努めてきました。 

研究成果の農業現場、社会へ適用・普及を進めるために、わかりやすい成果の発信がこれまで以上

に重要です。今年度はメッシュ農業気象データの利用促進に向けたシステムの改良、日本土壌インベ

ントリーのウェブ公開、スマホ版e-土壌図IIの公開などによるユーザ拡大に取り組みました。また

「ドローンを用いたほ場計測マニュアル」など６件の普及成果情報や合計１８件の研究成果情報、７

件のプレスリリース、夏休み公開、webサイトやtwitterを通じた情報発信などを行いました。さらに

農業分野からの温室効果ガス削減ならびにイネの高温障害に関する２つの国際シンポジウムの開催、

アグリビジネス創出フェアなど多くのイベントに参加し、成果の宣伝・普及に取り組みました。 

本年報は平成２９年度の活動を取りまとめたものです。行政、農業研究機関、普及組織、農業者、

市民、民間企業、大学など関係各位の参考に供していただくとともに、今後の研究活動・成果発信等

へのご助言、ご意見を賜れれば幸いです。 

 

平成３１年３月 

農研機構農業環境変動研究センター 

所長 渡邊朋也 

はじめに 00 
農業環境変動研究センター 

所長 渡邊 朋也  
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年次 沿革 

1893年(明治26年) 農商務省農事試験場として東京西ヶ原に設置。 

1899年(明治32年) 部制を整備。内部組織は種芸部、煙草部、農芸化学部、病理部、昆虫部、報告部、庶務部。 

1902年(明治35年) 園芸部を新設。 

1903年(明治36年) 肥料鉱物調査所の事業を移行。 

1904年(明治37年) 養畜部を新設。 

1905年(明治38年) 地質調査所土性課と製茶試験所の事務を移し、土性部と製茶部を新設。 

1916年(大正5年) 畜産試験場の創設に伴い養畜部を廃止。 

1919年(大正8年) 茶業試験場の創設に伴い製茶部を廃止。 
煙草部を廃止して種芸部と農芸化学部に事務を移行。 

1921年(大正10年) 園芸試験場の創設に伴い園芸部を廃止。 

1944年(昭和19年) 生理部と農業気象部を新設。 

1950年(昭和25年) 農事試験場、畜産試験場、園芸試験場を統合し、農業技術研究所として改組。 
内部組織は生理遺伝部、物理統計部、化学部、病理昆虫部、経営土地利用部、農業土木部、園

芸部、家畜部、畜産化学部、庶務部。 

1961年(昭和36年) 園芸部、家畜部、畜産化学部、農業土木部が試験場として独立。 

組織は６部（生理遺伝部、物理統計部、化学部、病理昆虫部、経営土地利用部、総務部）。 

1970年(昭和45年) 放射線育種場が農業技術研究所へ移行。 

1980年(昭和55年) 西ヶ原から筑波研究学園都市に移転。 

1983年(昭和58年) 農業技術研究所が農業環境技術研究所、農業生物資源研究所および一部が農業研究センターへ

改組。 

内部組織は環境管理部、環境資源部、環境生物部、資材動態部、企画連絡室、総務部。 

2001年(平成13年) 独立行政法人農業環境技術研究所へ組織変更。 
内部組織は地球環境部、生物環境安全部、化学環境部、農業環境インベントリーセンター、環

境化学分析センター、企画調整部、総務部。 

2006年(平成18年) 第２期中期目標期間の開始にあたり、組織を研究分野ごとの領域・センターへ改組。 

2011年(平成23年) 第３期中期目標期間の開始にあたり、リサーチプロジェクト(RP)を再編。 

2015年(平成27年) 国立研究開発法人農業環境技術研究所へ移行。 

2016年(平成28年) 農業環境技術研究所は、国立研究開発法人農業・食品産 

業技術総合研究機構（農研機構）、同農業生物資源研究 

所及び独立行政法人種苗管理センターと統合し、新たな 

農研機構における農業環境研究の中核と位置付け。 

内部組織は、企画管理部、気候変動対応研究領域、生物 

多様性研究領域、物質循環研究領域、有害化学物質研究 

領域、環境情報基盤研究領域。 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業環境変動研究センター（以下、農業環境セン

ター）は、1893年（明治26年）に設立された農商務省農事試験場に始まり、1983 年（昭和58 年）に

は農業と環境に関する基礎的専門研究機関として農林水産省農業環境技術研究所への改組を経て、

2001年（平成13年）に独立行政法人農業環境技術研究所となり、2016年（平成28年）に国立研究開

発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下、農研機構）ほか２法人と統合し、新たな農研機構に

おける農業環境研究の中核となる。 

農業環境センターの歩み 

農業環境センターの研究本館 

01 沿革 



 

3  

N
IA

ES A
n

n
u

al R
ep

o
rt 2

01
7
 

組織の概要 02 

ⅰ）センター概要 

農業環境変動研究センターは、平成２８年４月１日に４つの独立行政法人（農業・食品産業技術総

合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、および種苗管理センター）の統合に際し、

新たな国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機構」）の内部研究組織のひ

とつとして設置された。 

農研機構は、平成２８年度から開始する第４期中長期目標期間の業務を開始するにあたり、地域農

業研究センターのハブ機能の強化を図るとともに、専門分野に適した研究の深化と人材育成を行うた

めの組織として研究部門を設置した。そのうち特に重要性が高く、他の研究部門や地域農業研究セン

ターとの連携が必要な研究については、農研機構全体の研究の中核となるとともに、その分野のハブ

として広く外部との窓口を担うため、重点化研究センターを設置して強力に推進することとした。農

業環境変動研究センターは、その重点化研究センターの一つとされている。 

農業環境変動研究センターは、重点化研究センターとして、地球規模の温暖化等の農業を取り巻く

環境変動に関わる研究の対外的な窓口になるとともに、農研機構全体における適応技術、緩和技術、

影響評価研究の司令塔の役割を担い、環境変動に柔軟に対応しつつ環境保全を重視した持続可能な農

業生産に資する技術の開発を推進する。また、全国の研究者が研究を進める上での基盤となる環境情

報を総合的に発信し、オールジャパンでの研究を支援するとともに、農業以外の分野の環境研究機関

等とも連携を図り、農研機構が国内外でのイニシアティブを発揮するための中核的な役割を担う。 

これらの役割を果たすため、農業環境変動研究センターは、国の環境政策、とくに農林水産省の農

業環境政策と密接に関わりながら研究開発を推進することとしている。農林水産省では、総合的な環

境政策推進のため「気候変動への対応」、「生物多様性の保全・利用」、「自然循環機能の維持増

進」の３つの枠組みを示している。農業環境変動研究センターでは、この農業環境政策の枠組みへの

対応と、農作物の生産過程における環境中の有害化学物質によるリスク管理、農業環境研究の基盤と

なる情報の総合的な発信を図るため、次の５つの研究領域を設置して研究開発を推進している。 

  ・気候変動対応研究領域 

  ・生物多様性研究領域 

  ・物質循環研究領域 

  ・有害化学物質研究領域 

  ・環境情報基盤研究領域 

さらに、これらの研究開発を支援・管理し、連絡調整を図るために企画管理部を置き、あわせて農

研機構の６つの内部組織（農業環境変動研究センターのほか、つくば技術支援センター観音台業務第

２科、中央農業研究センター、生物機能利用研究部門、次世代作物開発研究センター、高度解析セン

ター）が立地する観音台第７事業場の管理を担っている。 
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     生物多様性変動ユニット 

  生態系サービス評価ユニット 

    外来生物影響評価ユニット 

    化学物質影響評価ユニット 

 生物多様性研究領域 

  水質影響評価ユニット 

  広域循環評価ユニット 

    物質変換解析ユニット 

    循環機能利用ユニット 

 物質循環研究領域 

  環境化学物質分析ユニット 

  無機化学物質ユニット 

    有機化学物質ユニット 

    作物リスク低減ユニット 

 有害化学物質研究領域 

 土壌資源評価ユニット 

 昆虫分類評価ユニット 

   農業空間情報解析ユニット 

   統計モデル解析ユニット 

   総合評価ユニット 

 環境情報基盤研究領域 

  影響予測ユニット 

   温室効果ガス削減ユニット 

    土壌炭素窒素モデリングユニット 

    作物温暖化応答ユニット 

    温暖化適応策ユニット 

 気候変動対応研究領域 

 温暖化研究統括監 

 八木 一行 

 所長 渡邊 朋也 

部長 

次長 

  企画連携室 

  管理課 

    リスク管理室 

 企画管理部 

 山本 勝利 

02 組織の概要 

ⅰ）センター概要  
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気候変動対応研究領域  宮田 明 

大気中の二酸化炭素濃度が400ppmに達し、気候システムの温暖化には疑う余地がないとされるなか

で、わが国の農業においても気候変化のさまざまな影響が顕在化している。国際的には気候変動に関

する政府間パネル(IPCC)第5次評価報告書の公表(2013～2014年)や、国連気候変動枠組条約第21回締

約国会議(COP21)でのパリ協定の合意(2015年12月)、国内では農林水産省気候変動適応計画 (2015年

8月)や農林水産省地球温暖化対策計画 (2018年3月)の決定、気候変動適応法の成立(2018年6月)など

の気候変動をめぐるさまざまな動きを受けて、農業分野における気候変動関連研究に対する要請はま

すます強まっている。気候変動対応研究領域は、遺伝子・細胞レベルの現象解明から国・世界規模の

将来予測までの多岐にわたる研究を通じて、気候の変化と作物・土壌、農業生態系、食料システムと

の相互作用を解明し、農業分野における気候変動の影響の予測・評価、気候変動の影響への適応技術

および地球温暖化の緩和技術に関わる研究を一体的に推進することにより、わが国の気候変動対策と

科学技術の発展に貢献する。  

ⅱ）研究領域の概要 

影響予測ユニット 

西森基貴・杜明遠・菅野洋光・石郷岡康史・金

元植・飯泉仁之直 

将来の気候の変化や年々変動の増大、それにと

もなう極端現象の増加が農業や食料生産に及ぼ

す影響を明らかにするため、2030～2050年頃

(全球平均の気温上昇は1.5～2.0°Cを想定)お

よび2090年頃(同4.0°C程度)を主な対象とし

て、共通利用のための気候シナリオのダウンス

ケーリング、わが国のコメ生産と品質に対する

影響予測、およびグローバルな環境変動の実態

把握と食料問題軽減のための方策の提示を行

う。   

温室効果ガス削減ユニット 

秋山博子・須藤重人・松浦庄司・南川和則 

農業分野の温室効果ガス排出を削減するため、

農地からの温室効果ガス発生メカニズムの解

明、発生抑制技術の開発などを行う。中干し期

間の延長や有機物施用管理による水田からのメ

タン(CH4)排出削減、硝化抑制剤入り肥料によ

る(N2O)発生抑制などの既往成果を発展させ、

二酸化炭素 (CO2)を含む３種類の温室効果ガス

の総合的な排出削減と、農業の生産性を考慮し

た温暖化緩和技術の開発に向けて研究を進め

る。  

土壌炭素窒素モデリングユニット 

白 戸康 人・米村 正一 郎・麓多 門・岸 本(莫)文

紅・和穎朗太・片柳薫子 

土壌の炭素、窒素を中心とした生物地球科学的

サイクルのメカニズムを解明し、それをモデル

化する研究を通じて、農地土壌への炭素貯留に

よ るCO2の 吸 収・排 出 量、農 地 か ら のCH4や

N2Oの排出量と削減可能量などの広域・将来予

測を行い、温室効果ガス排出削減による気候変

動の緩和に貢献する。  

02 組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要  
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作物温暖化応答ユニット 

桑形恒男・吉本真由美・福岡峰彦・酒井英光・

小野圭介・伊川浩樹 

気温やCO2濃度などの大気環境の変化が農業生

態系におけるエネルギーや水、炭素、窒素など

の循環を通して作物生産に与える影響と、それ

ら循環の変化が大気環境に与える影響を解明

し、温暖化への適応に必要な作物の形質や栽培

管理手法の技術シーズを提示するとともに、大

気環境の変化がコメの収量や品質、農耕地の水

循環などに与える影響を評価するための「イ

ネ・水田生態系の環境応答モデル」の構築に取

り組む。  

温暖化適応策ユニット 

中川博視・大野宏之・丸山篤志・佐々木華織・

吉田ひろえ・中野聡史・伏見栄利奈 

農業分野の温暖化適応のための基盤技術となる

１km解像度のメッシュ農業気象データ配信シ

ステムの拡充と、水稲、小麦、大豆などの生育

モデルの高度化を進め、農業気象災害が生じそ

うな気象条件が予測される場合に警報を届ける

早期警戒機能と、発育ステージ予測情報や高温

登熟障害を抑制する施肥管理など、農家の意志

決定に必要な情報を提供する栽培支援管理機能

を備えた、「早期警戒・栽培管理支援システ

ム」を開発する。  

生物多様性研究領域  與語 靖洋 

農業は、その生産活動によって食料を供給するサービスを提供する反面、化学資材の過剰な投入や過

度な整備による生物多様性や生態系サービスの低下が懸念されている。一方、農耕地周辺の生態系

は、天敵や送粉昆虫の供給源である反面、病害虫等の棲みかにもなることで、農業生産に悪影響を及

ぼす。当研究領域では、人間活動である農業の持続的な発展と、農業生態系における生物多様性の保

全の両立、さらには生態系サービスの向上を目指す。そのため、農作物の栽培方法等の違いや耕作放

棄を含む土地利用の変化が生物多様性等に及ぼす影響を調べるとともに、農業が受ける送粉サービス

等の生態系サービスを評価する方法を開発する。また、外来生物のモニタリング手法や被害対策、外

来牧草の利用便益とリスクの総合的評価手法を開発する。さらに、水田から流出する農薬が河川生態

系に及ぼす影響について、水生生物への毒性や農薬への暴露の両面からリスク評価手法を開発する。  

生物多様性変動ユニット 

池田浩明・金田哲・馬場友希・片山直樹 

農地の栽培・管理方法の違いや土地利用の変化

が生物多様性やそれらの生態系サービスに及ぼ

す影響について、鳥類、クモ・昆虫類、植物、

ミミズ類を対象に調べることで、豊かな生物多

様性や生態系サービスを維持・向上させ、持続

的な農業生産を実現するために必要とされる農

地管理方法や土地利用のあり方を提言する研究

に取り組む。  

生態系サービス評価ユニット 

小沼明弘・大久保悟・加茂綱嗣・釘宮聡一(技

術会議事務局出向)・楠本良延・徳岡良則 

農業が受け取る生態系サービスに注目し、農業

02 組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要  
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生産における貢献を評価する調査方法を開発す

る。また、農業が生み出すサービスとして、茶

草場や関東平野畑地帯に残る境木等、伝統的な

農業活動の中で守られてきた生物多様性や生態

系サービスの探索と評価を行うことで、農業に

おける生物多様性の保全と利活用、生態系サー

ビスに立脚した持続的な農業生産のあり方を考

える。  

外来生物影響評価ユニット 

芝池博幸・伊藤健二・江川知花 

農業利水施設の通水障害等を引き起こすカワヒ

バリガイ（特定外来生物）のモニタリング手法

や被害緩和策、非農耕地環境へ拡散し、在来の

生態系への影響が懸念される外来牧草（産業管

理外来種）の適正利用のための便益・リスク評

価手法、外来牧草と同様に在来の生態系への拡

散や蔓延が懸念される遺伝子組換え作物の生物

多様性影響評価や非組換え作物との共存のため

の手法等を開発する。  

化学物質影響評価ユニット 

稲生圭哉・永井孝志・横山淳史・大津和久 

わが国の河川等に生息する水生昆虫や付着藻類

などを対象とした化学合成農薬の簡便かつ効率

的な毒性試験法や、農薬に対する様々な生物種

間の感受性差を考慮した生物多様性への影響評

価手法の開発、河川における農薬のモニタリン

グや数理モデルによる動態予測に基づいた水生

生物が暴露する農薬濃度の評価を行う。  

物質循環研究領域  阿部 薫 

物質循環研究領域では、農業生態系の物質の動態解明や農業活動が物質循環に及ぼす影響の解明を行 

うことにより、環境負荷を軽減する技術や物質循環を駆動する微生物等の機能解明やその利用技術の 

開発を目指す研究を実施する。 

炭素、窒素、リンなどは農業生産にとって欠くことのできない物質である一方、メタンや一酸化二窒 

素などによる地球温暖化、硝酸性窒素による地下水汚染、栄養塩類による水域の富栄養化など様々な 

環境問題を引き起こす物質でもある。これらは、作物、土壌、資材などの構成成分としてまたは雨、 

土壌溶液、河川水などに溶存して、時には二酸化炭素や一酸化二窒素、メタンなどの気体となって、 

様々に姿を変え生態系内を循環している。そして、生態系内の微生物は、これらの物質を利用したり 

化学的な形態を変化させたりして、物質循環を駆動するとともに、多様な微生物の存在が結果的に生 

態系の物質循環の安定化をもたらすとも言える。こうした物質循環は人間活動の拡大により急激に変 

化し、その影響は身近な生態系から地球規模にまで及ぶ。物質循環研究領域では、圃場レベルから全 

球レベルまでの物質循環のメカニズムの解明や物質循環を駆動する微生物の機能解明、農業活動が物 

質循環に及ぼす影響の定量的評価などにより、持続的な農業を実現するための物質循環の最適化を目

指した研究を展開する。また農業生態系における微生物の機能を利用し、農業生産にとって有用な技 

術開発のための研究も実施する。  

02  組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要 
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水質影響評価ユニット 

江口定夫・吉川省子・中島泰弘・朝田景 

農業生態系における物質循環の「要」である農 

地土壌を主な研究対象として、農地土壌～農業 

流域における水、炭素、窒素、放射性セシウム 

等の物質循環過程の実態把握と、それに基づく 

メカニズム解明、数理モデル化・簡易指標化及 

びシナリオ分析を中心とした研究を進める。  

広域循環評価ユニット 

林健太郎・三島慎一郎・常田岳志 

温室効果ガス排出・吸収量の全国評価に資する 

活動量情報の精緻化の観点から、食料生産・消 

費における物質フローの解析を進めるととも 

に、多様な環境問題に関与する人為的な窒素負 

荷のうち、特に食料生産・消費を巡る負荷につ 

いて消費者や行政担当者にわかりやすい指標開 

発を目指す。また、炭素・窒素循環の将来予測 

精度の向上に資するために炭素・窒素循環の生 

物地球化学プロセスの未知のメカニズム解明に 

取り組む。  

物質変換解析ユニット 

堀田光生・早津雅仁・星野(高田)裕子・多胡香

奈子・酒井順子 

農業生態系における窒素・炭素循環を駆動する

土壌微生物の生態・機能の解明に取り組み、温

室効果ガス発生削減技術を土壌微生物の動態面

から解析・評価するとともに新たな温暖化緩和

技術の開発・実証を行う。また、飼料イネなど

非食用バイオマスを用いた簡便なバイオ燃料生

産技術やバイオエタノールなどを用いた土壌還

元消毒技術の開発などを行い、農業地域での物

質循環を促進する技術開発を進める。 

循環機能利用ユニット 

北本宏子・鈴木健・山元季実子 

農地に生息する生物やそれらが作る酵素の働き

を明らかにし、持続的な農業生産のために利用

する研究を進める。現在は主に、微生物由来の

酵素を用いて、使用済みの農業用生分解性マル

チフィルムを速やかに分解する方法の開発を

行っている。 

有害化学物質研究領域  加藤 直人 

環境中には、人に対して危害要因となる様々な有害化学物質が存在する。そこで、作物の健全な生育

を確保し、また消費者に安全な農作物を提供するために、作物生産過程における有害化学物質による

汚染リスクの低減やリスクの評価・予測技術の開発を進める。具体的には、ヒ素、カドミウム、放射

性セシウムなどの有害元素、および農薬や工業製品に使用されていた各種の残留性有機化合物を対象

として、作物による吸収を抑制する技術、生物機能の利用による土壌修復、土壌の汚染状況の評価手

法や作物吸収を予測する技術、簡易あるいは高感度分析法の開発に取り組む。吸収抑制技術として

は、有害元素の吸収に係わる植物遺伝子の同定や低吸収品種の選抜・育成、資材施用や水管理などの

肥培管理法の開発を進める。また、化学合成農薬の使用量低減や周辺環境への負荷低減のため、すで

に確立した低濃度エタノールによる土壌還元消毒法の全国各地での技術指導や、ガスバリアー性フィ

ルムを用いた土壌くん蒸法の開発も行う。 

02 組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要  
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環境化学物質分析ユニット 

小原裕三・殷熙洙・馬場浩司・渡邉栄喜 

有害化学物質の環境中での挙動を評価するに

は、有害化学物質の存在量だけでなく、その物

質の存在形態を明らかにしていく必要がある。

環境化学物質分析ユニットでは、機器分析や化

学的手法により、作物や土壌中の有害化学物質

の存在量、存在形態を明らかにする技術を開発

するとともに、有害化学物質の動態に影響する

様々な要因の解析に関する研究を実施する。  

無機化学物質ユニット 

牧野知之・加藤英孝・杉山恵・山口紀子・中村 

乾・赤羽幾子・須田碧海 

カドミウム、ヒ素、放射性セシウムなどの有害

な無機化学物質の土壌環境における動態解明に

関する研究を行うとともに、その知見を元に作

物への移行低減技術やリスク予測技術の開発を

行う。  

有機化学物質ユニット 

清家伸康・髙木和広・並木小百合 

農薬等の残留基準値を超過した農作物の生産・

流通を未然に防ぐため，リスク評価手法やリス

ク低減技術を開発する。研究成果を生産現場へ

普及させるだけではなく，新たな制度に反映さ

せることを目指す。  

作物リスク低減ユニット 

石川覚・村上政治・井倉将人・安部匡 

カドミウム、ヒ素、放射性セシウムを主な対象

物質とし、土壌・作物の化学分析から遺伝子レ

ベル、品種育成に至る幅広い研究を通して、こ

れらの物質による作物汚染リスクを低減し、よ

り安全性の高い食糧の供給に貢献することを目

指す。  

環境情報基盤研究領域  神山 和則 

農業環境に関連する研究として、気候変動への対応、自然循環機能の維持増進、生物多様性の保全・

利用促進、などの研究が進められている。これらの研究では、気象情報、土壌情報、地形情報、昆虫

や植物など生物に関連する情報などの情報が不可欠である。また、圃場から農家、集落、流域へと対

象を広げていくと、農地がどこにどれだけあるか、あるいは、農地の周辺に何があるか、といった面

的な広がり具合も農業環境研究にとって重要な情報である。そのため、こうした基盤的な情報を収

集・整理し、利用しやすい形で提供することが求められている。 

一方、現在、情報通信技術（ICT）等の発達によりビッグデータと呼ばれる大量な情報が様々な場所

に蓄積されつつある。こうしたビッグデータから必要な情報を取得し、農業環境研究に効率的に利用

するとともに、得られた結果をわかりやすく提示することが求められている。そのための基盤となる

解析手法の開発も今後ますます重要となっている。 

このようなことから、環境情報基盤研究領域では、５つの研究ユニットにより農業環境研究の基盤と

なる様々な情報の収集、解析、発信についての研究に取り組んでいる。 

02  組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要 
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土壌資源評価ユニット 

小原洋・大倉利明・前島勇治・藤原英司・万福

裕三 

これまでに実施されてきた様々な土壌調査等に

よって得られた土壌資源情報を収集・整理し、

わが国の農耕地の土壌特性等を明らかにすると

ともに、WEBシステム「日本土壌インベント

リー」等により広く情報発信を行っている。ま

た、放射能汚染の影響予測や不測の原子力災害

が起きた場合に迅速に対応できるように、土壌

や農畜産物における放射性核種のモニタリング

調査を長期にわたり実施している。 

昆虫分類評価ユニット 

吉松慎一・中谷至伸・吉武啓 

国内で発見される新規の害虫種や植物検疫上重

要な昆虫種を迅速に分類・同定をできるよう

に、所蔵されている約１３５万点の農業に関連

する昆虫標本について、分類情報の整備とデー

タベース化を行うとともに、WEBシステム等

を用いて情報発信を行っている。また、分類・

同定が難しい卵や幼虫期においても昆虫種の性

格・迅速な分類・同定できるように、DNA情

報の整備についても研究を進めている。 

農業空間情報解析ユニット 

デイビット スプレイグ・石塚直樹・坂本利弘 

近年の農業環境の変動に対応して、農地を中心

とした空間的な変化をモニタリングするため

に、人工衛星、航空機、ドローン等を利用した

リモートセンシングや地図データなどの空間情

報を取得し、これらを組み合わせた環境変動の

解析手法を開発している。また、地理情報シス

テム(GIS)による地図化と広域的変動指標の作

成などを通して、こうした情報の可視化を図

り、わかりやすい情報提供を進めている。 

統計モデル解析ユニット 

三中信宏・竹澤邦夫・山村光司・山中武彦・大

東健太郎・櫻井玄 

近年、大規模かつ複雑なデータをふまえた新た

な理論と手法を開発するニーズが高まってい

る。このため、様々な種類のデータを統合的に

利用し、生物種の潜在的な存在分布を推定・視

覚化する統計手法の開発、生物物理学的なモデ

ルに基いて推定値の妥当性を担保しながら農業

生産性指標の推定・予測を行う手法の開発な

ど、基礎理論から実地応用まで幅広い研究を進

めている。 

総合評価ユニット 

岩崎亘典・林清忠・木浦卓治・大澤剛士・湯龍

龍 

農業は食料の生産などの便益をもたらすが、同

時に温室効果ガスの生成など環境への負荷もあ

る。これらの関係を考慮しつつ農業活動が有す

る環境保全効果を総合的に評価する手法を開発

している。また、農業環境、地理情報、統計情

報等を組み合わせて解析する手法を開発し、

ユーザーが利用しやすく価値の高い情報を作成

している。これらの情報はオープン化により誰

でも自由に利用できる情報として発信してい

く。 

 

 

02 組織の概要 

ⅱ）研究領域の概要  
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平成29年度における主要な取り組み 03 

農業環境センターの研究職員は農研機構の１８の大課題のうち、６つの大課題に参画し、研究開発

を推進した。 

平成２９年度の主な研究成果としては、「デジタル土壌図のウェブ配信」があげられる。これまで

土壌図を公開していた農耕地だけでなく、林野を含む日本の国土全域を網羅しているのが特徴で、農

作物の栽培管理など農業生産での利用に加え、化学物質(セシウムなど)の動態把握、生物多様性や地

域環境の保全など、環境に関する行政施策に貢献すると期待される。また、地図データを２次利用が

可能なオープンデータとして無償配布しているため、今後の民間でのさらなる利用の拡大が期待され

る。さらに本データはスマートフォン用アプリ「e-土壌図Ⅱ」としても展開しているため、現地で必

要に応じて土壌情報を参照するなど、手軽に利用することが可能で、今後のさらなる活用が見込まれ

る。 

気候変動の影響予測に関する研究では、既存の適応技術の普及や新技術の導入を考慮した新たな将

来予測手法を用いて「温暖化の進行で世界の穀物収量の伸びは鈍化する」ことを明らかにし、世界の

増加する食糧需要を満たすためには気候変動に適応した農業生産技術の開発、普及がますます重要に

なることを示した。また、土壌インベントリーに関する研究の一環として森林研究・整備機構森林総

合研究所と共同でわが国の土壌有機態炭素地図を開発した。本地図は、国連食糧農業機関(FAO)に

よって作成された全世界の地図の一部をなすものであり、将来の農林業を国際的に考えるための基盤

データとして活用されることが期待される。放射性物質関連研究では、放射性セシウムを吸収しにく

いコシヒカリを開発し、カリウム依存のセシウム低減対策に新たな方法を提示した。さらに、殺虫剤

抵抗性害虫の出現を防ぐ農薬施用法の再検討を進め、現在普及している「世代間交互施用」よりも

「世代内施用」の方が殺虫剤抵抗性害虫の出現を遅らせることができることをシミュレーションによ

り明らかにした。 

 研究開発の推進 

 連携、広報の推進 

国際連携 

2017年（平成29年）より我が国が議長国を務める「農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・

リサーチ・アライアンス(GRA)」（議長は岩永JIRCAS理事長）の理事会の開催にあわせ、2017年

（平成29年）8月にJIRCAS-NARO国際シンポジウム「農業分野における温室効果ガス排出削減」を

茨城県つくば市で開催し、世界各国からのGRA理事会出席者と研究者、行政担当官、民間等に対し、

我が国とアジアにおける研究成果を中心に、GRAの研究活動を紹介し、理解の深化を図った。シンポ

ジウムでは、フランス国立農業研究所（INRA）及び当研究センターからの基調講演に引き続き、畜

産、水田、農地・統合研究の３セッションにおいて、我が国とアジアにおける研究成果を中心にGRA

の研究活動に関連する成果の発信を行った。 
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また、2018年（平成30年）1月にはNARO-MARCO 国際シンポジウム「気候変動下のイネの高温

障害にたちむかう国際観測ネットワーク MINCERnet」を開催し、モンスーンアジア農業環境研究コ

ンソーシアム(MARCO)の枠組みを利用して、温暖化による高温障害が世界各地のコメ生産にもたら

す影響と対策を議論した。さらに、2017年（平成29年）11月にはNARO国際シンポジウム「送粉者

をとりまく話題」を開催し、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学 -政策プラット

フォーム(IPBES)でも重要課題として取り上げられている送粉サービスについて、ミツバチ等の送粉

昆虫の持続的な保護・利用について社会的理解の深化と、科学者と行政との連携の重要性に関する共

通認識の醸成を図った。 

その他、2017年（平成29年）9月には中国農業科学院農業環境及び持続発展研究所との学術交流協

定を締結するなど、農研機構農業環境変動研究センターと諸外国の機関、国際機関との連携を深め、

今後の国際的イニシアチブを発揮する機会を多く得た。 

 

行政部局との連携 

行政部局との連携の一層の強化を図るため、農林水産技術会議事務局等の参画を得て、毎年度の研

究の進捗状況及び行政・国際機関等との連携状況の点検等を行う研究行政連絡会議を開催した。今年

度の連携推進部会から新たに、研究成果・技術開発のポスター展示および参加者からの連携ニーズの

紹介という枠を授け、積極的に参加者から連携に関する要望・コメント等を収集し、研究成果の社会

実装に向けて研究センターとしての取り組みを強化した。行政・国際機関等との連携状況について

は、幅広い分野で密接に連携していることが高く評価され、さらに各課室からは次年度以降も、さら

なる研究の推進や日本の技術の国際的アピール、研究の企画立案時からの日常的な情報共有など、よ

り良い連携関係を引き続き維持してもらいたいとの要望があった。 

その他、平成２９年４月に発生した熊本地震に対し、九州農政局、農研機構九州沖縄農業研究セン

ターと協力して復興対策に当たるとともに、平成３０年１月に農林水産省消費・安全局から公表され

た「コメ中のカドミウム低減のための実施指針」の改訂に協力するなど、行政部局との密接な連携に

基づく研究開発を推進した。 

 

広報活動 

広報分野では、多数のシンポジウム、公開セミナー等を開催して、研究成果の広報に努めるととも

に、平成２５年度に開始した小・中学生を対象とした「のうかんけん夏休み公開」を継続し、平成２

９年度の総見学者数は約2,500人であった。また、科学技術週間の行事として春の一般公開も併せて

開催した。 

03 平成29年度における主要な取り組み 
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04 研究の実施状況 

小課題4160102の中核として、以下のように、数多くの研究対象において活発な研究活動を行うと

ともに、行政および民間ニーズへの対応等、成果の社会実装に積極的に取り組んだ。 

①日本の地域気候変動シナリオが｢農研機構メッシュ農業気象データシステム｣上で公開されると

ともに、環境省等が進める｢地域適応コンソーシアム事業｣の共通気候シナリオとして採用された。 

②コメ影響評価における空間解像度の相違による影響の不確実性を評価するとともに、今世紀半

ばにおけるわが国のコメ収量変動と品質低下リスク(ヒートドース値)を約１０kmのメッシュで推定し

データセット化した内容を、政府・都道府県の気候変動適応計画策定で活用できるよう普及成果情報

として公表した。また、韓国と日本の政府間合意に基づくコメ影響評価に関する研究連携を進めた。 

③極端気象による被害コストの算定と季節予測を利用した全球作物収量変動予測システムの構築

を進めるとともに、主要穀物の生産量増加傾向が、今世紀末までの気温上昇が1.8℃未満でも停滞す

ることを明らかにした論文を国際誌に公表し、プレスリリースを行った。さらに国際的な連携活動も

活発に行い、フランスのピエール・サイモン・ラプラス研究所（IPSL）およびアジア太平洋経済協力

フォーラム気候センター(APCC)と共同的研究を推進するとともに、インドネシアにおける気象・作

物変動に関わる研究成果を、民間損保会社が行った現地での天候インデックス保険販売に活用した。 

このほか、基盤的データの収集、加工と解析にも力を入れ、日本の気象観測点における水田・都

市影響の定量化、長期農業気象データセットの高度化とそれを用いた夏季耕地気象環境の変化図作

成、ならびにアジア太平洋諸国における気象データの長期測定や既存データの収集を、それぞれ継続

した。 

気候変動対応研究領域 影響予測ユニット 

発表論文等 

Ishigooka et al. (2017) J. Agric. Meteorol. 73:156-173 

              コメの収量と品質低下リスクの将来変化に関するデータセットの公開 

データ公開サイトの

トップページ 

活用例：あるメッシュで基準期間（1981-2000年）および近未来期間で３

つのRCP排出シナリオごとのヒートドース値を、６つの気候モデル各２０

年分を抽出、その出現分布を示す箱ひげ図を作成した。この例では近未来

期間において、基準期間では出現しないヒートドース値４０以上（コメ品

質低下リスク大）が１０年に１～２回程度は出現することを示している。 

活用例：あるメッシュで基準期間（1981-2000年）および近未来期間で３
つのRCP排出シナリオごとのヒートドース値を、６つの気候モデル各20年
分を抽出、その出現分布を示す箱ひげ図を作成した。この例では近未来
期間において、基準期間では出現しないヒートドース値40以上（コメ品
質低下リスク大）が10年に1-2回程度は出現することを示している。

今世紀半ばにおけるわが国のコメ収量変動と品質

低下リスク(ヒートドース値)を、約１０kmのメッ

シュで推定し、データセット化した。本データ

セットは、政府および都道府県の気候変動適応計

画策定で活用される。 
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中課題「温暖化緩和技術の開発と農業現場におけるその効果の最大化（41603）」および「 環境変

動モニタリングと環境基盤情報の集積・解析・発信技術の開発（41605）」において、温室効果ガス

削減および土壌炭素蓄積の増加に関する研究に取り組んだ。 

また、行政への貢献として、平成２８年度温室効果ガス排出量算定方法検討会、平成２８年度

IPCCガイドラインタスクフォース委員会および平成２８年度 J-クレジット制度運営委員会 の委員を

務めた。行政との交流会（生産局、大臣官房環境政策課）において発表を行った。農林水産省生産局

「環境保全型農業直接支払交付金に係る生物多様性保全効果等の本格調査および本格調査に向けた調

査(評価)方法の確立」への協力を行った。IPCCガイドラインの執筆者会合に出席し、執筆作業を行っ

た。 

一方、JIRCAS-NARO 国際シンポジウム「農業分野における温室効果ガス排出削減」において司

会、発表およびフィールドツアーを担当した。農林水産省新規採用者研修において講義および見学対

応を行った。また農林水産副大臣ならびに記者クラブ等の見学対応を行った。  

さらに、東京大学大学院非常勤講師「環境科学」の講義を行った。共同研究１件（東京学芸大

学）ならびに技術講習生７名（東京学芸大学）、JSPS外国人特別研究員１名（中国）、外国人技術講

習生１名（中国）を受け入れた。  

気候変動対応研究領域 温室効果ガス削減ユニット 

発表論文等 

Cai Y & Akiyama H (2017): Soil Science and Plant Nutrition, 63, 405-414. 

 放牧草地の硝化抑制剤施用はN2O発生・硝酸流亡を減らし収量増加 

家畜尿に関する世界の圃場試験データを収集し統計解析した結果、放牧草地における硝化抑制剤

（DCD）の施用はN2O発生削減および硝酸流亡低減に有効である一方で、牧草の窒素吸収量および収

量を有意に増加させることが明らかになった。  
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図１．放牧草地への硝化抑制剤（DCD、PD）、ウレアーゼ阻害剤（NBPT）、炭（Biochar）施用が家畜尿からのN2O発生、

硝酸流亡と牧草の窒素吸収量、収量に及ぼす影響 

・無施用を１とする相対発生量。エラーバーが１と重ならない場合は無施用と有意に異なる。図中の数字はデータ数であり、

データ数が多いほど信頼性が高い。 

・DCD(L)：DCDを水に溶かして施用；DCD(z)：ゼオライトに吸着させて施用 ・牛尿および人工尿のデータを解析した。 

04 研究の実施状況 
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肥料や土壌有機物に由来する温室効果ガスの１つである一酸化二窒素（N2O）の排出量を国際ガイ

ドライン（気候変動に関する政府間パネル（IPCC）2006ガイドライン）に準拠して算定するための

取り組みの１つとして、２つの異なるタイプのモデル（土壌炭素の動態を推計するプロセスモデル

RothCと、N2O排出データを解析して導いた統計モデル）を組み合わせる手法を開発してきた。その

プロトタイプ算定法による推計値と実測値との間には一部データにおいて大きな乖離が認められたた

め、それを改良した。 

その他、以下のように、国際的枠組み等を通じた積極的な国際貢献を図った。 

・農業分野の温室効果ガスに関するグローバル・リサーチ・アライアンス（GRA）の理事会開催

に合わせて開催した国際シンポジウム「農業分野における温室効果ガス排出削減」（つくば、８月）

に議長や演者などとして貢献、同アライアンス統合研究グループ会合（パリ、１月）に我が国窓口と

して出席等。 

・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）のインベントリーに係る主要出版物の１つ（2019 Re-

finement to the 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories）の主執筆者の１人

（当センターから２名）として、主執筆者会合（第１回：ビルバオ、６月；第２回：ビクトリア

フォールズ、９月）に出席等。 

・「１０００分の４：食料安全保障と気候のための土壌」イニシアティブにおいて、科学的な助

言を行う科学技術委員１４名のうちの１人として参画。関連会合（第２回コンソーシアムメンバー会

合及び第３回科学技術委員会：モンペリエ、６月；第３回コンソーシアムメンバー会合、第２回パー

トナーフォーラム会合及び第４回科学技術委員会：ボン、１１月）に出席等。関連して発足させたア

ジアの研究者ネットワーク（Asian Long-Term Experiment Network for Agriculture；ALTENA）の

ホームページ立ち上げ。 

・欧州および南アジアの水田について節水灌漑による温室効果ガス削減効果をDNDC-Riceモデル

で推定するための、ゲント大学（ベルギー）およびスイス連邦工科大学との共同研究。 

・フランス国立農業研究所（INRA)と、土壌有機物の安定化メカニズムに関する共同研究。 

気候変動対応研究領域 土壌炭素窒素モデリングユニット 

04 研究の実施状況 
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小課題4160101において、水田におけるつくばみらいFACE(開放系大気CO2増加)実験、開放系群

落上部温暖化装置（PROMETHEUS）によるイネの開放系温暖化実験、つくば（真瀬）や熊谷での水

田の局地気象とフラックス（群落-土壌-大気間のCO2や水蒸気の交換量）の長期計測（フラックス計

測は真瀬のみ）を、昨年度に引き続き実施した。また多収品種の光合成や水利用特性の調査のため、

龍ヶ崎にてフラックス計測を開始した。これら研究活動を通して、研究成果情報「多収性水稲品種

「タカナリ」の高CO2環境下での蒸発散量は現在の水稲栽培と同程度」を公表した（2018年4月16日

プレスリリース）。 

つくばみらいFACE実験は今年度が最終年のため、第３１回気象環境研究会「イネの高CO2応答: 

FACE実験でどこまでわかったか」（2018年3月7日）を企画し、これまでの研究成果や今後の研究の

展開方向について議論した。また農研機構-MARCO(モンスーンアジア農業環境研究コンソーシアム)

国際シンポジウム「気候変動下のイネの高温障害にたちむかう国際観測ネットワーク MINCERnet」

（2018月1月26日）を企画し、各国のイネ高温不稔の実態報告とこれまでのモニタリング結果の総括

を行うととともに、高温不稔耐性品種の導入や早朝開花による高温回避等の適応策の有効性の評価を

通じた、気候変動対応研究の国際連携の今後の展開について議論した。 

本ユニットのメンバーが中心となり、第２０３回農林交流センターワークショップ「栽培試験に

おける気温の観測技法と利用」（農林水産技術会議事務局 筑波産学官連携支援センターと共催、

2017年6月7日～6月9日）を実施した。さらにインターシップ講習生１名（宇都宮大学３年生）を受け

入れ（2017年8月28日～9月8日）、地球温暖化の農作物への影響研究に関する業務講習を実施した。 

気候変動対応研究領域 作物温暖化応答ユニット 

発表論文等 

Ikawa H. et al. (2018) Glob. Change Biol. 24(3):1321-1341. 

 多収性水稲品種「タカナリ」の高CO2環境下での水消費量は現在の水稲栽培と同程度 

高い光合成能力を持つ水稲品種「タカナリ」と、慣行的な品種「コシヒカリ」を対象に、FACE実験

で得られた品種特性に基づき、５０年後の光合成と水消費量のモデル予測を実施した。 

５０年後の高CO2濃度条件(590ppm)でタカナリを栽培した場合の光合成量は、現在の濃度(390ppm)

でタカナリを栽培した場合の約1.3倍、コシヒカリを栽培した場合の約1.4倍となるが、蒸発散量（水

消費量）は現在より５%程度低く、現在のCO2濃度でコシヒカリを栽培した場合とほぼ同一である。 

04 研究の実施状況 
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図 数値モデルによって予測したコシヒカリとタカナリの水稲群落の光合成量(a)

と蒸発散量(b)の変化（現在のCO2濃度でコシヒカリを栽培した場合を１とす

る） 
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中課題41602の小課題５「作物生育モデルの高度化と栽培管理支援システムの開発」を主として担

当し、メッシュ農業気象データの拡充と高度化、作物生育モデルの高度化と栽培管理支援技術の開

発、および早期警戒・栽培管理支援システムの開発に取り組んだ。 

メッシュ農業気象データについては、データ自体の高度化に加えて、利用者拡大のための取組と

ユーザーの利便性を高める取り組みも行った。グルーバルIPアドレスをもつ機器に限定した配信シス

テムを、モバイル端末への配信が可能なユーザーID・パスワード管理型に改良し、クラウド上に構築

した。また、利用申請手続のオンライン化、利用マニュアルの改訂、利用技術講習会の開催を行っ

た。さらに、メッシュ農業気象データの応用例として、水田水温を精度高く推定できるシミュレー

ションモデルを開発した上で、メッシュ農業気象データから必要なデータを自動的に取得して計算す

るユーザー向け関数として提供した。 

作物モデルについては、水稲１４３品種の発育予測モデルのパラメータ暫定値の推定、大豆主要

３品種の発生育予測モデルの開発などを行うとともに、それらの作物生育モデルとメッシュ農業気象

データを使用した栽培管理支援情報作成アルゴリズムを用いて、早期警戒・栽培管理支援のコンテン

ツを開発し、システムに搭載した。また、多収水稲品種あきだわらの栽培マニュアルと発育ステージ

予測モデルを組み合わせたコンテンツを開発し、早期警戒・栽培管理支援システムに搭載した。さら

に、道県の試験研究機関、普及機関と共同して、早期警戒・栽培管理支援システムの検証・改良・実

証を開始した。 

気候変動対応研究領域 温暖化適応策ユニット 

発表論文等 

Maruyama A. et al. (2017) Water Resour. Res.doi:10.1002/2017WR021019 

              高度な水管理のための水田水温シミュレーションモデル 

04 研究の実施状況 

  

深水管理の温度上昇効果や灌漑時刻による温度変化が予測可能に 

開発した水田水温モデルの概念図 
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用水の流出入や水深による熱収支の変化を考慮してメッ

シュ農業気象データ等から水田水温を精度よく推定でき

るモデルを開発した。さらに、シミュレーションを各種

制御ソフトでも利用可能なルックアップテーブル（LUT）

として整備した。 

シミュレーション例（灌漑時刻による温度変化） 

図中のDwは水深を表す 

水深による粗度長・熱交換の変化
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農林水産省委託プロジェクト研究「生物多様性を活用した安定的農業生産技術の開発」（平成２

５～２９年）の最終年度にあたり、水田の課題の取りまとめを行った。この取りまとめ状況について

は、平成２９年度農林水産省生産局農業環境対策課との連絡会にて報告した。同プロジェクトの成果

については、農林水産省からの依頼により、平成２９年度日本環境アセスメント協会環境情報交換

会、平成２９年度農業革新支援専門員全国ネットワーク会議（生産局主催）において紹介しただけで

なく、日本生態学会第６５回全国大会において企画集会「環境保全型農業で水田景観の生物多様性を

守ることができるのか？」を開催した。 

キリン株式会社との共同研究（平成２８～３０年）において、遊休農地に造成したワイン用ブド

ウ園の生物多様性を評価し、希少な植物の再生活動を指導した。この取り組みが評価され、キリン株

式会社は「第６回いきものにぎわい企業活動コンテスト」の審査員特別賞を受賞した。 

行政への貢献としては、農林水産省生産局農業環境対策課からの依頼により、環境保全型農業直

払の効果調査における夏期湛水調査・評価マニュアルを作成した。また、国土交通省の関東エコロジ

カル・ネットワーク推進協議会においてコウノトリ生息環境調査・評価ワーキング委員を務めた。こ

の他、栃木県自然環境調査員を務め、那須塩原版レッドデータブックの編さんに協力した。 

アウトリーチ活動としては、研究センターの一般公開で、生きもののイベントを開催した。さら

に、農林水産省こども霞が関見学デーのイベントに協力し、田んぼの生きものを展示した。また、一

般雑誌に解説記事を掲載したほか、自然観察会の講師を務めた。 

生物多様性研究領域 生物多様性変動ユニット 

発表論文等 

Baba Y.G., Ohno S, Ukuda-Hosokawa R., Tanikawa A. (2017) Acta Arachnologica, 66: 17-18. 

 鳥類に優しい水田がわかる生物多様性の調査・評価マニュアル  

水田の指標生物として、サギ類またはその餌となる魚類、クモ・昆

虫類、植物から３種類を選択して調査する。それらの個体数・種数

をもとにスコア化し、合計スコアで生物多様性の総合判定を行う。

総合判定の結果は、農業者や自治体が環境に配慮した農業を実践

し、その取組による生物多様性の保全効果を包括的に評価するため

に利用できる。この技術マニュアルは、農研機構WEBサイトでダウ

ンロードできる。 

04 研究の実施状況 

  

関東地方の指標生物と調査方法 

水田における食物連鎖 

技術マニュアル（表紙） 
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農業環境変動研究センターが代表機関としてコンソーシアムを構成し、応募した農林水産省委託

研究プロジェクト「農業における花粉媒介昆虫の積極的利用技術の開発」が採択された。本ユニット

では、プロジェクト全体を統括するとともに、各参画研究機関と共同で授粉を必要とする果樹や果菜

における労働コストの削減と人手不足への対応、収量の安定化、施設栽培における新たな花粉媒介昆

虫の供給を目指して、１）花粉媒介昆虫調査手法の開発と実態解明、２）花粉媒介サービス有効活用

技術の開発、を開始した。本プロジェクト研究には、農研機構から西日本農業研究センター、果樹茶

業研究部門、野菜花き研究部門、生物機能利用研究部門および畜産研究部門、農研機構外から秋田県

果樹試験場、福島県農業総合センター果樹研究所、和歌山県果樹試験場うめ研究所、島根県農業技術

センター、鳥取県園芸試験場、熊本県農業研究センター果樹研究所、鹿児島県農業開発総合セン

ター、宇都宮大学、筑波大学、京都産業大学、森林総合研究所、および株式会社アグリ総研(敬称

略）の参画を得ている。 

水田周辺で育まれる二次的自然の適正管理を通じて生物多様性の保全に役立つ「水田畦畔・斜面

草地における生物多様性に配慮した刈払い管理」（普及成果情報；楠本良延 2018）を提案し、採択

された。 

アウトリーチ活動として、ミツバチサミット２０１７の中で、海外から２名、農林水産省から１

名の講演者を招きNARO国際シンポジウム「送粉者を取り巻く話題」を開催した。 

また、地域特認型環境直接支払いにおける有識者会議の委員（農林水産省生産局）、外来植物影

響評価事業の委員、水域ネットワーク事業の委員（農林水産省農村振興局）等を務めた。 

生物多様性研究領域 生態系サービス評価ユニット 

発表論文等 

楠本ら(2017)農村計画学会誌、35（4）:469-473 

              水田畦畔・斜面草地における生物多様性に配慮した刈払い管理 

＜水田畦畔（a）と水田に隣接する斜面草地（b）における刈払い頻度と植物の在来種数との関係＞ 

 在来植物種数※：箱ひげ図  イネ科相対被度：折れ線グラフ 

水田畦畔では年２～３回、隣接する刈払いを伴う斜面草地では年２回の刈払い管理が植物の種多様性を高

める。それ以下でも以上でも種多様性は低下する。この結果は日本型直接支払の根拠や二次的自然の適正

管理に活用できる。 
 

※全国１２地域（岩手県、山形県、石川県、栃木県、茨城県、静岡県、兵庫県、和歌山県、 

広島県、徳島県、福岡県、熊本県）、地点数６１５地点の植生データを使用 
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カワヒバリガイ（特定外来生物）のモニタリング手法と被害緩和策の開発および外来牧草（産業

管理外来種）の適正利用のための便益・リスク評価手法の開発に取り組んでいる。 

平成２９年度は、カワヒバリガイ対策の効果を評価するために、貯水池における落水試験を継続

するとともに、生息状況を説明するための統計モデルを構築した。その結果、一部の貯水池において

落水を実施した条件でも密度の急増がみられることや、霞ヶ浦湖岸における密度が主としてカルシウ

ムイオン（Ca2+）濃度と既侵入地点からの距離によって説明されることなどを明らかにした。さら

に、平成３０年度に予定していた定量PCR法を用いたカワヒバリガイの高感度検知技術について開発

に着手し、農林研究団地内に侵入したカワヒバリガイの緊急調査も実施した。 

外来牧草の便益・リスク評価については、単位栽培面積当たりのTDN（可消化養分総量）収量を

用いて寒地型イネ科牧草の農業利用便益を序列化するとともに、それらの生態リスクの評価に必要な

因子として、野生化個体群の定着規模を定量化した。また、栽培中の外来牧草の外部への逸出防止管

理手法の確立に向けて、オーチャードグラスとチモシー草地においてシードトラップを用いた種子の

逸出量調査を実施し、年３回程度の刈り払いにより、種子逸出量を管理しない場合の１５％以下に抑

制できることを明らかにした。この他、形態による同定が難しい外来牧草のリードカナリーグラスと

同種の在来系統であるクサヨシを識別する分子マーカーを開発し、両種の分布域を比較した。その結

果、リードカナリーグラスは牧草地から生物多様性保全上重要な地域まで幅広く分布し、一部の地域

ではクサヨシと同所的に生育する可能性が示唆された。 

生物多様性研究領域 外来生物影響評価ユニット 

発表論文等 

江川ら (2017) 保全生態学研究 22(1), 187-197 
Egawa, C. (2017) Global Ecology and Conservation 11(1), 33-41 

 採草地から拡散する外来牧草等の種子散布距離を推定 

外来牧草等の逸出防止管理のためには、これらの種の種子がどの

くらいの距離まで飛散するかを把握しておくことが重要である。

そこで、採草地周辺にシードトラップを設置し、風によって採草

地から飛散するイネ科外来牧草等の種子散布距離を推定した。 

04 研究の実施状況 

  

その結果、イネ科対象種の最大種

子散布距離は約４m～４２m程度と

推定された。この情報は、逸出防

止管理のための基礎情報として利

用することができる。 
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感受性評価手法については、作用機構の異なる除草剤４剤について、７種類の藻類を対象とした

毒性試験を実施した。また、水生昆虫コガタシマトビケラについて、昆虫等の成長を阻害する殺虫剤

２剤の卵期毒性試験を実施した。これまでの知見を取りまとめ、コガタシマトビケラ成長段階別毒性

試験法マニュアルを策定した。 

種の感受性分布（SSD）を用い、複数の農薬による複合影響を考慮した累積的生態リスクを評価す

るためのツール（NIAES-CERAP）を開発した。本計算ツールは、内容を説明する技術紹介パンフ

レットとともに公表した。本研究担当者の永井孝志は、生物種間の感受性差を統計学的に解析する手

法で、今年度の日本環境毒性学会CERI賞を受賞した。 

暴露評価手法については、小貝川中流域にある三谷橋（栃木県真岡市）と、五行川下流域にある

御橋を（栃木県真岡市）において、農薬モニタリングを行った。 

当ユニットの各メンバーは、環境省の以下の委員会等に委員として参画し、それぞれの専門研究

分野の知見を生かした助言を行い、農薬の環境行政の推進に貢献した。 

・中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会 

・水産動植物登録保留基準設定検討会 

・水質環境基準健康項目等検討会 

・EXTEND2016化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会 

・化審法審査支援等検討会有害性評価（評価II）ワーキンググループ 

・化学物質環境リスク評価委員会金属のリスク評価ワーキンググループ など 

生物多様性研究領域 化学物質影響評価ユニット 

発表論文等 

Nagai T. (2017) Environ. Toxicol. Chem. 36(10):2624-2630  

              複数農薬の累積的生態リスク評価ツール：NIAES-CERAP  

水環境中農薬濃度のモニタリングデータをMicrosoft Excelベー

スのツールであるNIAES-CERAPに入力することによって、複

数の農薬による複合影響を考慮した累積的生態リスクを評価す

ることができる。このツールは、農研機構WEBサイト内で内容

を紹介する技術マニュアルと共にダウンロードできる。 

技術マニュアル 

表紙 

04 研究の実施状況 
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小課題41807-3｢化学肥料使用低減等による環境負荷低減効果の評価手法の開発｣を軸に41603-1、

41603-3、41705-5の研究を推進。農食事業28005A｢農地～国レベルでの窒素動態の実態を反映した新

たな窒素負荷指標の開発｣（計８機関）を統括し（中間報告A評価）、日本土壌肥料学会シンポジウム

｢食料生産～消費過程における窒素利用効率と環境への窒素負荷―消費者影響の重要性と活用方向―｣

と｢窒素フットプリントを体験するランチ会」の開催、｢鉾田地域を対象とした地下水中の硝酸態窒素

濃度と土地利用の関係｣でポスター賞受賞等、食の窒素研究を牽引。規制庁・放射能調査研究委託事

業と復興庁・放射性物質測定委託事業では、農地の放射性セシウム動態解明・制御の研究を推進。 

【シーズ】科研費・基盤C「土壌中の亜硝酸イオンの定量法開発と動態解明」（代表）、基盤B

「管理放棄による農林地土壌の機能低下と経済的損失の影響評価」（分担）を実施。 

【国際対応】国連環境計画（UNEP）と国際窒素イニシアチブ（INI）主導の国際窒素管理プロ

ジェクト｢Towards INMS｣に参画。OECD｢貿易と環境合同作業部会｣と｢生物多様性・水・生態系作業

部会｣資料や日本の栄養塩収支（OECD農業環境指標）精査。JICA研究員再招聘制度でネパール人研

究員受入れ。 

【所外連携】茨城県主催｢第１７回世界湖沼会議｣第５分科会｢流域活動と物質循環｣の委員。

JIRCAS出張要請｢パラオ共和国ガリキル川流域の異なる土地利用における土壌透水性及び物理性の調

査｣に対応。 

【アウトリーチ・広報】環境研究機関連絡会第１５回環境研究シンポジウムで「日本人の窒素

フットプリント～健全な食生活と環境保全の密接な関係～」の講演。中学生向け高校進学情報誌｢サ

クセス１５｣（グローバル教育出版）の特集｢研究者にズームイン｣の取材対応。 

物質循環研究領域 水質影響評価ユニット 

発表論文等 

Yada S. et al. (2016) Water Science and Technology, 73(9), 2108-2118 

 硝酸イオンの窒素・酸素安定同位体比の迅速測定法  

 流域内での硝酸イオン（NO3−）の起源

や形態変化の解明するための同位体比質量

分析装置（IRMS）の前処理システムを改

良し、タイムスケジュールの最適化によ

り、分析精度を落とさずに１試料当たりの

分析時間を従来法の半分に短縮することが

できる。またパージガスの変更および分析

時間の短縮により、液体窒素およびヘリウ

ムガス消費量をそれぞれ５１％および９

０％削減することができる。 

04 研究の実施状況 
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日本国内の栄養元素フローの精緻化について、一般家庭の食料消費実態から窒素・リン・カリの

フローを推計する環境を整備し、家畜ふん尿中のリンの賦存量を推計した。また、食料生産・消費を

包含した日本国の窒素収支の算定に着手し、既往資料を収集整理して第一段階のデータセットを構築

するとともに、新たに算定あるいは精緻化が必要な項目を抽出して今後の作業の優先順位を決定し

た。 

炭素・窒素循環の未知プロセスの解明について、日本の水田土壌におけるメタン酸化の律速要因

を明らかにする研究を実施した。また、高緯度北極および南極露岩域の土壌における窒素循環の特徴

を明らかにするための研究を実施した。 

地球環境ファシリティのプロジェクト「国際窒素管理システムの構築に向けて（Towards 

INMS）」において、国別窒素収支評価の共通手法の確立に向けた取り組みを進め、東アジア地域デ

モンストレーションに関して中国・南京土壌研究所のカウンターパートが主催した第１回東アジア窒

素会議を支援した。 

物質循環研究領域 広域循環評価ユニット 

04 研究の実施状況 
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硝化に関して、ヒドラジン系化合物がヒドロキシルアミンデヒドロゲナーゼをターゲットとする

次世代型硝化抑制剤として有望であることを明らかにした。脱窒に関して、０～１cmの表層土壌の脱

窒菌群の組成が耕地土壌の短期間の冠水によるN2O発生に重要であることを明らかにした。 

温室効果ガスの発生に関与する微生物動態を明らかにするため、N2O同位体解析と微生物解析を行

い、作物残渣からのN2O発生に糸状菌脱窒が寄与していることを明らかにした。また、N2O発生時期

の作物残渣において、N2O発生活性の高いFusarium sp., Plectosphaerella sp.等の近縁菌の存在割合が

増大していることを明らかにした。 

低濃度エタノール土壌還元消毒では、１０道県において５９件の実証試験を実施した。試験では

処理前土壌の三相分析結果等を基に、処理条件（エタノール濃度、処理量）を決定し、いずれの試験

地域においても共通して有効であることを明らかにした。各還元消毒処理後の土壌で各種作物を栽培

中であり、発病抑止効果やその安定性、継続性について次年度以降に検証を行う。 

多胡主任研究員が農学進歩賞を受賞。 

物質循環研究領域 物質変換解析ユニット 

発表論文等 

Yang W. et al.(2017) Front. Microbiol. doi:10.3389/fmicb.2017.02226 

 既存の硝化抑制剤とは異なる作用機作を持つ硝化阻害剤フェニルヒドラジンの硝化抑制

ジシアンジアミド（DCD）と

フェニルヒドラジン（PHH）

が阻害する硝化反応 

04 研究の実施状況 
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循環機能利用ユニットでは、農地に生息する生物や酵素の働きを明らかにし、持続的な農業生産

のために利用する研究を進めている。現在は主に、植物常在酵母微由来の酵素を用いて、使用済みの

農業用生分解性マルチフィルムを速やかに分解する方法の開発や、本酵素による植物の健康維持を目

指した研究を行っている。平成２９年度に発表した学術論文は、 

①葉面常在酵母Pseudozyma antartcicaが、植物残さの中で酵素を分泌し、残さに埋めた生分解性

プラスチックフィルムを分解する様子（Journal of bioscience and bioengineering   125(2) 199-204 

(2018)）②より詳しくP. antarcticaの機能を調べるために、本菌の遺伝子操作を可能にする（Yeast 34

(12)483-494(2017)） 

③P. antarcticaなどの生分解性プラスチック分解酵素が、フィルムを速やかに劣化させる仕組み

（Polymer Degradation and Stability 141, 26-32(2017)下図参照） 

④土壌酵素活性の効率的な測定方法(Journal of microbiological methods   146 22-24 (2018)） であ

る。また、他の研究グループと協力し、学術論文⑤葉面常在細菌が生産する紫外線防止剤の構造

（Natural Product Communications 13(2) 141-143 (2018)）、昆虫常在性酵母に関する著作（CRC 

Press ISBN:1498769403）を発表した。 

さらに、葉面常在菌の生分解性プラスチック分解酵素は、植物表層を壊す作用を除草に活用する

発明（特許第6253005号）を取得した。そのほか、学会発表、技術相談、依頼講演、のうかんけん夏

休み公開等での実験体験などを行った。 

物質循環研究領域 循環機能利用ユニット 

発表論文等 

Watanabe et al., Journal of bioscience and bioengineering   117(3) 325-329 (2014) 

Sato et al., Polymer Degradation and Stability 141, 26-32(2017) 

              植物常在真菌の酵素が生分解性プラスチックを急速に崩壊させる仕組み 

市販生分解性マルチフィルムを分解酵素液に浸漬した後の様子 

04 研究の実施状況 

  

分解酵素なし 

イネ由来の酵母菌Pseudozyma ant-

arcticaが 分 泌 す る 生分 解 性 プ ラス

チック分解酵素は、生分解性フィル

ム中のポリマー鎖をランダムに分解

する。このことにより、フィルムを

速やかに崩壊させる。 

分解酵素あり 
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有害化学物質の環境中挙動の評価には、存在量だけでなく、存在形態を明らかにしていく必要が

ある。機器分析や化学的手法により、作物や土壌中の有害化学物質の存在量や存在形態を明らかにす

る技術を開発し、有害化学物質の動態に影響する様々な要因の解析に関する研究を実施した。 

研究に関しては、主に４つの課題に取り組んだ。 

農作物におけるパーフルオロオクタンスルホン酸(PFOS)類の実態解明および残留軽減方法を開発

するために、品種、栽培方法によるPFOS類残留への影響を調査した。 

玄米中無機ヒ素簡易分析法の分析法を改良し、厚労省の妥当性評価ガイドラインに沿った真度、

精度の試験の結果、本分析法は無機ヒ素濃度0.09 ppm 以上の玄米・精米に適用できることを確認し

た。 

農業資材施用に起因するクロピラリド等の有機化学物質の残留性については、高感度分析法の開

発や化学資材添加による分解促進技術を検討した。 

土壌病原性微生物の対策では、高揮発性土壌くん蒸剤の暴露リスク削減技術や、低濃度エタノー

ルを用いた土壌還元消毒法について、道府県の普及組織等と連携して実証試験を実施した。 

得られた成果は関連する学会で発表し、分析実務者を対象にした農林交流センターワークショッ

プ「コメ中無機ヒ素の簡易分析」を実施するとともに、農業生産者や普及指導者を対象とした研修会

で講師を務め、研究成果の普及に努めた。特に、クロピラリドに関する成果は、農林水産省が実施し

た堆肥中に含まれるクロピラリド濃度の調査で活用された。これら以外にも、農林水産省、環境省等

が主催する委員会の専門委員等を５件務め、研究専門分野を活かした社会貢献を行った。 

有害化学物質研究領域 環境化学物質分析ユニット 

発表論文等 渡邉栄喜､清家伸康(2017)「牛ふん堆肥中クロピラリドの高感度分析」(参考法) 

http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/pub2016_or_later/pamphlet/tech-pamph/078229.html(2017/11/20) 

 牛ふん堆肥中クロピラリドの高感度分析法 (参考法)  

本分析法は牛ふん堆肥中のクロピラリ

ドをアルカリ性下でメタノール抽出し、

酸性とアルカリ性でクロピラリドの溶出

挙動が変化することを利用して、親水性

及び親油性の官能基を併せ持つ固相を充

填したカートリッジ及び液液溶媒抽出に

よりクリーンアップした後、高速液体ク

ロマトグラフタンデム質量分析計を用い

て測定する方法です。 

 本分析法の定量下限値は2 µg/kg-乾

物(DW)であり、独立行政法人農林水産消

費安全技術センター及び当機構での室間

再現精度試験により妥当性を確認してい

ます。一般の分析機関で分析を行う場合

は、事前に各機関において「肥料等試験

法」に準じて分析法の妥当性を確認して

下さい。 

04 研究の実施状況 
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農業環境中のヒ素、カドミウム、および放射性セシウムの動態解明と作物吸収抑制技術の開発に

関する以下の研究を実施した。 

出穂前後の入水、落水のタイミングを管理することにより、玄米のヒ素、カドミウム濃度を同時

低減する技術開発に取り組んだ。安価なヒ素溶出抑制資材の選抜をすすめるとともに、水管理に加

え、資材を施用することによるヒ素、カドミウム低減効果についても検討した。 

出穂後の止葉のヒ素濃度を用いて玄米ヒ素濃度を早期予測するために、出穂後、時期別に採取し

た止葉と玄米ヒ素濃度の関係を明らかにする研究に取り組んだ。 

窒素追肥による土壌中の交換性および水溶性セシウム濃度とカリウム濃度の変動が、ダイズのセ

シウム吸収量と子実のセシウム濃度におよぼす影響を調べた。 

以上得られた成果は、国内外の関連学会で発表するとともに、アグリビジネス創出フェア２０１

７に出展するなど、成果の公表と周知を積極的に行った。 

資材に関する研究を資金提供型共同研究(２件）により実施するなど、民間との連携および外部資

金の獲得に努めた。 

また、東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性微粒子に関する研究成果が、

NHKクローズアップ現代プラスで取り上げられた。 

有害化学物質研究領域 無機化学物質ユニット  

発表論文等 

Makino T. et al. (2016) Soil Sci. Plant Nutr. 62(4), 340-348 

              鉄資材と湛水管理による水稲の無機ヒ素とカドミウムの同時低減  

出穂前後３週間の湛水管理を

行うと、玄米カドミウム濃度を

低減できる反面、無機ヒ素濃度

が上昇する。  

耕うん直前に土壌に鉄資材を

施用することにより、湛水管理

下においても、玄米無機ヒ素濃

度を２２～４０％低減できるこ

とを明らかにした。 

また、鉄資材の施用による収

量・品質への影響は無かった。 

A圃場 

B圃場 

C圃場 

D圃場 

E圃場 

F圃場 

カドミウムを 

湛水管理で低減 

無機ヒ素を 

鉄資材施用で低減 

04 研究の実施状況 
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研究に関しては、主に３つの課題を重点的に取り組んだ。 

過去に農薬として使用されたPOPs(残留性有機汚染物質)の作物残留問題に関しては、土壌診断法

を開発することを目的として、最少の分析値からほ場の土壌中濃度が閾値を超える確率を計算する手

法、および、ほ場内の危険率分布を推定する手法を確立した。 

農薬の後作物残留問題に関しては、各種農作物における土壌に残留する農薬の吸収移行性の差異

を明らかにした。 

農業資材施用に起因するクロピラリド等有機化学物質の土壌残留の問題については、各種野菜の

感受性差異を明らかにするとともに、微生物を用いたバイオレメディエーションによる浄化、化学資

材添加による土壌中での分解手法の検討を行った。 

これらの研究資金については、外部資金を積極的に獲得し、競争的資金（代表２件）、委託プロ

ジェクト（分担１件）および資金提供型研究（３件）により実施した。 

得られた成果は関連学会で発表し、ポスター賞（１件）を受賞するとともに、一般人を対象とし

たアグリビジネス創出フェア２０１７等でも発表した。さらに、農林水産省が主催する農業革新支援

専門員や普及指導員を対象とした研修で講師を務め、研究成果の普及に努めた。 

特にクロピラリドに関する研究成果は、農林水産省の課長通知（29消安第1505号、29生畜第274

号）で引用されるなど、研究成果が社会実装された。 

これら以外にも、農林水産省や内閣府等が主催する委員会の専門委員等を７件務め、研究専門分

野を活かした社会貢献を行った。  

有害化学物質研究領域 有機化学物質ユニット   

発表論文等 並木小百合、清家伸康（2017）「土壌中クロピラリドのトマト、サヤエンドウ、スイートピーの初期生
育 に 及 ぼ す 影 響・デ ー タ 集」http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/pub2016_or_later/pamphlet/tech-
pamph/078226.html（2017年11月20日） 

 土壌中クロピラリドのトマト等の初期生育に及ぼす影響データ集  

本資料は、トマト、サヤエンドウ、スイートピーの初期生育時におけるクロピ

ラリドの影響を画像を中心に示すものです。 

クロピラリドを添加した堆肥を土壌と混合し、ポットでこれらの作物を栽培し

た場合に、クロピラリドが作物の初期生育へ与える影響を濃度ごと、経時的に示

しています。栽培初期にクロピラリドによる生育障害であるか否かの確認の参考

として使用できます。 

04 研究の実施状況 
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作物にとって有害な化学物質であるヒ素、カドミウム、放射性セシウムの吸収に関する仕組みを

遺伝子レベルで解析する研究に取り組んだ。 

コメの無機ヒ素濃度を制御する遺伝子を特定し、その仕組みを明らかにした。 

コメの放射性セシウム濃度を制御する遺伝子を特定し、放射性セシウム濃度の低いコシヒカリの

開発に成功した。また、セシウム低吸収性を付与した新たな品種育成に役立つDNAマーカーを開発し

た。 

土壌からカドミウムを取り除くファイトレメディエーション用イネ品種の開発に取り組んだ。 

当ユニットで開発したカドミウム低吸収品種「コシヒカリ環１号」をベースとして、各県の公設

農業試験場と共同で各地域に適したカドミウム吸収の少ないイネ品種の開発に取り組んだ。 

以上の成果は国内外の関連学会や国際誌で発表するとともに、一般向けにアグリビジネス創出

フェア２０１７にも出展し、成果を広く公表した。 

カドミウム吸収の少ないイネ品種の開発に関して日本土壌肥料学会賞を受賞した。また、本成果

は農林水産省が平成３０年１月改訂「コメ中のカドミウム低減のための実施指針」の中で、コメのカ

ドミウム対策の中核技術に位置付けられ、多くの共同研究契約やプロジェクト研究を通して１００以

上の品種や有望系統にカドミウム低吸収遺伝子の導入が進められた。 

農林水産省が平成３０年１月改訂「植物による土壌のカドミウム浄化技術確立実証事業の手引き

（第２版）」の中で本ユニットが開発したカドミウム浄化用の水稲品種が紹介された。 

「放射性セシウム吸収の少ないイネ」の成果をプレスリリースし、多くのメディアに取り上げら

れた。 

有害化学物質研究領域 作物リスク低減ユニット  

発表論文等 

Ishikawa S. et al. (2017) Sci. Rep. 7: 2432 

              放射性セシウムを吸収しにくいコシヒカリの開発  

開発したセシウム（Cs）

低吸収性コシヒカリは、 

コシヒカリとほぼ同様の形

質を持ちつつ、 

玄米の放射性Cs濃度は約

半分になる。 

04 研究の実施状況 
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わが国の土壌情報を、国連食糧農業機関―地球土壌パートナーシップ（FAO－GSP）により開発

が進められている地球土壌情報システム（GSIS）に登録できるようにすることを目的に、包括的土壌

分類第一次試案（包括１次試案）に基づく土壌図について世界土壌照合基準（ WRB: World Refer-

ence Base for Soil Resources ）への読み替えを行い、WRB(2014)土壌図を作成した。また、FAO-

GSPが 作成しようとしている地球土壌有機態炭素地図（GSOCMap）の日本部分について、農地部分

の土壌有機態炭素地図データを作成し、森林総合研究所で作成した森林土壌有機態炭素地図データと

融合し、約１km×１kmメッシュで日本土壌有機態炭素地図データを作成した。（プレスリリース

2017年12月26日）。 

平成２２年（2010年）にウェブ公開した「土壌情報閲覧システム」を大幅に改修することで一層

のセキュリティ強化を図るとともに、わが国のオープンデータ戦略に基づき土壌情報のオープンデー

タ化を実現することを目的に、新たな土壌情報配信サイト「日本土壌インベントリー」を開発して平

成２９年４月（2017年）にウェブ公開した（https://soil-inventory.dc.affrc.go.jp/）。また、フィール

ドでも土壌図を閲覧できるように、スマートフォンアプリ「e-土壌図II」を開発し、無償公開した。

なお、本研究成果は農林水産省の２０１７年農業技術１０大ニュースに選定された。 

原子力発電所事故の被災地域における営農再開を図るため、当該地域にて放射性物質の水準や環

境動態の調査を進めた。平成２９年度は、福島県内の３４４地点における放射性セシウム濃度と空間

線量率のデータを用いて、平成２８年度（2016年度）版の農地土壌の放射性物質濃度推定図（基準日

は2016年11月16日）を作成した。 

環境情報基盤研究領域 土壌資源評価ユニット 

発表論文等 

高田裕介（2017）現代農業、852、209-212 

包括１次試案委に基づく 

①国土全域を対象とした「全国デジタル土壌図」と 

②改良版「(新)デジタル農耕地土壌図」を閲覧できる「日本土壌イ

ンベントリー」およびそのスマートフォンアプリ「e-土壌図II」を

開発・公開した。 

 なお、上記①、②のデジタル土壌図をスマート農業をはじめ様々

な場面で２次利用できるように、オープンデータとしてウェブ配信

している。 

「日本土壌インベントリー」トップ画面(左)と「e-土壌図II」(右) 

「日本土壌インベントリー」公開後の訪問者数：約55,000件 

「e-土壌図II」のインストール数：約4,000件である。(平成２９年度末

時点) 

日本土壌インベントリーで配信している 

２種類の土壌図 

上図：国土全域の土壌図（縮尺1/20 万分相当） 

下図：農耕地土壌図（縮尺1/5 万分相当） 

04 研究の実施状況 

  

 ウェブで使える「日本土壌インベントリー」  
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AI（人工知能）で害虫種の識別を行うための基盤データ作成を行った。具体的には害虫種を中心

として、種情報、すなわち学名、和名、分布と画像情報等を整備した。 

また、国内で発見される新規の害虫種や植物検疫上重要な昆虫種を迅速に分類・同定できるよう

に、所蔵されている約１３５万点の農業に関連する昆虫標本について、分類情報の整備とデータベー

ス化を行うとともに、WEBシステム等を用いて情報発信を行なった。特に昆虫標本館所蔵の田中和夫

コレクションのオサムシ上科及びタマムシ科標本について目録を作成し、農業環境変動研究センター

報告で公表した。 

チョウ目ヤガ類の分類学的研究及び特異な生態の報告を行い、シイタケを食害する日本産シイタ

ケオオヒロズコガ属（チョウ目：ヒロズコガ科）各種成虫の識別法を開発し、公表した。カメムシ目

カスミカメムシ類の分類学的研究報告及び絵解き検索を公表した。コウチュウ目ゾウムシ類の分類学

的研究を実施し、公表した。 

環境情報基盤研究領域 昆虫分類評価ユニット 

              田中和夫コレクションオサムシ上科（昆虫綱：コウチュウ目）標本

農業環境変動研究センター所蔵の田中和夫コレクション

のオサムシ上科標本16,379点の目録を作成し、公表した

（農研機構研究報告 農業環境変動研究センター 第３９

号）。日本産の種を中心に２７亜科１６０属約６９９種

からなり、２４点のホロタイプを含んでいる。特筆すべ

き種として５０種を挙げ、解説と全形画像を掲載した。

研究所のホームページからダウンロードできる。 

発表論文等 

綿引大祐・吉松慎一（2017）昆蟲（ニューシリーズ）20：49−55 
長田庸平・吉松慎一（2017）応動昆61：138-144 
Watabiki D., Yoshimatsu S. Takeuchi K., Ohbayashi, T. and Nagano, H.(2017) Lepid. Sci. 68:53-60 
吉松慎一・伊藤 昇・中谷至伸・吉武 啓 (2018)農環研報39:15-191 
Duwal R.K., Yasunaga T., Tomokuni, M., Nakatani Y.  & Hirowatari T.  (2017) Zootaxa 4258 (5): 401–424 
Yasunaga, T., Y. Nakatani & F. Chérot (2017) Zootaxa 4227 (3): 301–324 
中谷至伸・安永智秀・山田量崇 (2017) Rostria (61): 45–50 
中谷至伸 (2017) カスミカメムシ類の絵解き検索．日本環境動物学会編 絵解きで調べる昆虫2：53–73. 文教出版 
Yoshitake, H. (2017) Elytra, New Series, 7(1): 241-246, 247-263 
Yoshitake, H. (2017) Spec. Bull. Coleop. Soc. Japan, (1): 299-305 
石川 忠・吉武 啓 (2017) Rostria, (61): 34-36 

04 研究の実施状況 
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農業の利用場面に応じて適したリモートセンシングデータソースによる画像選択と解析手法の開

発と提案を行っている。今年度は耕作・非耕作を効率的かつ簡便に判別する衛星画像（Landsat）の

分類手法を時系列解析に活用し、関東地方と熊本地震被災地を対象に水田の湛水域の変化をマップ化

した。また、近年急速に普及が広まっているドローンを用いることで、熊本地震が農地の地表に及ぼ

した様々な被害状況を機動的に計測する手法を開発し、その普及に努力した。 

被災農地では、被害状況により復旧に向けた対策は異なってくるため、迅速に被害程度を評価す

ることが求められる。そこで、ドローンによる農地の精密モニタリングへの対応の一環として、前年

度に熊本地震への緊急対応調査を実施し、地震によって発生したほ場の凹凸（不陸）を計測した成果

を、九州沖縄農業研究センター研究資料として報告した。また、これら成果の普及として農林水産業

研修所、九沖農研センター熊本地震シンポジウム、栃木県スマート農業研修会、中小企業新価値創造

展、GISコミュニティフォーラム、原財団特別セミナー、茨城県・筑波地区農林水産研究機関等のシ

ンポジウムや講習会でドローンを用いた調査の結果や手法を報告し、テレビ放送や新聞報道を含めて

マスコミにも取り上げられた。さらに、ドローン撮影と精密地形解析を一般のユーザーにも分かりや

すく説明するマニュアルを作成し、今年度の農研機構の普及成果として提案した。ドローン撮影への

需要が高まるなか、災害対応のみならず、農地の精密モニタリングを支援するドローン調査手法の普

及が期待される。なお、従来の衛星リモートセンシングの研究も継続しつつ、JAXA地球環境観測

ミッションや農林水産省の水稲の作柄予測手法検討委員、衛星画像による作付面積把握手法検討委員

を務めた。 

環境情報基盤研究領域 農業空間情報解析ユニット 

発表論文等 

石塚直樹・杉浦 綾（2017）地球観測衛星とドローンによるリモートセンシング．JATAFFジャーナル,5(10),32-38．
齋藤 元也 , 石塚 直樹 , 坂本 利弘（2017）日本における農業リモートセンシング研究の軌跡．日本リモートセンシン
グ学会誌 , 37(3), 193-203. 

 ドローンを用いたほ場計測マニュアル（不陸（凹凸）編）  

a b c

d e

ドローンを用いたほ場計測マニュアルを作成した。a 表紙、b 農地の撮影に使用したドローン、c ドローン

の制御ソフトに見る飛行ルートの設定画面、d 撮影画像毎の位置と画像から作成された精密地形モデルの

関連性を示す画面、e GISソフトに見る農地の不陸（凹凸）を示す解析結果。 

04 研究の実施状況 
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さまざまな地点における同時並行的な時系列データ（パネルデータ）に関する統計解析手法は、

以前は主として経済学分野でその開発・整備が進められてきた。しかし、近年では農業環境に関する

パネルデータの整備も急速に進んできており、このデータを利用することにより多様な予測・制御が

可能になるのではないかと期待されている。本ユニットでは、平成２８年度に引き続き、気象データ

や生物種発見データなどを統合し、各生物種の潜在的な空間分布を推定・視覚化するための手法開発

と取り組んだ。また、農業センサスデータや気象、土壌、生理学的データなどを統合した生物学的プ

ロセスモデルを構築し、農作物生産性の推定・予測を行うための手法開発を進めた。 

農水省植物防疫課等で緊急に対応が必要とされている統計学的な問題の一つに「広義の外来生物

問題」がある。国際植物防疫条約（IPPC）の定義では、外来生物には遺伝子組換え作物や殺虫剤抵

抗性害虫なども含まれる。これら新生物の侵入を早期に発見し、その拡散を食い止めるためには、そ

れらに共通した汎用的な統計手法を開発しなければならない。本ユニットでは、殺虫剤抵抗性害虫お

よび遺伝子組換え作物を検出するためのサンプル数計算法の構築と取り組んだ。さらに、平成２８年

度に引き続き、殺虫剤抵抗性害虫の出現を防ぐための薬剤施用法について検討を行い、プレスリリー

スを行った。 

統計モデルを用いて推定・予測を行う際に、モデル内に多くの説明変数を組み込むと、予測力が

逆に低下してしまう場合がある。また、たとえ予測力が向上した場合であっても、説明変数の計測に

要した労力に見合うほどの予測力の向上が見られない場合も多い。本ユニットでは、平成２８年度に

引き続き「予測推定量」の開発・普及と取り組むとともに、統計モデルの評価手法についての検討を

進めた。 

環境情報基盤研究領域 統計モデル解析ユニット 

発表論文等 

Sudo et al. (2017) Evolutionary Applications 11:271-283 

              殺虫剤抵抗性害虫の出現を防ぐ薬剤施用法をシミュレーションで解明 

・殺虫剤への暴露のタイミング（横

の 並 び）と 害 虫 の 移 動 タ イ ミ ン グ

（縦の並び）を総当りでシミュレー

シ ョ ン し、世 代 間 交 互 施 用 が 有 効

（緑 色）か 世 代 内 施 用 が 有 効（斜

線）か判定した。各々のパネルにつ

いて、横軸は抵抗性の優性度を、縦

軸は野生虫の飛込み源となる周辺環

境の広さを示す。 

・チョウ目害虫では、作用機作の異

なる２剤の「世代内施用」が抵抗性

発 達 遅 延 に 有 効（図 中 の １ お よ び

２）。 

・コウチュウ目害虫では、浸透性移

行性剤は「世代間交互施用」が、非

浸透移行性剤は「世代内施用」の方

が抵抗性発達遅延に有効（図中の３

および４）。 

04 研究の実施状況 
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オープンデータの定義、データにおける著作権およびライセンスの考え方、標準フォーマット形

式、メタデータ形式それぞれについて論文等を公表した上で、それをもとにした冊子を作成した。

フィールドサーバのセンサーネットワークで観測した環境データの詳細をオープンデータとして既述

するための方法を設計した。土壌環境基礎調査基準点調査データベースを用いて、LCAにおける「土

壌の質」の評価手法の開発を行った。評価対象技術に関するインベントリデータの作成を進めるた

め、費用・有効度の視点を活用しつつ、技術の特徴を抽出した。 

アジア太平洋先端ネットワーク農業作業部会長をつとめ、Global Open Data for Agriculture and 

Nutritionと協力して、アジア太平洋地域でのオープンデータに関するセッションを開催し、農業分野

でのオープンデータ化に貢献した。 

株式会社アコーディア・ゴルフおよびアサヒバイオサイクル株式会社と共同研究契約を結んだ。 

日本LCA学会功績賞（林 清忠「持続可能な農業生産システム確立のためのLCA研究」および論文

賞（湯 龍龍「Development of human health damage factors for PM2.5 based on a global chemical 

transport model, Tang, L., Nagashima, T., Hasegawa, K. et al. Int J Life Cycle Assess (2015).」）を受

賞した。 

環境情報基盤研究領域 総合評価ユニット 

発表論文等 

大澤(2017) 情報管理 60(1): 11-19. 岩崎・飯田(2017)GIS 理論と応用26(1): 37-43. 

 農業環境研究における研究成果、データをオープン化する手引きを作成  

冊子の目次と内容の例。オープンデータの背景や意義な

ど、研究成果のオープンデータ化に初めて取り組む場合の

指針として、基礎的な事柄を説明している。 

04 研究の実施状況 

  

冊子の表紙 
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平成29年度研究予算課題一覧 05 

ⅰ）概要 
（単位:円） 

予算概要 外部研究資金 

合計 

運営費交付金 

セグメント 収益化等区分 人件費 業務費 一般管理費 － 

企画・連携推進業務 本部業務 7,150,152  131,324,865    3,532,036  142,007,053  

生産現場の強

化・経営力の

強化 

大課題01         0  

大課題02         0  

大課題03         0  

大課題04         0  

大課題05         0  

大課題06         0  

大課題07         0  

セグメント間接業務費         0  

強い農業の実

現と新産業の

創出 

大課題08   8,605,635    1,450,000  10,055,635  

大課題09         0  

セグメント間接業務費   3,950,902    380,000  4,330,902  

農産物・食品

の高付加価値

化と安全信頼

の確保 

大課題10         0  

大課題11         0  

大課題12         0  

大課題13   20,829,305    71,418,285  92,247,590  

大課題14         0  

大課題15   3,017,000    10,609,800  13,626,800  

セグメント間接業務費   42,368,000    26,558,566  68,926,566  

環境問題の開

発・地域資源

の活用 

大課題16   150,227,669    279,954,306  430,181,975  

大課題17   38,515,804    36,207,022  74,722,826  

大課題18   31,165,564    54,236,869  85,402,433  

セグメント間接業務費 9,714,557  170,420,831    73,833,678  253,969,066  

農研業務共通 農研業務共通 8,758,581    100,957,900    109,716,481  

合計 25,623,290  600,425,575  100,957,900  558,180,562  1,285,187,327  
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅰ）概要 

大課題別予算 運営費交付金 外部研究資金 交付金+外部資金 

(合計) 収益化等区分 業務費 － 

大課題8 8,605,635  1,450,000  10,055,635  

大課題13 20,829,305  71,418,285  92,247,590  

大課題15 3,017,000  10,609,800  13,626,800  

大課題16 150,227,669  279,954,306  430,181,975  

大課題17 38,515,804  36,207,022  74,722,826  

大課題18 31,165,564  54,236,869  85,402,433  

計 252,360,977  453,876,282  706,237,259  
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ⅱ）交付金 

大課題名 中課題名 小課題名 
研究課題 

番号 
研究担当ユニット名 

作物の収量・品質の向上と農産物の「強み」を強化するための先導的

品種育成及びゲノム育種技術の高度化 
20800     

  高収益性水田営農を可能にする先導的水稲品種の育成 20804   

    
低コスト・安定生産性を付与した極多収の業

務・加工用品種の育成 
2080401 作物リスク低減U 

生産現場から食卓までの農産物・食品の安全性及び信頼性確保技術の

開発 
31300   

  
農産物の生産段階におけるヒ素・カドミウム等のリスク低

減技術の開発 
31301   

   
ヒ素及びカドミウムの農作物汚染対策技術の高

度化 
3130101 

無機化学物質U、作物

リスク低減U、環境化

学物質分析U 

    
農作物における農薬等の残留リスク評価法の開

発 
3130102 

化学物質影響評価U、

環境化学物質分析U、

有機化学物質U、統計

モデル解析U 

病害虫のリスク管理と植物検疫高度化のための研究開発 31500   

  
農産物輸出促進と食料の持続的安定供給を実現する植物保

護技術の高度化 
31501   

   
輸出を可能にする果樹・植木類害虫のリスク低

減技術の開発 
3150101 統計モデル解析U 

    

重要有害動植物簡易同定のためのDNAバーコー

ディング等遺伝子情報に基づく検索システムの

構築 

3150106 
昆虫分類評価U、統計

モデル解析U 

  高リスク病害虫国内発生時の管理技術の高度化と高精度化 31502   

    
高リスク果樹類病害虫発生地における防疫対策

技術の開発 
3150201 統計モデル解析U 

  薬剤抵抗性病害虫の早期診断と発生防止技術の開発 31503   

    
薬剤抵抗性個体群発達機作に基づく殺虫剤抵抗

性管理のガイドラインの策定 
3150302 統計モデル解析U 

気候変動等の環境変動への対応及び生物多様性保全のための研究開発 41600   

  
気候変動が農業分野に及ぼす影響の高精度予測・評価手法

の開発 
41601   

   
将来の環境に対する作物応答モデルの高度化と

適応のための技術オプションの提示 
4160101 

影響予測U、作物温暖

化応答U、土壌窒素炭

素モデリングU、温暖

化適応策U、広域循環

評価U 

05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅱ）交付金 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅱ）交付金  

大課題名 中課題名 小課題名 
研究課題 

番号 
研究担当ユニット名 

    広域を対象とする食料生産変動の予測と評価 4160102 

影響予測U、土壌窒素

炭素モデリングU、作

物温暖化応答U、温暖

化適応策U、統計モデ

ル解析U 

  気候変動に柔軟に対応した栽培管理支援技術の開発 41602   

   
水稲・麦類を中心とした高温障害発生機構の解

明と対策技術の開発 
4160201 作物温暖化応答U 

      4160205 

影響予測U、作物温暖

化応答U、温暖化適応

策U 

  
温暖化緩和技術の開発と農業現場におけるその効果の最大

化 
41603   

   温室効果ガス排出・吸収量の全国評価 4160301 

温室効果ガス削減U、

土壌炭素窒素モデリン

グU、水質影響評価U、

広域循環評価U、土壌

資源評価U、統計モデ

ル解析U 

   
温暖化緩和策適用のための広域における物質循

環評価 
4160302 

広域循環評価U、物質

変換解析U 

   農地における温暖化緩和技術の開発 4160303 

温室効果ガス削減U、

水質影響評価U、物質

変換解析U 

    
モンスーンアジアにおける温暖化緩和技術の開

発 
4160304 

温室効果ガス削減U、

土壌炭素窒素モデリン

グU、広域循環評価U 

  
気候変動等の環境変化が農業生態系における生物多様性と

生態系サービスに及ぼす影響の評価 
41604   

   
気候変動等の環境変化が農業が享受する生態系

サービスに及ぼす影響の評価手法の開発 
4160401 生態系サービス評価U 

   

農業生態系における景観構造の変化等が生物多

様性や生態系サービスに及ぼす影響の解明およ

び評価・予測手法の開発 

4160402 

生物多様性変動U、生

態系サービス評価U、

循環利用機能U、統計

モデル解析U 

    
外来生物の生態系影響と利用便益の総合評価手

法の開発 
4160403 

外来生物影響評価U、

統計モデル解析U 

  
環境変動モニタリングと環境基盤情報の集積・解析・発信

技術の開発 
41605   

   
農業生態系変動の計測・モニタリング・解析手

法の開発 
4160501 

農業空間情報解析U、

統計モデル解析U 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅱ）交付金 

大課題名 中課題名 小課題名 
研究課題 

番号 
研究担当ユニット名 

   
農業環境資源情報の規格化及び農業環境インベ

ントリーの高度化 
4160502 

温室効果ガス削減U、

土壌資源評価U、昆虫

分類評価U 

    
農業環境情報の発信と高度利用に向けた技術開

発 
4160503 

影響予測U、温室効果

ガス削減U、作物温暖

化応答U、生物多様性

変動U、生態系サービ

ス評価U、外来生物影

響評価U、物質変換解

析U、統計モデル解析

U、総合評価U 

生産基盤等の機能維持向上・強靱化、地域資源の管理及び放射性物質

対策のための技術開発 
41700   

  
原発事故被災地域における早期営農再開のための対策技術

開発 
41705   

   
畑地・樹園地の放射性物質吸収移行抑制技術の

開発 
4170502 無機化学物質U 

   
放射性セシウム低吸収性育種素材の開発と関連

遺伝子マーカーの作出 
4170504 作物リスク低減U 

    農業環境中の放射性物質の動態解明 4170505 

水質影響評価U、無機

化学物質U、作物リス

ク低減U、土壌資源評

価U 

持続的農業に貢献する作物保護・土壌管理及び地域資源利用技術の開

発 
41800   

  
物理的・生物的土壌消毒や作物の抵抗性等を複合的に利用

した病害及び線虫害管理技術の開発 
41802   

    
土壌還元消毒や抵抗性品種等の活用による土壌

病害・線虫害防除技術の開発 
4180202 

物質変換解析U、環境

化学物質分析U 

  
外来雑草や除草剤抵抗性雑草等新規難防除雑草の総合的管

理技術の開発 
41804   

   
外来雑草の早期警戒システムの高度化とマルチ

スケール管理システムの開発 
4180401 外来生物影響評価U 

    
水稲作における雑草イネや除草剤抵抗性雑草の

まん延防止技術と被害軽減技術の開発 
4180402 外来生物影響評価U 

  
土壌の物理・化学性の簡易診断と有機物や生物機能の評価

に基づく持続的土壌管理技術の開発 
41805   

    
生物機能の評価・活用による省資源・省力作物

生産技術の開発 
4180503 

物質変換解析U、循環

機能利用U 

  
農産廃棄物等のカスケード利用による地域資源循環システ

ムの確立 
41806   

    
農産廃棄物等のエネルギー利用残さの化学肥料

代替技術の確立 
4180602 総合評価U 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅱ）交付金  

大課題名 中課題名 小課題名 
研究課題 

番号 
研究担当ユニット名 

  
新たな農業生産方式導入による環境保全効果の評価指標開

発 
41807   

   
環境保全型農業の導入が生物多様性に及ぼす効

果の解明と評価指標の開発 
4180701 

生物多様性変動U、生

態系サービス評価U 

   
化学合成農薬使用量の削減による生態リスク低

減効果の定量的評価手法の開発 
4180702 

化学物質影響評価U、

総合評価U 

   
化学肥料使用低減等による環境負荷低減効果の

評価手法の開発 
4180703 

水質影響評価U、広域

循環評価U、無機化学

物質U 

    
総合的評価による環境保全効果の指標化技術の

開発 
4180704 総合評価U 
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ⅲ）目的基礎研究 

05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅲ）目的基礎研究 

種別 研究課題名 
関連する研究

課題番号 
研究担当ユニット名 

理事長裁量型       

目的基礎研究 

自然条件下における葉緑体のCO2固定能力と

葉内CO2拡散の分離評価 
41600 作物温暖化応答U 

理事長裁量型   

目的基礎研究 

屋内外の日射環境で利用できる 

熱補正式温度計の開発 
41600 温暖化適応策U 

理事長裁量型   

目的基礎研究 

N2Oプロセスモデル改良を目指した 

黒ボク畑土壌の酸素交換量測定手法の開発 

および全脱窒量応答の解明 

41600 土壌炭素窒素モデリングU 

所内目的基礎研究 
葉内CO2 拡散抵抗連続推定法の改良に向け

た非光化学的消光の非破壊測定に関する研究 
41600 作物温暖化応答U 

所内目的基礎研究 
大気CO2濃度上昇環境におけるイネ－ 

水田雑草間の競合性の実験的評価 
41600 作物温暖化応答U 

所内目的基礎研究 
土壌の菌体外酵素活性測定法の改良： 

菌体外エステラーゼ活性測定法を例に 
41800 循環機能利用U 

所内目的基礎研究 
プロトン収支に着目した落水期水田土壌中の

カドミウム可溶化機構の解明 
31300 無機化学物質U 
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ⅳ）農水省委託プロジェクト 

05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅳ）農水省委託プロジェクト 

研究課題名 
関連する研究

課題番号 
研究担当ユニット名 

プロジェクト略

称名 

代表機関

名 

イネのＤＮＡマーカー育種の利用推進 20804 作物リスク低減U 次世代ゲノム 農研機構 

水稲におけるヒ素のリスクを低減する 

栽培管理技術の開発 
31301 

無機化学物質U、 

作物リスク低減U 

食の安全・ 

動物衛生プロ 
農研機構 

イネの低コスト化・省力化・環境負荷低減

に資する有用遺伝子の同定とDNAマーカー

の開発 

31301 作物リスク低減U 次世代ゲノム 東京大学 

家畜ふん尿処理過程からの 

悪臭低減技術の高度化 
31302 

環境化学物質分析U、

有機化学物質U 
生産システム 農研機構 

有害動植物の検出・同定技術の開発 31501 
昆虫分類評価U、 

統計モデル解析U 

温暖化適応・ 

異常気象対応 
農研機構 

クロバネキノコバエ科の 

一種の総合的防除体系の確立と実証 
31501 昆虫分類評価U 

安全な農林水産

物安定供給のた

めのレギュラト

リーサイエンス

研究 

農研機構 

ゲノム情報等を活用した 

薬剤抵抗性管理技術の開発 
31503 統計モデル解析U 次世代ゲノム 農研機構 

農林業に係る気候変動の影響評価 41601 

影響予測U、土壌炭素

窒素モデリングU、 

作物温暖化応答U、 

温暖化適応U、 

広域循環評価U 

温暖化適応・ 

異常気象対応 
農研機構 

温暖化の進行に適応する生産安定技術の 

開発 
41602 温暖化研究統括監 

温暖化適応・ 

異常気象対応 
農研機構 

アジア地域の農地における 

温室効果ガス歳出削減技術の開発 
41603 

温室効果ガス削減U、

広域循環評価U 

国際連携による

気候変動プロ 
農研機構 

新たな遺伝子組換え生物にも対応できる 

生物多様性影響評価・管理技術の開発 
41604 外来生物影響評価U 次世代ゲノム 農研機構 

農業における花粉媒介昆虫等の 

積極的利活用技術の開発 
41604 生態系サービス評価U 花媒介昆虫 農研機構 

AIを活用した病害虫早期診断技術の開発 41605 

物質変換解析U、 

昆虫分類評価U、 

総合評価U 

人工知能 農研機構 

農地への放射性セシウム流入防止技術の 

開発 
41705 

無機化学物質U、 

土壌資源評価U 
営農再開 農研機構 

生物多様性を活用した安定的農業生産技術

の開発 
41807 

生物多様性変動U、 

生態系サービス評価

U、総合評価U 

収益力向上 農研機構 

IPMを推進するために必要な経済的効果の

指標及び評価手法確立 
41807 総合評価U 

安全な農林水産

物安定供給のた

めのレギュラト

リーサイエンス

研究 

農研機構 
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ⅴ）競争的資金 

05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅴ）競争的資金 

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当 

ユニット名 
研究資金 代表機関名 

環境変動に対する植物の頑健性解明と応用向けた

基盤技術創出」のうち 

「ハイブリッドモデングによる環境変動適応型品

種設計法の開発」 

41602 温暖化適応策U 
JST戦略的 

創造研究 
農研機構 

情報科学との協働による革新的な農産物栽培手法

を実現するための技術基盤の創出のうち 

自然条件下で光合成誘導時間を連続的に推定する

手法の開発 

41601 作物温暖化応答U 
JST戦略的 

創造研究 
農研機構 

「科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野の

ビッグデータ利活用推進のための次世代アプリ

ケーション技術の創出・高度化」のうち 

「フィールドセンシング時系列データを主体とし

た農業ビッグデータの構築と新知見の発見」 

41605 総合評価U 
JST戦略的 

創造研究 
農研機構 

富栄養化精密予測に向けた土壌コロイド粒子に 

存在するリンの化学形態と生物利用の連関 
31301 無機化学物質U 科研費 

東京農工 

大学 

核磁気共鳴スペクトルを駆使した土壌リンの 

化学構造の解明 
31301 無機化学物質U 科研費 九州大学 

コムギ・ダイズのカドミウム吸収における

Nramp5遺伝子の役割 
31301 作物リスク低減U 科研費 農研機構 

開放系大気CO2増加および温暖化が 

イネ品種の子実成長と玄米品質に及ぼす影響 
41601 作物温暖化応答U 科研費 農研機構 

気候変動下の貿易自由化と世界食料市場システ

ミックリスク：多地域DSGEモデル評価  
41601 統計モデル解析U 科研費 農研機構 

季節予報に基づく作物・エネルギー・経済モデル

による世界食料価格の予測精度と限界 
41601 影響予測U 科研費 農研機構 

世界の高温水田調査に基づいたイネの高温不稔発

生に対する耐性形質の効果と限界の提示 
41601 作物温暖化応答U 科研費 岐阜大学 

多様な気候を横断する微気象観測網が 

イネ高温障害のリスク評価を革新する 
41601 作物温暖化応答U 科研費 農研機構 

同位体フェノミクスによる 

高CO2時代の理想的イネ形質の探求 
41601 広域循環評価U 科研費 農研機構 

北日本における春季／夏季気温の強い負相関に 

関する気候学的要因 
41601 影響予測U 科研費 農研機構 

葉蒸散の育種的強化はイネ群落を冷涼化して 

高温障害を回避させうるか？ 
41601 作物温暖化応答U 科研費 農研機構 

イネの物質輸送関連遺伝子の微気象応答と 

その生理的役割－オミクスと農業気象の融合 
41601 作物温暖化応答U 科研費 農研機構 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅴ）競争的資金  

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当 

ユニット名 
研究資金 代表機関名 

森林生態系のリン循環に及ぼすテフラの影響 41601 
土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 京都大学 

国際プロトコルに整合的な収量ギャップの推定 

および社会経済要因の寄与 
41601 影響予測U 科研費 農研機構 

気象タイムラグ相関と作業イノベーションの解析

に基づく生産量評価 
41601 影響予測U 科研費 農研機構 

群落表面温度の連続計測を基盤とした非定常状態

における大豆の群落光合成モデルの開発 
41602 温暖化適応策U 科研費 東北大学 

ナノバブル水の灌漑による灌水水田土壌の還元 

抑制に関する基礎的研究 
41603 

温室効果ガス削減

U 
科研費 農研機構 

ベトナム水田域における収量・品質向上と両立 

した環境配慮型水・物質管理の提案と実践 
41603 

土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 京都大学 

安定同位体自然存在比と微生物解析を用いた 

農耕地からのN2O発生メカニズムの解明 
41603 

温室効果ガス 

削減U 
科研費 農研機構 

温室効果ガス亜酸化窒素発生現場における 

糸状菌の機能発現解明 
41603 物質変換解析U 科研費 農研機構 

温室効果ガス発生の新犯人－植物体で機能する 

微生物の脱窒代謝系の解明 
41603 物質変換解析U 科研費 農研機構 

高CO2条件下における水田生態系の持続可能性を

支配する土壌の窒素可給性と炭素貯留／特別研究

員奨励費／和穎 

41603 
土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 農研機構 

高緯度北極氷河後退域における硝化特性の遷移と

その気候変動応答の解明 
41603 広域循環評価U 科研費 農研機構 

失われた地力の回復を担う土壌団粒：団粒構造内

部の窒素の存在形態と微生物の代謝活性 
41603 

土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 農研機構 

水稲根圏のメタン動態：アイソトポローグ解析に

よる生成・参加の分離定量 
41603 広域循環評価U 科研費 農研機構 

水質浄化システムにおける植生とANAMMOX菌等

窒素代謝微生物の関係解明 
41603 物質循環研究領域 科研費 農研機構 

生分解性マルチフィルムを用いた栽培体系に 

おける温室効果ガス排出とLCA評価 
41603 

土壌炭素窒素モデ

リングU、 

企画連携室 

科研費 
農研機構or

京都大 

土壌－植物－昆虫の境界を突破して種を維持する

微生物 
41603 物質変換解析U 科研費 農研機構 

土壌微生物の細胞形態変化による低濃度基質利用

機構の解明 
41603 物質変換解析U 科研費 農研機構 

農地土壌へのバイオ炭施用による一酸化二窒素の

発生経路および削減メカニズムのの解明 
41603 

温室効果ガス削減

U 
科研費 農研機構 

北極ツンドラ生態系における土壌CO2フラックス

の冬期の動態解明と年間の高精度推定 
41603 

土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 極地研究所 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅴ）競争的資金 

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当 

ユニット名 
研究資金 代表機関名 

地球表層最大の炭素プールの反応性： 

土壌と海底堆積物の共通メカニズムの検証 
41603 

土壌炭素窒素 

モデリングU 
科研費 農研機構 

湿地土壌からの樹木を介したメタン放出： 

中高緯度３地域での変動要因と放出機構の解明 
41603 広域循環評価U 科研費 

東京農業大

学 

硝酸系肥料の利用による農耕地土壌からの 

一酸化二窒素排出削減技術の開発 
41603 

土壌炭素窒素モ 

デリングU 
科研費 農研機構 

捕食性天敵を誘引する花香成分の探索 41604 
生態系サービス 

評価U 
科研費 農研機構 

環境保全型農法がミミズの土壌肥沃度改善機能に

及ぼす効果 
41604 生物多様性変動U 科研費 農研機構 

植物常在酵母が分泌する酵素による植物の 

健康維持作用 
41604 循環機能利用U 科研費 農研機構 

農業生産性と生物多様性のトレードオフ関係の 

解明 
41604 生物多様性変動U 科研費 農研機構 

世界農業遺産「茶草場農法」により維持される 

生物多様性の解明とランドスケープ管理 
41604 

生態系サービス 

評価U 
科研費 農研機構 

形質介在効果の害虫防除への応用： 

捕食者存在下でなぜ害虫の作物被害は減少するの

か？ 

41604 生物多様性変動U 科研費 農研機構 

植物の複合ストレスへの抵抗性応答： 

罹病植物は食害虫を回避できるのか？ 
41604 循環機能利用U 科研費 農研機構 

鳥類群集の長期変化傾向： 

全国探鳥会記録と階層ベイズモデルによる推定 
41604 生物多様性変動U 科研費 農研機構 

急速に経済発展するラオス農山村地域における 

非木材林産物の利用の変化 
41604 

生態系サービス 

評価U 
科研費 国際農研 

生態系機能の持続可能性：外来生物に起因する 

土壌環境の劣化に伴う生態系の変化 
41605 総合評価U 科研費 

首都大学東

京 

Webリソースを活用した土地利用データベース 

構築手法の開発 
41605 総合評価U 科研費 農研機構 

作物のミネラル輸送システムの統合解析 41605 統計モデル解析U 科研費 岡山大学 

地物の幅に基づくGIS解析手法による「谷津田」

の検出と類型化 
41605 

農業空間情報解析

U 
科研費 農研機構 

日本の農耕地土壌における植物必須元素可給態量

の網羅的定量と規定要因の機構論的解明 
41605 土壌資源評価U 科研費 

京都府立大

学 

膨大な害虫発生予察調査データから読み解く 

昆虫の適応進化 
41605 統計モデル解析U 科研費 農研機構 

深層学習モデリングによる広域穀物単収予測手法

の構築 
41605 

農業空間情報解析

U 
科研費 農研機構 

固体発酵法を用いた非食用バイオマス資源の 

有効活用技術の開発 
41605 物質変換解析U 科研費 農研機構 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅴ）競争的資金 

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当 

ユニット名 
研究資金 代表機関名 

ブラインド音源分離技術を活用した絶滅危惧昆虫

の分布同定手法の開発 
41605 統計モデル解析U 科研費 琉球大学 

土壌還元消毒法による病害虫防除メカニズムの 

解明 
41802 物質変換解析U 科研費 農研機構 

還元化促進土壌を用いた土壌還元消毒メカニズム

の解明 
41802 

環境化学物質分析

U 
科研費 農研機構 

土壌中の亜硝酸イオンの定量法開発と動態解明 41807 水質影響評価U 科研費 農研機構 

アジアネットワークの形成によるフードサプライ

チェーンのライフサイクル環境影響評価 
41807 総合評価U 科研費 農研機構 

傾斜農地における降雨流出のマルチモード 

画像情報に基づく計測システムの開発 
41807 物質循環研究領域 科研費 鹿児島大学 

資源と製品から見た環境対策のプライオリティー 41807 総合評価U 科研費 立命館大学 

管理放棄による農林地土壌の機能低下と 

経済的損失の影響評価 
41807 水質影響評価U 科研費 森総研 

異常気象による主要穀物の生産変動が 

世界の食料需給・貧栄養人口に及ぼす影響の解明 

41601 

41605 

影響予測U、 

統計モデル解析U 
科研費 

静岡大学 

早稲田大学 

放射性セシウムの土壌による固定能規定要因の 

全球的解析と植物への移行リスク評価 

41603 

41705 

土壌炭素窒素 

モデリングU、 

無機化学物質U 

科研費 

首都大学東

京 

愛知大学 

カドミウム低吸収性イネ品種シリーズの開発 20804 作物リスク低減U 農食事業 農研機構 

作物被害低減のためのクロピラリド動態解明 31302 

環境化学物質分析

U、 

有機化学物質U 

農食事業 農研機構 

ウメ輪紋ウイルスの早期根絶を支援する感染拡大

リスク回避技術の構築 
31502 統計モデル解析U 農食事業 農研機構 

窒素肥料の利用効率向上と環境負荷低減化に 

向けた新世代サステイナブル硝化抑制剤の開発 
41603 物質変換解析U 農食事業 農研機構 

畑作の省力化に資する生分解性マルチフィルム 

分解酵素の製造技術と利用技術の高度化 

41603 

41805 

循環機能利用U、

物質変換解析U、

土壌炭素窒素モデ

リングU 

農食事業 農研機構 

農地～国レベルでの窒素動態の実態を反映した 

新たな窒素負荷指標の開発 

41603 

41605 

41807 

広域循環評価U、

水質影響評価U、

農業空間情報解析

U 

農食事業 農研機構 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅴ）競争的資金  

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当 

ユニット名 
研究資金 代表機関名 

ショウガ科作物産地を維持するための青枯病対策

技術の開発 

41802 

41805 

物質変換解析U、 

環境化学物質分析

U 

農食事業 農研機構 

5-1703 

農薬の後作物残留を未然に防止する 

登録制度の提案 

31301 

31302 

化学物質影響評価

U、環境化学物質

分析U、有機化学

物質U 

環境研究 

総合 

(独)環境 

再生保全 

機構 

S-14-3（2） 

気候変動による穀物生産への 

影響評価と適応策の費用便益分析 

41601 
影響予測U、 

統計モデル解析U 

環境研究 

総合 
東京大学 

2-1601（5） 

森林と農地間の土地利用変化に伴う 

土壌炭素量変化のモデル化 

41603 

41604 

土壌炭素窒素モデ

リングU、 

土壌資源評価U、

生物多様性変動U 

環境研究 

総合 
早稲田大学 

2-1502（3）  

メタン発生緩和策のオプション検討 

41603 

41605 

温室効果ガス削減

U、作物温暖化応

答U、総合評価U 

環境研究 

総合 

奈良女子 

大学 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅵ）その他  

ⅵ）その他 

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当ユニット

名 
研究資金 代表機関名 

気候変動が世界各地のコメ収量に及ぼす影響を予

測するための耕地環境ストレスモニタリング 
41601 作物温暖化応答U 

地球環境保

全試験研究

(環境省) 

農研機構 

アジア陸域の指標生態系における温暖化影響の 

長期モニタリング研究 

 41601、 

41603 

影響予測U、土壌

炭素窒素モデリン

グU 

地球環境保

全試験研究

(環境省) 

農研機構 

放射線の健康影響に係る研究調査事業 41705 土壌資源評価U 

放射線健康

管理・健康

不安対策事

業(環境省) 

ｴﾑ･ｱｰﾙ･ｱｲ ﾘ

ｻｰﾁｱｿｼｴｲﾂ

(株)   

農薬水域生態リスクの新たな評価法確立事業 41807 

化学物質影響評価

U、 

総合評価U 

農薬水域生

態リスクの

新たな評価

法確立事業

(環境省) 

農研機構 

農薬の水生植物に対する影響調査業務 41807 
化学物質影響評価

U 

請負業務(環

境省) 
(株)エスコ 

気候変動適応技術社会実装プログラム 

（主要作物影響・適応策評価モデル開発） 
41601 

影響予測U、 

作物温暖化応答U 

地球観測技

術等調査研

究委託事業

気(文部科学

省) 

国立環境研

究所 

気候変動適応技術社会実装プログラム 

（超高解像度ダウンスケーリング技術の開発） 
41601 

影響予測U、 

作物温暖化応答U 

地球観測技

術等調査研

究委託事業

(文部科学

省) 

海洋研究開

発機構 

統合的ハザード予測 41602 温暖化適応策U 

地球観測技

術等調査研

究委託事業

(文部科学

省) 

京都大学 

農林生産環境中における放射性核種の濃度変動の

要因と動態の解明 
41705 

水質影響評価U、

無機化学物質U、

作物リスク低減

U、土壌資源評価

U 

放射能調査

研究委託事

業 

(文部科学

省) 

農研機構 

「農畜産物及び土壌中放射性核種のバックグラウ

ンドレベルの監視」に係る試料採取及び 

緊急時における試料採取並びに分析・評価業務 

41705 

作物リスク低減

U、 

土壌資源評価U 

放射能調査

研究委託事

業 

(文部科学

省) 

農研機構 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅵ）その他  

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当ユニット

名 
研究資金 代表機関名 

農業者向け天候インデックス保険導入準備調査 41601 影響予測U 

BOPビジネ

ス連携促進

(JICA) 

損保ジャパ

ン 

情報・通信・制御の連携機能を活用した 

農作業システムの自動化・知能化による 

省力・高品質生産技術の開発B-2 

41602 温暖化適応策U 

戦略的イノ

ベーション

創造プログ

ラム(内閣

府) 

農研機構 

情報・通信・制御の連携機能を活用した 

農作業システムの自動化・知能化による 

省力・高品質生産技術の開発C-2 

41602 
影響予測U、 

温暖化適応策U 

戦略的イノ

ベーション

創造プログ

ラム(内閣

府) 

農研機構 

情報・通信・制御の連携機能を活用した 

農作業システムの自動化・知能化による 

省力・高品質生産技術の開発E-2 

41602 
 

温暖化適応策U 

戦略的イノ

ベーション

創造プログ

ラム(内閣

府) 

農研機構 

ゲノム編集技術等を用いた農水産物の 

画期的育種改良イネグループ 
41602 温暖化適応策U 

戦略的イノ

ベーション

創造プログ

ラム(内閣

府) 

筑波大学 

情報・通信・制御の連携機能を活用した 

農作業システムの自動化・知能化による 

省力・高品質生産技術の開発C-1 

41605 
農業空間情報解析

U 

戦略的イノ

ベーション

創造プログ

ラム(内閣

府) 

農研機構 

農地土壌炭素貯留等基礎調査事業 

（農地管理実態調査） 
41603 

温室効果ガス削減

U 

生産環境総

合対策調査

等委託費(農

林水産省生

産局) 

家畜改良セ

ンター 

農地土壌炭素貯留等基礎調査事業 

（指導・とりまとめ業務） 

 41603、 

41605 

温室効果ガス削減

U、 

土壌炭素窒素モデ

リングU、 

土壌資源評価U、 

生産環境総

合対策調査

等委託費 

(農林水産省

生産局) 

農研機構 

革新的技術開発・緊急展開事業（うち経営体強化

プロジェクト）「北海道における花粉交配用ミツ

バチの安定生産技術の開発」 

41604 
生態系サービス評

価U 

革新的技術

開発・緊急

展開事業(う

ち経営体強

化プロジェ

クト) 

農研機構 
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05 平成29年度研究予算課題一覧 

ⅵ）その他  

研究課題名 
関連する研

究課題番号 

研究担当ユニット

名 
研究資金 代表機関名 

平成29年度二国間交流事業共同研究／セミナー

「アフリカの気候変動適応費用の推計： 

ミレットとソルガムの生産システムについて」 

41601 影響予測U 

二国間交流

事業共同研

究／セミ

ナー 

農研機構 

歴史科学諸分野の連携・総合による 

文化進化学の構築 
41605 統計モデル解析U 

課題設定に

よる先導的

人文・社会

科学研究推

進事業 

東京大学 

福島県及びその周辺における農畜産物及び 

土壌の放射能汚染レベルの動向把握 
41705 

水質影響評価U、 

作物リスク低減

U、 

土壌資源評価U、 

放射性物質

測定調査委

託事業 

(原子力規制

庁) 

農研機構 

バイオ炭の施用による農耕地における 

温室効果ガスの発生削減 
41603 

温室効果ガス削減

U 
助成金 アサヒ財団 

日本の農耕地における一酸化二窒素の 

発生削減技術の評価と要因解明 
41603 

温室効果ガス削減

U 
助成金 住友財団 
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06 平成29年度成果情報リスト 

普及成果情報名 担当ユニット 成果の概要 

コメの収量および品質低下

リスクの将来変化に関する

データセットの公開 

影響予測U 今世紀半ばにおけるわが国のコメ収量変動と品質低下リスク

（ヒートドース値）を、約１０kmのメッシュで推定し、データ

セット化した。本データセットは、政府および都道府県の気候変

動適応計画策定で活用される。 

水田水管理による温室効果

ガス削減のためのMRV実

施ハンドブック（英文） 

温室効果ガ

ス削減U 

MRV（算定・報告・検証）とは、温室効果ガスの排出権取引等の

制度的な排出削減計画で必須とされる、排出量の正確性や信頼性

を確保する一連の過程である。本書は、水田水管理を対象とした

MRV方法論の開発に必要な基礎的情報を提供する。 

水田畦畔・斜面草地におけ

る生物多様性に配慮した刈

払い管理 

生態系サー

ビス評価U 

水田畦畔では年２～３回、隣接する刈払いを伴う斜面草地では年

２回の刈払い管理が植物の種多様性を高める。それ以下でも以上

でも種多様性は低下する。この結果は日本型直接支払の根拠や二

次的自然の適正管理に活用できる。 

ドローンを用いたほ場計測

マニュアル（不陸（凹凸）

編） 

空間情報解

析U 

市販の安価なドローンを用いることで圃場の相対的な不陸（凹

凸）を計測する方法について説明したマニュアル。ドローンによ

る空撮方法やその注意点、ソフトウェアを用いた処理方法につい

て、図を多用することでわかりやすく説明している。 

デジタル土壌図のウェブ配

信-「日本土壌インベント

リー」と「e-土壌図II」の

公開- 

土壌資源評

価U 

土壌の種類や分布をウェブ上で調べられるデジタル土壌図と

フィールドで使えるスマホ・アプリを提供する。生産現場で土壌

の種類に応じた施肥設計や圃場管理、さらには土地利用計画の立

案や農業ICTで利用される。 

複数農薬の累積的生態リス

ク評価ツール：NIAES-

CERAP 

化学物質影

響評価U 

水環境中農薬濃度のモニタリングデータをMicrosoft Excelベース

のツールであるNIAES-CERAPに入力することによって、複数の農

薬による複合影響を考慮した累積的生態リスクを評価することが

できる。 

      

研究成果情報名 担当ユニット 成果の概要 

鉄資材と湛水管理による水

稲玄米中のヒ素とカドミウ

ム濃度の同時低減技術 

無機化学U カドミウムの吸収を抑制する出穂前後３週間の湛水管理とヒ素の

吸収を抑制する鉄資材の併用により、水稲玄米中のカドミウム濃

度を大幅に低減させつつ、玄米中無機ヒ素の濃度を２６～４６％

減らせる。 

コメの無機ヒ素濃度を抑え

る遺伝子OsPCS1を発見 

作物リスク

低減U 

コメの無機ヒ素濃度を抑える遺伝子として、ファイトケラチン合

成酵素遺伝子OsPCS1を発見した。OsPCS1遺伝子の発現を高めた

組換えイネでは、非組換えイネに比べて、コメ（玄米）の無機ヒ

素濃度が大幅に低下する。 

異なる作用機構の殺虫剤の

「世代内施用」が害虫の抵

抗性発達遅延に効果的 

統計モデル

解析U 

複数の殺虫剤の「世代内施用」と「世代間交互施用」のどちらが

殺虫剤抵抗性抑制に有効かシミュレーションにより検討すると、

様々な薬剤タイプ、害虫の生活史の違いにかかわらず「世代内施

用」の方が抵抗性発達遅延に効果的であるケースが多い。 
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06 平成29年度研究成果情報リスト 

  

研究成果情報名 担当ユニット 成果の概要 

気候変動により将来の世

界の穀物収量の伸びは鈍

化する 

影響予測U 世界の穀物収量の将来変化について、気候変動の影響に加えて、

既存の増収技術の普及や播種期の移動などの簡易な対策技術の導

入を考慮した見通しを示す。トウモロコシとダイズは今世紀末ま

での気温上昇が1.8℃未満でも収量増加が停滞すると見込まれる。 

高度な水管理のための水

田水温シミュレーション

モデル 

温暖化適応

策U 

水田の熱収支モデルに、流入・流出による貯熱量変化や水深によ

る田面の粗度長変化を組み入れることで、日単位の気象データか

ら水田水温を精度よく推定するモデル。深水管理による水温上昇

効果や灌漑時刻による温度変化のシミュレーションが可能にな

る。 

草地更新に伴う土壌攪乱

が更新作業期間中の二酸

化炭素放出量に及ぼす影

響 

温室効果ガ

ス削減U 

草地更新に伴う土壌攪乱は、採草地や放牧地において一時的に大

きなCO2放出を引き起こすものの、反転耕起から鎮圧までの間の正

味CO2放出量には有意な影響を及ぼさない。 

既存の硝化抑制剤とは異

なる作用機作を持つ硝化

阻害剤フェニルヒドラジ

ンの硝化抑制効果とその

評価 

物質変換解

析U 

アンモニア酸化細菌のヒドロキシルアミンデヒドロゲナーゼ阻害

剤フェニルヒドラジンは、土壌において硝化抑制効果を示し、ア

ンモニア酸化菌の増殖を阻害する。 

転換畑土壌の短期間の冠

水によるN2O大量発生時の

脱窒菌群の特徴 

物質変換解

析U 

転換畑土壌が冠水すると短時間に大量のN2Oを発生する。その原

因は冠水により表層土壌の脱窒反応が活性化するためであり、土

壌表層の脱窒菌の群集構造が重要である。 

放牧草地の硝化抑制剤施

用はN2O発生、硝酸流亡を

減らし収量を増加させる 

温室効果ガ

ス削減U 

放牧草地において排せつされる家畜尿は温室効果ガスであるN2O

の発生および硝酸流亡を引き起こしている。硝化抑制剤（DCD）

の施用はN2O発生削減および硝酸流亡低減に有効であり、また牧

草収量を有意に増加させる。 

東南アジアの潅漑水田に

おける節水型水管理AWD

によるメタン排出削減 

温室効果ガ

ス削減U 

表面水深を指標として実施する水管理手法であるAWD（Alternate 

Wetting and Drying）は、東南アジア４地点の潅漑水田における

メタン排出を、常時湛水と比べて、平均で３１%削減する。 

農業環境研究における研

究成果、データをオープ

ン化する手引きを作成 

総合評価U 研究成果の普及・流通を促進するため、成果やデータをオープン

化するためのガイドラインとして、オープン化の手引きを作成し

た。これを参考にすることで研究成果やデータのオープン化が容

易に実施できるようになり、その普及、流通に貢献する。 

農地土壌の放射性セシウ

ム固定能の特徴と分布図

の作成 

無機化学物

質U 

土壌の放射性セシウム固定能の指標である放射性セシウム捕捉ポ

テンシャル（RIP）は、炭素含量が多い土壌、風化雲母が検出され

ない土壌で低い傾向がある。 
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研究成果情報名 担当ユニット 成果の概要 

イネの耐塩性遺伝子

OsSOS2の変異は放射性セ

シウム吸収を抑制する 

作物リスク

低減U 

イネの耐塩性遺伝子OsSOS2が変異することで、コメの放射性セ

シウム濃度は低下する。その原因は根のナトリウム濃度上昇に伴

うカリウムトランスポーター遺伝子OsHAK1の発現が低下し、根

の放射性セシウムの取り込みが抑制されたためである。 

植物常在真菌の酵素が生

分解性プラスチックを急

速に崩壊させる仕組み 

循環機能利

用U 

生分解性マルチフィルム分解能を有する植物常在真菌（酵母、糸

状菌）は、生分解性プラスチックポリマー鎖をランダムに切断す

るエンド型の分解酵素を分泌し、フィルムを急速に崩壊させる。 

硝酸イオンの窒素・酸素

安定同位体比の迅速測定

法 

水質影響評

価U 

硝酸イオンの窒素・酸素安定同位体自然存在比の前処理システム

を改良した、分析時間を従来の約半分（世界最速）に短縮する測

定法である。これにより、分析時間の短縮とランニングコストの

削減が可能となる。 

06 平成29年度研究成果情報リスト 
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07 研究成果の発表 

ⅰ）研究成果の発表 

論文タイトル 雑誌名 年 巻 頁 筆頭著者名 筆頭著者所属 

農業環境変動

研究センター

の共著者 

New localities and awn  
morphology variation in  
Miscanthus  ×  ogiformis 

Weed  
Biology 
and Man-
agement 

2017 17(3) 136-
143 

Hirosh 
Hayakawa CARC/NARO Akihiro  

Konuma 

Genetic diversity of Ralstonia  
solanacearum strains causing  
bacterial wilt of solanaceous crops 
in Myanmar 

Journal of 
General 
Plant  
Pathology 

2017 83(4) 216-
225 

Htet Wai 
Wai Kyaw 

Faculty of  
Agriculture, 
Kyushu  
University 

Mitsuo Horita 

Ceutorhynchinae weevils 
(Coleoptera, Curculionidae)  
intercepted at the Narita  
Sub-station, Yokohama Plant  
Protection Station, Japan. 

Elytra 2017 7(2) 499-
516 

Hiraku  
Yoshitake NIAES   

A new genus and new species of 
the tribe Pachyrhynchini 
(Coleoptera,  Curculionidae,  
Entiminae) from the Philippines. 

Elytra 2017 7(2) 519-
525 

Hiraku  
Yoshitake NIAES   

Four Pachyrhynchini weevils  
exhibiting allopatric convergence 
in color and markings, with  
descriptions of three new taxa 
from Luzon, the Philippines. 

Elytra 2017 7(2) 331-
341 

Hiraku  
Yoshitake NIAES   

Effects of elevated atmospheric 
CO2 on respiratory rates in mature 
leaves of two rice cultivars grown 
at a free-air CO2 enrichment site 
and analyses of the underlying 
mechanisms 

Plant and 
Cell  
Physiolo-
gy 

2018 59(3) 637-
649 Ko Noguchi 

School of Life 
Sciences,  
Tokyo  
University of 
Pharmacy and 
Life Sciences 

Takeshi 
Tokida、
Hidemitsu 
Sakai 

“フェリーとしま”の船上で採集さ

れた半翅類(カメムシ亜目・頸吻亜

目)． 

Rostria 2017 61 34-36 石川 忠 東京農業大学 吉武 啓 

Six new taxa and a new synonym 
of the genus Pachyrhynchus  
Germar (Coleoptera, Curculionidae,    
Entiminae) from the Philippines. 

Elytra 2017 7(1) 247-
263 

Hiraku  
Yoshitake NIAES   

Notes on Pachyrhynchus jewel 
weevils (Coleoptera, Curculionidae, 
Entiminae) from the Papuan  
Region. 

Elytra 2017 7(1) 241-
246 

Hiraku  
Yoshitake NIAES   

Key-factors and key-stages that  
determine the leaf longevity of an          
evergreen broad-leaved tree,         
Neolitsea sericea (Lauraceae) at   
different growing sites in southern 
Japan 

Ecological 
Research 2018 33(1) 175-

190 
Junichi  
Yukawa 

Kyushu  

University、   
Kagoshima 
University 

  

キャベツ及びレタス残渣施用後の

N2O発生の時間変化 

日本土壌

肥料学雑

誌 

2018 89(1) 1-7 山本昭範 東京学芸大学 
秋山 博子、

星野 裕子 

発育予測モデルとメッシュ気象

データを利用したダイズの乾燥ス

トレス発生リスクの広域評価 

生物と気

象  
2017 17 55-63 中野 聡史 

農業環境変動

研究センター 
大野 宏之 
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07 研究成果の発表 

ⅰ）研究成果の発表  

論文タイトル 雑誌名 年 巻 頁 筆頭著者名 筆頭著者所属 

農業環境変動

研究センター

の共著者 

Estimation of methane emission 
from rice paddy soils in Japan  
using the diagnostic ecosystem 
model 

Journal of 
Agricul-
tural Me-
teorology 

2017 73(3) 133-
139 

Takahiro  
Sasai 

Tohoku  
University 

Keisuke Ono 
Akira Miyata 

Determination of rice paddy  
parameters in the global gross  
primary production capacity  
estimation algorithm using 6 years 
of JP-MSE flux observation data 

Journal of 
Agricul-
tural Me-
teorology 

2017 73(3) 119-
132 

Kanako  
Muramatsu 

Nara Women’s   
University 

Keisuke Ono 
Akira Miyata 

Transpiration of trees in a cool 
temperate forest on Mt. Aso,  
Japan: comparison of model  
simulation and measurements 

Ecological 
Research 2017 32(4) 547-

557 
Yoshiyuki 
Miyazawa 

 
University of 
Hawaii at 
Manoa 

Atsushi 
Maruyama 

土壌温度・水分変動を予測するた

めの都道府県別土壌物理環境デー

タベースの作成 

日本土壌

肥料学雑

誌 

2017 88(4) 309-
317 滝本 貴弘 

茨城大学農学

部 

高田 裕介、

桑形 恒男 

Intercontinental comparison of 
greenhouse gas emissions from 
irrigated rice fields under feasible 
water management practices: Brazil 
and Japan 

Soil   
Science 
and Plant  
Nutrition 

2018 64(1) 59-67 
Estefânia 
Silva  
Camargo 

Federal  
University of Rio  
Grande do Sul 

Kazunori  
Minamikawa、
Takeshi Tokida 

Short-term effects of grassland 
renovation on CO2 exchange of 
grasslands in a temperate humid 
region 

Journal of 
Agricul-
tural      
Meteorol-
ogy 

2017 73(4) 174-
186 

Shoji 
Matsuura NIAES   

Characteristics of Atmosphere-rice 
Paddy Exchange of Gaseous and 
Particulate Reactive Nitrogen in 
Terms of Nitrogen Input to a Single
-cropping Rice Paddy Area in  
Central Japan 

Asian 
Journal of 
Atmos-
pheric 
Environ-
ment 

2017 11(3) 202-
216 

Kentaro 
Hayashi NIAES Keisuke Ono 

土壌の溶融生成物の鉱物学的およ

び化学的特性 
粘土科学 2017 56(2、

3) 
1-13 万福 裕造 

農業環境変動

研究センター 
  

Alternate wetting and drying  
reduces methane emission from a 
rice paddy in Central Java,  
Indonesia without yield loss 

Soil  
Science 
and Plant  
Nutrition 

2018 64(1) 23-30 
Prihasto 
Setyanto 

Central Java 
Assesment  
Institute for Ag-
ricultural Tech-
nology 

Takeshi 
Tokida、
Kazunori  
Minamikawa 

A new species of the genus  
Anyphaena (Araneae:  
Anyphaenidae) from Japan 

Acta 
Arachno-
logica 

2017 66(1) 31-33 Yuki Baba NIAES   

A new record of the wall spider, 
Oecobius marathaus (Araneae:             
Oecobiidae), from Japan 

Acta  
Arachno-
logica 

2017 66(1) 17-18 Yuki Baba NIAES   

Evaluation of the Systematic Status 
of Geographical Variations in    
Arcuphantes hibanus (Arachnida: 
Araneae: Linyphiidae), with    
Descriptions of Two New Species 

Zoological 
Science 2017 34(4) 331-

344 
Takafumi 
Nakano 

Hiroshima  
University Yuki Baba 
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ⅰ）研究成果の発表  

論文タイトル 雑誌名 年 巻 頁 筆頭著者名 筆頭著者所属 

農業環境変動

研究センター

の共著者 

Site-specific feasibility of alternate 
wetting and drying as a  
greenhouse gas mitigation option 
in irrigated rice fields in Southeast 
Asia: a synthesis 

Soil       
Science 
and Plant 
Nutrition 

2018 64(1) 2-13 
Agnes       
Tirol-Padre 

International 
RiceResearch 
Institute 

Kazunori  
Minamikawa、
Takeshi 
Tokida、
Kazuyuki Yagi 

Impacts of alternate wetting and 
drying on greenhouse gas  
emission from paddy field in  
Central Vietnam 

Soil        
Science 
and Plant    
Nutrition 

2018 64(1) 14-22 
Dang Hoa 
Tran 

HueUniversity 
of Agriculture 
and Forestry 

Takeshi 
Tokida、
Kazunori  
Minamikawa 

レギュラトリーサイエンス(RS)の

もつ解決志向性とリスク学の親和

性―薬事分野・食品安全分野・化

学物質管理分野の事例分析からの

示唆― 

日本リス

ク研究学

会誌 

2017 27(1) 11-22 藤井 健吉 
花王安全性化

学研究所 
永井 孝志 

Predicting herbicide mixture effects 
on multiple algal species using   
mixture toxicity models 

Environ-
mental 
toxicology 
and 
chemistry 

2017 36(10) 2624-
2630 Takashi Nagai NIAES   

除草剤の作用機作と水生一次生産

者の感受性種間差の関係 

日本環境

毒性学会

誌 

2017 19(2) 83-91 永井 孝志 
農業環境変動

研究センター 
  

全国３５０の流量観測地点を対象

とした水田使用農薬の河川水中予

測濃度の地域特異性の解析 

日本農薬

学会誌 
2017 42(1) 1-9 谷地 俊二 

人間環境大学

人間環境学部 

永井 孝志 、        

稲生 圭哉 

Effects of alternate wetting and 
drying technique on greenhouse 
gas emissions from irrigated rice 
paddy in Central Luzon, Philippines 

Soil   
Science 
and Plant 
Nutrition 

2018 64(1) 39-46 
Evangeline B. 
Sibayan 

Philippine Rice 
Research  
Institute 

Takeshi 
Tokida、
Kazunori Mina-
mikawa 

Evaluating the effects of alternate 
wetting and drying (AWD) on  
methane and nitrous oxide  
emissions from a paddy field in 
Thailand 

Soil  
Science 
and Plant 
Nutrition 

2018 64(1) 31-38 
Amnat 
Chidthaisong 

The Joint  
Graduate 
School of  
Energy and  
Environment 
and Center of 
Excellence on 
Energy  
Technology & 
Environment, 
King Mongkut’s 
University of 
Technology 
Thonburi 

Takeshi 
Tokida、
Kazunori  
Minamikawa 

灰色低地土の水田転換畑のコム

ギ・ダイズ作体系における被覆肥

料等を活用した一酸化二窒素排出

削減効果 

日本土壌

肥料学雑

誌 

2017 88(2) 109-
119 蓮川博之 

滋賀県農業技

術振興セン

ター 

須藤 重人、  

大浦 典子 

Forage rice varieties Fukuhibiki and 
Tachisuzuka emit larger CH4 than  
edible rice Haenuki 

Soil        
Science    
and Plant 
Nutrition 

2018 64(1) 77-83 Weiguo 
Cheng 

Yamagata  
University 

Aung Zaw Oo、  
Shigeto Sudo 

Azolla cover significantly decreased 
CH4 but not N2O emissions from 
flooding rice paddy to atmosphere 

Soil  
Science 
and Plant 
Nutrition 

2018 64(1) 68-76 
Samuel 
Munyaka 
Kimani 

Yamagata  
University 

Aung Zaw 
Oo、 
Shigeto Sudo 
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alters macroporosity in  
diesel-contaminated soil 

Journal of 
Environ-
mental 
Sciences 

2018 64  197-
206 Zhuo Guan 

Institute of 
Mountain     
Hazards and 
Environment, 
Chinese  
Academy of 
Sciences 

Hidetaka 
Katou 
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ⅱ）特許出願数 

  国内 外国 

特許出願数 4 0 

07 研究成果の発表 

ⅰ）研究成果の発表 ⅱ）特許出願数  

論文タイトル 雑誌名 年 巻 頁 筆頭著者名 筆頭著者所属 

農業環境変動

研究センター

の共著者 

Low-cesium rice: mutation in  
OsSOS2 reduces radiocesium in 
rice grains 

Scientific 
Reports 2017 7(1) 2432 Satoru  

Ishikawa NIAES 

Tadashi 

Abe、 
Masato 

Igura、
Masato  

Kuramata、
Hachidai 

Tanikawa、
Manaka Iino 

Phytochelatin synthase OsPCS1 
plays a crucial role in reducing  
arsenic levels in rice grains 

Plant 
Journal 2017 91(5) 840-

848 
Shimpei 
Hayashi 

生物機能利用

研究部門 

Masato  

Kuramata、
Tadashi 

Abe、 
Satoru  
Ishikawa 

Sulfur accumulation rates in  
volcanic soils of eastern Japan over 
the last millennium based on  
tephrochronology 

Geoderma 2018 315  111-
119 

Toko  
Tanikawa 

Forestry and 
Forest Prod-
ucts Research 
Institute 

Noriko  
Yamaguchi 

Effects of iron amendments on the 
speciation of arsenic in the rice 
rhizosphere after drainage 

Soils 2017 1  6 Noriko  
Yamaguchi NIAES 

Toshiaki  

Okura、
Atsuko 

Hikono、
Tomoyuki 
Makino 
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連携・協力・依頼 08 

ⅰ）依頼分析、試験および同定 

種類 依頼日 依頼機関 依頼内容 担当ユニット名 

同定 2016/11/29 
横浜植物防疫所成田支

所 

横浜植物防疫所管内で採取されたカスミ

カメムシ科昆虫の分析・鑑定 
昆虫分類評価U 

同定 2017/5/11 
森林研究・整備機構 森

林総合研究所九州支所 

スギ丸太より捕獲された穿孔性害虫の分

析・鑑定 
昆虫分類評価U 

分析 2017/12/19 
農林水産消費安全技術

センター 

高感度測定法を用いた共同試験による堆

肥等中のクロピラリドの高感度測定分析 
有機化学物質U 

分析 2018/1/5 
農林水産消費安全技術

センター 

共通試料による愛玩動物用飼料中の無機

砒素の形態別定量分析 
無機化学物質U 

ⅱ）研究試料提供および貸与 

ⅲ）国内共同研究 

  国 
国立研究   

開発法人等 

都道府県庁

組織 
大学 民間 海外 その他 合計 

研究試料       

提供数 
0  0  8  0  1  0  0  9  

研究試料       

貸与数 
3  1  1  0  0  1  1  7  

  
国立研究開発 

法人等 
都道府県庁組織 大学 民間 その他 

共同研究契約件数 

（資金分担型） 
2 11 8 3 0 

共同研究契約件数 

（資金提供型） 
0 0 0 13 4 

協定研究契約件数 6 3 7 2 1 
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ⅴ）依頼研究員 

ⅵ）技術講習生 

ⅳ）大学との連携 (教員派遣等) 

兼務先大学名 
兼務先ポスト 

教授 非常勤講師 

東京大学 3 8 

東京農業大学 3 0 

新潟薬科大学 0 2 

東京理科大学 0 1 

首都大学東京 0 2 

東京農工大学 0 4 

筑波大学 0 2 

上智大学 0 1 

千葉大学 0 1 

千葉県立農業大学校 0 1 

明治大学 0 1 

宇都宮大学 0 1 

京都大学 1 2 

日本大学 0 1 

横浜国立大学 0 1 

岡山大学 0 1 

受入開始 受入終了 
依頼研究員 

所属名 
依頼研究員の研究課題名 受入ユニット名 

2017/9/3 2017/9/16 
高知県農業技術

センター 

土壌中に残留する農薬の新規分析法及び

データ解析手法の習得 

有機化学物質U、 

化学物質影響評価

U 

2018/1/18 2018/3/9 
熊本県農業環境

センター 

ドローン空撮画像・地球観測衛星画像を

用いた生物生育モニタリング技術の習得 

農業空間情報解析

U 

受入開始 受入終了 
技術講習生 

所属名 
講習課題名 受入ユニット名 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

温室効果ガスのサンプリング方法および

GC測定法に関する技術の習得 
温室効果ガス削減U 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

土壌無機態窒素の測定法、安定同位体の

測定法および 

土壌･植物のCN分析等の実験手法の習得 

温室効果ガス削減U 

08 連携・協力・依頼 

ⅳ）大学との連携 ⅴ）依頼研究員 ⅵ）技術講習生  
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08 連携・協力・依頼 

ⅴ）技術講習生  

受入開始 受入終了 
技術講習生 

所属名 
講習課題名 受入ユニット名 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

土壌無機態窒素の測定法、安定同位体の

測定法および 

土壌･植物のCN分析等の実験手法の習得 

温室効果ガス削減U 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

温室効果ガスのサンプリング方法および

GC測定法に関する技術の習得 
温室効果ガス削減U 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

土壌無機態窒素の測定法、安定同位体の

測定法および 

土壌･植物のCN分析等の実験手法の習得 

温室効果ガス削減U 

2017/4/1 2018/3/31 
東京学芸大学 

教育学部 

温室効果ガスのサンプリング方法および

GC測定法に関する技術の習得 
温室効果ガス削減U 

2017/6/20 2018/3/31 
帝京科学大学 

生命環境学部 

富士山土壌を用いた土壌ガス交換量測定

に関する技術・方法の習得 

土壌炭素窒素モデ

リングU 

2017/6/26 2017/6/30 

熊本県農業研究

センター 

草地畜産研究所 

GIS、ドローンに関する技術講習 
農業空間情報解析

U、総合評価U 

2017/7/31 2017/8/9 
島根大学 

生物資源科学部 

イネの受精関連形質の調査法に関する 

技術研修 
作物温暖化応答U 

2017/7/31 2017/8/9 
島根大学 

生物資源科学部 

イネの受精関連形質の調査法に関する 

技術研修 
作物温暖化応答U 

2017/8/21 2017/9/1 新潟大学農学部 

農薬土壌汚染を対象とした 

バイオレメディエーション研究等に 

関する実習 

有機化学物質U 

2017/9/11 2017/9/15 
東北大学大学院

農学研究科 

リモートセンシングデータの 

農業分野への利用 
農業空間情報解析U 

2017/9/11 2017/9/15 
宇都宮大学 

農学部 

リモートセンシング・地理空間情報の 

ハンドリング 
農業空間情報解析U 

2017/9/28 2017/9/8 
宇都宮大学 

農学部 

地球温暖化の農作物への影響研究に 

関する業務体験 
作物温暖化応答U 

2017/10/16 2017/11/1 
鳥取大学大学院

農学研究科 

N2Oを測定するための測器の設置法 

および計測の方法の習得 
温室効果ガス削減U 

2017/12/6 2018/3/31 

東京農工大学大

学院生物システ

ム応用科学府 

自活性線虫の同定に関する技術習得 昆虫分類評価U 

2018/1/15 2018/3/16 マルケ工科大学 
土壌から発生する温室効果ガス測定に 

関する技術の習得 

土壌炭素窒素モデ

リングU 

2018/3/5 2018/3/29 
鳥取大学大学院

農学研究科 

N2Oを測定するための測器の設置法 

および計測の方法の習得 
温室効果ガス削減U 
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ⅶ）独自研修生 

ⅷ）包括的協定 

受入開始 受入終了 研修生所属名 研修課題名 受入ユニット等名 

2017/4/1 2018/3/31 
東京農業大学 

大学院 
環境汚染物質の浄化技術に関する研究 有機化学物質U 

2017/4/1 2018/3/31 
東京農業大学 

大学院 

チョウ目ヤガ上科の 

分子・形態分類学的研究 
昆虫分類評価U 

2017/6/14 2017/6/16 

神奈川県立生命

の星・地球博物

館 

国際連携課題 

「アジア地域の農地における温室効果ガ

ス排出技術の開発」研究打ち合わせ 

昆虫分類評価U 

締結日 協定の締結機関名 協定の名称 

2003/8/1 東京工業大学 
東京工業大学と独立行政法人農業環境技術研究所との 

教育研究に関する連携・協力に関する協定書 

2006/9/21 豊橋技術科学大学 
国立大学法人豊橋技術科学大学と独立行政法人農業環境技術研究所と

の連携の推進に関する協定書 

2007/4/1 筑波大学 国立大学法人筑波大学大学院の教育研究への協力に関する協定書 

2012/2/14 茨城大学 
茨城大学農学部と独立行政法人農業環境技術研究所との 

包括的連携・協力に関する協定書 

2012/5/1 東京農工大学 
国立大学法人東京農工大学大学院農学研究院と独立行政法人農業環境

技術研究所との包括的連携・協力に関する協定書 

08 連携・協力・依頼 

ⅶ）独自研修生 ⅷ）包括的協定  
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広報活動 09 

ⅰ）記者発表 

ⅱ）定期刊行物 

記者発表日 記者発表の内容 担当部署名 

2017/4/6 
(研究成果) ウェブで使える「全国デジタル土壌図」 - (新)農耕地土壌図も

同時公開 - 
土壌資源評価U 

2017/5/31 
(研究成果) 放射性セシウムを吸収しにくい水稲の開発に成功 - コメの放射

性セシウム低減対策の新戦力 - 

作物リスク低減

U 

2017/8/7 
(お知らせ) JIRCAS-NARO国際シンポジウムを開催「農業分野における温

室効果ガス排出削減」 

温暖化研究統括

監 

2017/8/28 

(研究成果) 温暖化の進行で世界の穀物収量の伸びは鈍化する - 新たな将来

予測の結果、世界の増加する食料需要を満たすためには、気候変動に適応

した穀物生産技術がますます重要に - 

影響予測U 

2017/11/14 

(研究成果)殺虫剤抵抗性害虫の出現を防ぐ施用法をシミュレーションを駆

使して再検討 - 複数殺虫剤の「世代内施用」と「世代間交互施用」の比較 

- 

統計モデル解析

U 

2017/12/26 
(研究成果) 日本全国の土壌有機態炭素地図を作成 - FAO作成の全世界地図

の日本部分、気候変動対策の立案などに利用 - 
土壌資源評価U 

2018/1/9 
(お知らせ) イネの高温障害に関する国際シンポジウムを開催 - 世界のコメ

生産への温暖化影響と適応策を議論 - 
企画連携室 

誌名、巻号 分類 提供方法 

要覧（日本語） 
研究センターの組織・ 

研究の紹介 
冊子体 

要覧（英語） 
研究センターの組織・ 

研究の紹介 
冊子体 

農業環境インベントリー展示館パンフレット 展示紹介 冊子体 

土壌モノリス館（日本語） 研究紹介 冊子体 

土壌モノリス館（英語） 研究紹介 冊子体 

温室効果ガス発生制御施設 施設紹介 冊子体 

組換え植物隔離ほ場 施設紹介 冊子体 

ニュース農業と環境No.１１２ 研究情報・活動報告 冊子体 

ニュース農業と環境No.１１３ 研究情報・活動報告 冊子体 
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ⅲ）一般公開、イベント、講演会、シンポジウム等の開催 

09広報活動 

ⅲ）一般公開、イベント、講演会、シンポジウム等の開催  

開催日時 
開催地等 

（県名、市） 
イベント名称 概要 参加人数 

2017/4/21-

22 

茨城県 

つくば市 
一般公開 

農業環境インベントリー展示館

で研究成果を紹介 
691 

2017/7/12 
茨城県 

つくば市 

出前レクチャー 

「遺伝子組換え作物と従来育

種」 

中学３年生を対象に、遺伝子組

換えのしくみについて解説し意

見交換を実施 

120 

2017/7/15-

11/5 

神奈川県 

小田原市 
特別展 地球を「はぎ取る」 

神奈川県立生命の星・地球博物

館で、農地の土壌モノリスおよ

び解説の展示 

56,414 

2017/7/25-

26 

茨城県 

つくば市 

つくば市ちびっ子博士 

（昆虫採集教室） 

小中学生を対象に昆虫採集およ

び標本の作り方教室を実施 
67 

2017/7/29 
茨城県 

つくば市 
夏休み公開 科学体験を中心とした研究紹介 2,503 

2017/8/2 
茨城県 

つくば市 

サイエンスキャスティング 

「スマホを使った昆虫調査」 

小中学生を対象としスマホを

使った昆虫データベースについ

て体験コースを実施 

35 

2017/8/9 
茨城県 

つくば市 

つくば市ちびっ子博士 

（地面の下をみてみよう） 

小中学生を対象に土壌断面の観

察とマイクロモノリス作り 
35 

2017/8/10 
茨城県 

つくば市 

つくばサイエンスイノベーショ

ン 

高校生を対象にイノベーション

素材となる研究を紹介 
12 

2017/8/19 
茨城県 

つくば市 
企画展 南極展 

つくばエキスポセンターで、 

南極最新レポート 
  

2017/9/28 
茨城県 

つくば市 

ワークショップ 

「土壌分類法と土壌情報の利

用」 

土壌情報の利活用の基礎となる

包括的土壌分類の理解、分類手

順の習得などを目的とした講義

及び実習 

20 

2017/10/3、

17、31 

茨城県 

つくば市 

いばらき農業アカデミー 

「生産環境管理（土壌）講座」 

土壌の成り立ちや機能の本質を

理解し、作物の生育や産地の形

成、地球環境との関わりなどを

体感してもらう内容の講義を実

施 

49 

2017/10/4、

5、6 
東京都江東区 アグリビジネス創出フェア 実需者などへの研究成果の紹介 38,157 

2017/10/7 
東京都 

あきるの市 

特別講座 

「ゲーム感覚で生物多様性を調

査する」 

わんダフルネイチャーヴィレッ

ジでスマホを使った昆虫調査を

紹介し実際に体験するイベン

ト。 

  

2017/10/21 
東京都 

中央区 

国民対話シンポジウム 

「地球温暖化対策の手段として

の森林・農業－土壌の役割を中

心として－」  

温室効果ガスの吸収能力の高い

農地や森林生態系の中でも、炭

素の蓄積が多い土壌（大気中炭

素の約4倍を蓄積）に焦点を当

て、温暖化対策手段としての役

割を考える。 
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09 広報活動 

ⅲ）一般公開、イベント、講演会、シンポジウム等の開催 

開催日時 
開催地等 

（県名、市） 
イベント名称 概要 参加人数 

2017/11/1 宮崎県宮崎市 

農業環境技術公開セミナ 

「in宮崎－温暖化に負けない農

業をめざして」 

地域に出向き、地域農業セン

ターや公設試と協力して研究成

果の紹介およびニーズの把握を

行う。 

134 

2017/11/11 
茨城県 

つくば市 

公開講座 地球温暖化制御を目

指して 

「AMASAプロジェクトの挑戦」 

奈良女子大理学部公開講座のな

かで、「環境にやさしい農業技

術」を紹介 

50 

2017/11/15-

17 
東京都江東区 新価値創造展 実務者への研究成果の紹介   

2017/11/18

、19 

茨城県 

つくば市 

つくばサイエンスコラボ2017科

学と環境のフェスティバル 

（天気予報を上手に使ってお米

をつくるには） 

米の生育と天気の関係につい

て、クイズに解答しながら知っ

てもらう。 

340 

2017/11/22 
東京都 

千代田区 

第１５回 環境研究シンポジウム

「持続可能な生産と消費」 

環境研究連絡会が同じテーマに

ついて研究成果発表を行い、一

般市民に環境研究の取り組みを

知ってもらうと共に、機関間研

究連携を図る。 

256 

2017/12/18 
東京都 

千代田区 

第１１回農業気象研究会 

「気象情報を利用した作物の発

育予測」 

天気予報や気象情報を使った作

物の発育予測について、研究の

現状やこれを活用する栽培管理

についての成果発表を行った。 

155 

2018/2/14 
東京都 

千代田区 

農林水産省委託プロジェクト研

究「農林水産分野における気候

変動対応のための研究開発」 

平成２９年度成果発表会 

委託プロジェクトで実施した 

気候変動への対応研究について

の成果発表会。 

339 

2018/2/23 
茨城県 

つくば市 

第８回農業環境インベントリー

研究会 

農業環境インベントリーに関す

る特定のテーマについて研究の

現状や今後について考える研究

会。今年のテーマは「情報」と

「解析」。 

78 

2018/2/24 茨城県取手市 

出前授業「アメリカザリガニっ

てどこから来たの？歌でわかる

外来生物」 

小学校の放課後子どもクラブ

で、外来生物について歌やクイ

ズを交えて解説。 

15 

2018/3/7 
茨城県 

つくば市 

第３１回気象環境研究会 

「イネの高CO2応答：FACE実験

でどこまでわかったか」 

今年度で終了するFACE実験につ

いて、これまで得られた成果を

報告する。 

60 

2018/3/13 
茨城県 

つくば市 

第３５回土・水研究会 

「土壌の適正管理を目指した土

壌物理性・生物性診断の新展

開」 

体系的な診断法の確立が期待さ

れている、土壌の物理性と生物

性について、診断項目や基準の

決め方など、研究の現状を紹介

して議論を行う。 

266 
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ⅳ）見学 

  生産者 消費者 青少年 マスコミ 行政 研究機関 民間 海外 その他 合計 

見学件数

(件) 
4 3 21 1 8 5 9 17   68 

見学者総

数(人) 
48 36 398 11 240 129 45 126   1,033 

09 広報活動 

ⅳ）見学  
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図書資料の収集・受入、サービス 10 

 ⅰ）蔵書数 

区分 和 洋 計 

図書(冊) 21,337 9,836 31,173 

資料(冊) 22,204 3,377 25,581 

雑誌(種) 5,910 3,253 9,163 

ⅱ）受入図書・資料数 

区分 購入 寄贈 計 

単行書

(冊) 

和 85 341 426 

洋 50 85 135 

資料(冊) 

和 0 29 29 

洋 0 1 1 

雑誌(種) 

和 39 172 211 

洋 0 1 1 

区分 除籍 管理換 

図書 0 23 

雑誌 0 0 

合計 0 23 

ⅲ）除籍数 
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ⅳ）サービス 

対象期間 
文献複写   相互貸借   

依頼 提供 依頼 提供 

農林水産省及び所管法人 226 158 65 55 

その他の機関 172 60 11 5 

合計 398 218 76 60 

10 図書資料の収集・受入、サービス 

ⅳ）サービス 
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海外からの研究員等の受け入れ状況 11 

ⅰ）国際農林水産業研究センター（JIRCAS)研究員 

ⅱ）国際協力機構（JICA）研究員 

受入開始 受入終了 
受入研究員の 

派遣元国名 
受入研究員数 依頼研究員の研究課題名 受入部署名 

該当なし           

受入開始 受入終了 
受入研究員の 

派遣元国名 
受入研究員数 依頼研究員の研究課題名 受入部署名 

2017/9/26 2017/9/26 

イラク、 

ケニア、 

ニジェール、 

パレスチナ、 

ソマリア、 

南スーダン 

9 

課題別研修コース 

「乾燥地における持続的農

業のための土地・水資源の

適正管理」 

土壌資源評価U 

ⅲ）日本学術振興会（JSPS)および 科学技術振興機構（JST）研究員

受入開始 受入終了 
受入研究員の 

派遣元国名 
受入制度名 受入研究員の研究課題名 受入部署名 

2015/11/27 2017/11/25 中国 

JSPS外国人 

招へい研究員

（長期） 

農地土壌へのバイオ炭施用

による一酸化二窒素の発生

経路および削減メカニズム

の解明 

土壌炭素窒素

モデリングU 

2016/7/1 2018/6/30 中国 
JSPS外国人 

特別研究員 

開放系大気CO2増加および温

暖化がイネ品種の子実成長

と玄米品質に及ぼす影響 

作物温暖化   

応答U 

2016/11/25 2018/11/24 フランス 
JSPS外国人 

特別研究員 

高CO2条件下における水田生

態系の持続可能性を支配す

る土壌の窒素可給性と炭素

貯留 

土壌炭素窒素

モデリングU 

2018/2/2 2018/3/18 ネパール JSPSその他 

気候や農地・草地管理の変

化に伴う土壌変化や農業・

畜産業の生産性の変化の予

測に関する研究情報交換と

共同研究の可能性探索 

気候変動対応

研究領域 
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ⅳ）その他の制度等による海外研究員の受入 

その他の制度等による海外研究員の受入（１）   

受入開始 受入終了 
受入研究員の派遣元国名、

所属 
受入研究員の研究課題名 受入部署名 

2017/8/30 2018/2/28 中国、淮陰師範学院 

水田土壌からの 

一酸化二窒素の発生メカニズ

ムに関する研究 

温室効果ガス削

減U 

その他の制度等による海外研究員の受入（２）   

受入開始 受入終了 
受入研究員の派遣元国名、

所属 
受入目的 受入部署名 

2017/8/30 2017/9/3 
マレーシア、 

マレーシア農業開発研究所 

JIRCAS-NARO 

国際シンポジウム招へい 

温暖化研究統括

監 

2017/8/30 2017/9/3 
ベトナム、 

ベトナム農業環境研究所 

JIRCAS-NARO 

国際シンポジウム招へい 

温暖化研究統括

監 

2017/8/30 2017/9/3 

コロンビア 、 

国際熱帯農業センター本部

及びラテンアメリカ・カリ

ブ海地域事務所 

JIRCAS-NARO 

国際シンポジウム招へい 

温暖化研究統括

監 

2017/11/10 2017/11/13 
ドイツ、バイエル クロッ

プサイエンス部門 
NARO国際シンポジウム招へい 

生態系サービス

評価U 

2017/11/10 2017/11/13 

ドイツ、 IPBES 生物多様

性及び生態系サービルに関

する技術支援ユニット 

NARO国際シンポジウム招へい 
生態系サービス

評価U 

2018/1/25 2018/1/29 
フィリピン、 

フィリピン稲研究所 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へい（シンポ講演者）

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/29 

アメリカ、 

テキサスA&Mアグリライフ

リサーチセンター 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へい（シンポ講演者）

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/29 中国、長江大学農学部 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へい（シンポ講演者）

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/29 台湾、台湾農業研究所 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へいMINCERnet関係会

合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/29 
スリランカ、 

スリランカ農業省 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム招へい

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/29 

スリランカ、 

作物研究開発研究所 

農業部 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム招へい

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

11 海外からの研究員等の受け入れ状況 

ⅳ）その他の制度等による海外研究員の受入 
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11 海外からの研究員等の受け入れ状況 

ⅳ）その他の制度等による海外研究員の受入  

受入開始 受入終了 
受入研究員の派遣元国名、

所属 
受入目的 受入部署名 

2018/1/25 2018/1/29 

ミャンマー、 

国際イネ研究所 

ミャンマーオフィス 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム招へい

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/30 

インド、 

タミルナドゥ農業大学 

作物生理学学科 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム招へい（シ

ンポ講演者） 

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/30 

インド、 

タミルナドゥ農業大学作物

生理学学科 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へい（シンポ講演者）

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/30 

インド、 

タミルナドゥ農業大学 

作物生理学学科 

NARO-MARCO国際シンポジ

ウム招へい（シンポ講演者）

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

2018/1/25 2018/1/31 
ルワンダ、 

アフリカライスセンター 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム招へい

MINCERnet関係会合出席 

作物温暖化応答

U 

その他の制度等による海外研究員の受入（３）   

受入開始 受入終了 
受入研究員の派遣元国名、

所属 
受入研究員の研究課題名 受入部署名 

2017/5/30 2017/6/9 

ニュージーランド、 

Northland Regional 

Council 

MOUにもとづく 

共同研究のための 

研究打ち合わせ及び調査 

生物多様性研究

領域 

2017/5/30 2017/6/9 
ニュージーランド、 

Landcare Research 

MOUにもとづく 

共同研究のための 

研究打ち合わせ及び調査 

生物多様性研究

領域 

2017/8/21 2017/8/24 中国、南京農業大学 

大気CO2濃度と温度の上昇が作

物生産及び養分動態に及ぼす

影響評価に関する研究打合せ 

気候変動対応研

究領域 

2017/9/25 2017/9/26 

韓国、 

韓国農村振興庁 国立農業

科学院土壌肥料部門 

農業生態系における 

炭素・窒素動態モデルについ

ての意見交換 

気候変動対応研

究領域 

2017/10/10 2017/10/14 

韓国、 

韓国農村振興庁 

国立食糧科学院 

日韓両国における 

コメ生産の地域的な気候変動

適応技術の評価に関する 

共同研究計画打合せ 

気候変動対応研

究領域 

2017/10/31 2017/11/4 

中国、 

中国検験検疫科学研究院 

植物検疫所 

環境情報研究領域セミナー 

講師 

環境情報基盤研

究領域 
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研究員の海外派遣状況 12 

ⅰ）長期派遣 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣 

派遣開始 派遣終了 派遣先 用務内容 派遣者名 

2017/8/30 2018/7/1 フランス 
土壌有機物の安定化の過程と機構に関する

共同研究 
和穎朗太 

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/4/2 2017/4/26 チェコ 
ミミズの炭素動態に及ぼす影響に関する共

同研究開始を含む研究打合せ 
金田哲 

2017/4/17 2017/4/21 韓国 
農村振興庁国立食糧科学院及び韓国雑草学

会 
與語靖洋 

2017/4/18 2017/4/22 ベトナム 

食料安全保障に関するAPEC政策フォーラム

(食料安全保障と気候変動におけるAPECの

協調のためのワークショップ) 

八木一行 

2017/4/19 2017/4/22 フィリピン 

「東南アジアにおける有機農業システム下

のコメ生産潜在性の探索」プロジェクトに

おける研究打合せ 

吉本真由美 

2017/4/23 2017/4/28 タイ 

タイにおけるデジタル土壌有機炭素(SOC)

マッピングに関するアジア土壌パートナー

シップ(ASP)トレーニングワークショップ 

前島勇治 

2017/4/24 2017/4/28 インドネシア 観測圃場におけるデータ回収・調査 菅野洋光 

2017/4/30 2017/5/7 アメリカ 
土壌炭素動態・モデリングに関するワーク

ショップ 
和穎朗太 

2017/5/2 2017/5/7 フランス フランス国立農業研究所(INRA)視察 山本勝利 

2017/5/7 2017/5/14 ベルギー 
環境毒性科学会第２７回ヨーロッパ会議参

加 
永井孝志 

2017/5/15 2017/5/17 韓国 

共同研究「季節予測を利用した世界の食料

機関を対象とする全球作物収量変動予測シ

ステムおよび作物予測情報サービス」の

キックオフ会合 

飯泉仁之直 

2017/5/15 2017/5/17 韓国 

共同研究「季節予測を利用した世界の食料

機関を対象とする全球作物収量変動予測シ

ステムおよび作物予測情報サービス」の

キックオフ会合 

金元植 

2017/5/24 2017/5/28 香港 
第２回生物系廃棄物の資源利用に関する国

際会議(BWR2017)出席 
牧野知之 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣 

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/5/29 2017/6/3 フランス 

JSPS二国間交流事業(共同研究)「アフリカ

の気候変動適応費用の推計：ミレットとソ

ルガムの生産システムについて」のキック

オフ会合 

飯泉仁之直 

2017/6/4 2017/6/8 韓国 第９回アジア作物学会参加 伏見栄利菜 

2017/6/5 2017/6/8 韓国 第９回アジア作物学会参加 吉田ひろえ 

2017/6/5 2017/6/8 韓国 第９回アジア作物学会参加 中野聡史 

2017/6/5 2017/6/8 韓国 第９回アジア作物学会参加 中川博視 

2017/6/6 2017/6/11 スペイン 

国家温室効果ガスインベントリのための

2006年IPCCガイドラインの2019年改良・

精緻化に関する第１回執筆者会合出席 

岸本文紅 

2017/6/6 2017/6/11 スペイン 

国家温室効果ガスインベントリのための

2006年IPCCガイドラインの2019年改良・

精緻化に関する第１回執筆者会合出席 

秋山博子 

2017/6/8 2017/6/9 中国 
日中土壌汚染改善バイオ利用技術交流ワー

クショップ参加 
牧野知之 

2017/6/8 2017/6/9 中国 
日中土壌汚染改善バイオ利用技術交流ワー

クショップ参加 
石川覚 

2017/6/10 2017/6/18 インド 南インドプロジェクト圃場現地調査 
アウン・

ゾー・ウー 

2017/6/24 2017/6/28 中国 地球生物学シンポジウム基調講演 和穎朗太 

2017/6/25 2017/7/1 韓国 

日韓農林水産技術協力委員会「気候変化に

よる農業への影響とその便益分析に関する

研究」の研究打合せ 

金元植 

2017/6/26 2017/7/1 フランス 
4/1000イニシアチブ科学技術委員会第３回

会合出席 
白戸康人 

2017/6/27 2017/7/2 デンマーク 
欧州反応性窒素タスクフォース・窒素収支

専門家パネル会合参加 
林健太郎 

2017/7/2 2017/7/15 フィリピン 
「農業上重要なゾウムシ類の診断に関する

トレーニングワークショップ」参加 
吉武啓 

2017/7/6 2017/7/11 台湾 
UAV(無人航空機)の応用技術に関する台湾-

日本合同会議出席 
小原裕三 

2017/7/8 2017/7/23 ノルウェー 

科研費基盤B「高緯度北極氷河後退域におけ

る硝化特性の遷移とその気候変動応答の解

明」に係る現地調査 

林健太郎 

2017/7/9 2017/7/20 中国 

アジア陸域の指標生態系における温暖化影

響の長期モニタリング研究に関わる青海観

測サイトの現地調査・研究打ち合わせ、国

際研究集会(第三極科学サミット)参加 

杜明遠 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣 

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/7/16 2017/7/25 ベトナム 

「アジアネットワークの形成によるフード

サプライチェーンの財布サイクル環境影響

評価」に係る調査 

林清忠 

2017/7/19 2017/7/24 中国 

JIRCAS-CAAS農業科学技術共同研究２０周

年記念シンポジウムおよびフードバリュー

チェーンプロジェクトワークショップ参加 

八木一行 

2017/7/19 2017/7/24 中国 

JIRCAS-CAAS農業科学技術共同研究２０周

年記念シンポジウムおよびフードバリュー

チェーンプロジェクトワークショップ参加 

石郷岡康史 

2017/7/26 2017/7/28 韓国 

共同研究「季節予測を利用した世界の食料

機関を対象とする全球作物収量変動予測シ

ステムおよび作物予測情報サービス」第２

回会合参加 

金元植 

2017/7/26 2017/7/28 韓国 

共同研究「季節予測を利用した世界の食料

機関を対象とする全球作物収量変動予測シ

ステムおよび作物予測情報サービス」第２

回会合 

飯泉仁之直 

2017/8/5 2017/8/13 アメリカ アメリカ生態学会参加 山中武彦 

2017/8/6 2017/8/21 ノルウェー 

「北極ツンドラ生態系における土壌CO2フ

ラックスの冬期の動態解明と年間の高精度

推定」に関わる現地調査 

米村正一郎 

2017/8/8 2017/8/12 シンガポール 
アジア太平洋地球物理学会2017年大会

(AOGS2017)参加 
西森基貴 

2017/8/13 2017/8/23 
ドイツ、フィン

ランド 
クロバエキノコバエ類等昆虫標本調査 吉松慎一 

2017/8/15 2017/8/20 中国 
アジアフラックスワークショップ、

Chinaflux１５周年記念式典 
宮田明 

2017/8/16 2017/8/24 中国 
アジアフラックスワークショップ、第１２

回国際生態学会大会参加 
杜明遠 

2017/8/20 2017/8/26 カナダ 
第３７回ハロゲン化難分解汚染物質国際学

会参加 
殷熙洙 

2017/8/20 2017/8/26 デンマーク 国際植物栄養科学会議参加 石川覚 

2017/8/27 2017/9/1 中国 
第４４回アジア太平洋先端ネットワーク会

議(APAN44)参加 
木浦卓治 

2017/9/3 2017/9/7 イギリス 
土壌有機物動態に関する国際シンポジウム

参加、GRA croplandグループ年次会合参加 
和穎朗太 

2017/9/3 2017/9/9 ドイツ 
第４回放射線生態学・環境放射能国際会議

参加 
山口紀子 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣 

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/9/3 2017/9/18 
イギリス、フラ

ンス 

土壌有機物動態に関する国際シンポジウム

参加、INRAでの共同研究打合せ 
Julien Guigue 

2017/9/12 2017/9/16 中国 
研究プロジェクトFEASTに関する視察、交

流、調査 
岸本文紅 

2017/9/13 2017/9/21 中国 

アジア陸域の指標生態系における温暖化影

響の長期モニタリング研究に関わる青海観

測サイトの現地調査・研究打ち合わせ 

杜明遠 

2017/9/14 2017/9/20 ベトナム 
ベトナム水田でのガス交換量関連要素の

データ取得と土壌採取、研究打合せ 
米村正一郎 

2017/9/18 2017/9/23 ガンビア共和国 

農業分野の温室効果ガスに関するグローバ

ル・リサーチ・アライアンスワークショッ

プ出席 

八木一行 

2017/9/23 2017/9/30 ジンバブエ 

国家温室効果ガスインベントリのための

2006年IPCCガイドラインの2019年改良・

精緻化に関する第２回執筆者会合出席 

秋山博子 

2017/9/23 2017/9/30 ジンバブエ 

国家温室効果ガスインベントリのための

2006年IPCCガイドラインの2019年改良・

精緻化に関する第２回執筆者会合出席 

岸本文紅 

2017/9/24 2017/9/26 中国 
第６回中国西部国調達商談会及び中国(渭

南)国際農産物交易会シンポジウム参加 
髙木和広 

2017/10/1 2017/10/6 アメリカ 
放射光源X線吸収スペクトルによるリンの局

所構造解析 
山口紀子 

2017/10/2 2017/10/7 アメリカ 
第１７回アメリカLCA学会大会(LCA XVII)

参加 
林清忠 

2017/10/2 2017/10/7 タイ 
第１回持続可能な稲耕作に関する世界会議

出席 
八木一行 

2017/10/9 2017/10/15 インド 南インドプロジェクト圃場現地調査 
アウン・

ゾー・ウー 

2017/10/11 2017/10/17 中国 

「森林生態系の炭素・窒素・水循環の気候

変動への応答とフィードバック」に関する

国際ワークショップでの招待講演 

杜明遠 

2017/10/17 2017/10/25 インドネシア 

(1) World Plantation Conference and 

Exihibition 2017発表 (2)西ジャワにおけ

る現地調査 

林清忠 

2017/10/18 2017/10/20 中国 
中国持続的農業技術研究開発計画プロジェ

クトフェーズ３に係る調査団員の派遣協力 
阿部薫 

2017/10/18 2017/10/20 中国 
中国持続的農業技術研究開発計画プロジェ

クトフェーズ３に係る調査団員の派遣協力 
八木一行 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣  

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/10/18 2017/10/20 韓国 APCCとの共同研究に係る第３回会合 飯泉仁之直 

2017/10/18 2017/10/20 韓国 APCCとの共同研究に係る第３回会合 金元植 

2017/10/18 2017/10/21 中国 
世界の農業におけるバイテク規制・開発に

関するワークショップへの出席 
與語靖洋 

2017/10/19 2017/10/22 中国 
東アジアにおける窒素循環とその環境影響

ワークショップ参加 
林健太郎 

2017/10/19 2017/10/22 中国 
東アジアにおける窒素循環とその環境影響

ワークショップ参加 
三島慎一郎 

2017/10/19 2017/10/22 中国 
東アジアにおける窒素循環とその環境影響

に関する国際会議 
江口定夫 

2017/10/22 2017/10/26 韓国 

日韓両国におけるコメ生産の地域的な気候

変動適応技術の評価に関する共同研究に関

わる研究打合せ 

西森基貴 

2017/10/23 2017/10/29 アメリカ 

2017年アメリカ農学学会、作物科学学会、

土壌科学学会合同大会および2017年世界農

業モデル比較プロジェクト(AgMIP)稲チー

ム会議出席 

吉田ひろえ 

2017/10/23 2017/10/29 アメリカ 

2017年アメリカ農学学会、作物科学学会、

土壌科学学会合同大会および2017年世界農

業モデル比較プロジェクト(AgMIP)稲チー

ム会議参加 

丸山篤志 

2017/10/23 2017/10/30 インド 第７回農業ケイ酸会議参加 櫻井玄 

2017/10/26 2017/10/28 台湾 
農業気象と防災に関するシンポジウム出席

と招待講演 
中川博視 

2017/10/28 2017/11/5 イタリア 
第７回土壌に関する政府間技術パネル会合

への出席 
八木一行 

2017/10/31 2017/11/8 パラオ 
SWATモデルの駆動に必要な土壌の透水係

数に関するデータセットの構築 
江口定夫 

2017/11/4 2017/11/10 韓国 

第４６回高性能液相分離技術に関する国際

シンポジウム及び2017年度韓国分析科学会

秋大会参加 

殷熙洙 

2017/11/5 2017/11/10 ノルウェー Svalbard Science Conference 2017発表 林健太郎 

2017/11/8 2017/11/10 中国 
農業科学におけるビックデータの必要性と

応用に関する第２回会議 
木浦卓治 

2017/11/12 2017/11/19 アメリカ 

「2016年度臭化メチルの代替技術と放出抑

制技術に関する国際研究集会」参加、カル

フォルニア州における還元土壌消毒法に関

する研究打合せ 

小原裕三 

2017/11/13 2017/11/18 ドイツ 
4/1000イニシアチブ科学技術委員会第３回

会合出席 
白戸康人 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣  

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2017/11/17 2017/11/21 中国 

環境汚染と人類県等2017年国際大会発表、

中国科学院成都山地災害及び環境研究所訪

問 

杜明遠 

2017/11/19 2017/11/25 インドネシア 

東南アジアラボネットワーク

(SEALNET2.0)の第１回ラボ管理者会議出

席 

前島勇治 

2017/11/19 2017/11/25 インドネシア 

東南アジアラボネットワーク

(SEALNET2.0)の第１回ラボ管理者会議出

席 

八木一行 

2017/11/26 2017/11/30 オランダ 第２回e-ROSAステークホルダWS参加 木浦卓治 

2017/11/26 2017/11/30 オランダ ManuResouceでの発表 三島慎一郎 

2017/11/27 2017/12/2 台湾 

International Workshop on N2O Emis-

sions in Various Ecosystemsへの参加・発

表 

林健太郎 

2017/12/1 2017/12/8 南アフリカ 
第３回世界の食糧安全保障に関する国際会

議での発表 
飯泉仁之直 

2017/12/3 2017/12/10 デンマーク 

デンマーク科学・技術・イノベーション庁

国際ネットワーク形成プログラム(LCA 

Across Borders)に関わるWS参加 

林清忠 

2017/12/10 2017/12/17 アメリカ AGU Fall Meeting2017研究発表 櫻井玄 

2017/12/11 2017/12/14 台湾 
「UAV(無人航空機)を用いた農薬散布の評

価と管理」に関連する農業協力交流 
小原裕三 

2017/12/11 2017/12/16 アメリカ アメリカ地球物理学連合会参加発表 金元植 

2017/12/18 2017/12/23 ベトナム 
環境管理の支援に資する環境と健康のリス

ク評価の国際シンポジウム招待講演 
永井孝志 

2018/1/7 2018/1/10 フィリピン 
農水省委託プロMIRSA-2における取りまと

め討議 
南川和則 

2018/1/14 2018/1/20 中国 
日中農業科学技術ワーキングチーム訪中考

察団 
小原裕三 

2018/2/12 2018/2/16 インドネシア 
インドネシア現地気象観測圃場における

データ回収・調査 
菅野洋光 

2018/2/19 2018/2/21 韓国 APCCとの共同研究に係る第４回会合 金元植 

2018/2/19 2018/2/23 フィリピン 
水稲生産および関連する投入財製造に関す

る調査 
林健太郎 

2018/2/24 2018/3/3 イスラエル イスラエル国「ヤングリーダーシップ」 伊川浩樹 

2018/3/4 2018/3/7 タイ 
「統合された持続可能なGHGの排出に関す

る活動」地域専門家会合 
八木一行 
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12 研究員の海外派遣状況 

ⅱ）国際機関・国際会議等への派遣  

派遣開始 派遣終了 派遣国 用務内容 派遣者名 

2018/3/11 2018/3/19 インド 
第３回沙漠国際会議／第１３回国際沙漠技

術会議参加発表 
杜明遠 

2018/3/12 2018/3/15 フィリピン 
アジアの土壌アトラスのためのキックオフ

会議 
前島勇治 

2018/3/15 2018/3/27 コロンビア 

生物多様性及び生態系サービスに関する政

府間科学ー政策プラットフォーム

（IPBES）第６回総会 

大久保悟 

2018/3/24 2018/3/30 シンガポール 
アジア太平洋先端ネットワーク第４５回会

議参加および研究発表 
木浦卓治 
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海外機関との連携 13 

ⅰ）国際シンポジウム・ワークショップ等 

ⅱ）MOU 

開催日時 
開催地等 

（県名、市） 
イベント名称 概要 

参加

人数 

2017/8/31 
茨城県 

つくば市 

JIRCAS－NARO 

国際シンポジウム 

「農業分野における 

温室効果ガス排出」 

農研機構及びJIRCASが主導し、 

GRA（農業分野の温室効果ガスに関するグ

ローバル・リサーチ・アライアンス（GRA）

の研究活動について理解を深めるとともに、

GRA活動を研究者と行政担当官に発信する。 

218 

2017/11/12 
茨城県 

つくば市 

NARO国際シンポジウ

ム 

「送粉者をとりまく 

話題」 

農研機構及が主導し、野生送粉者に関連した

様々な課題について海外有識者を含め議論す

ることで、日本の果たすべき役割を国際的な

視点から認識する。 

また、野生送粉者が提供する生態系サービス

を一般社会にアピールすることでミツバチを

含む送粉昆虫を持続的に保護、利用していく

重要性の社会的理解を深める。 

200 

2018/1/26～

28 

茨城県 

つくば市 

NARO-MARCO 

国際シンポジウム 

「気候変動下のイネの

高温障害にたちむかう

国際観測ネットワーク 

MINCERnet」 

農研機構が主導し、各国のイネ高温不稔報

告、モニタリング結果を総括するとともに、

高温不稔耐性品種の導入や早朝開花による高

温回避の有効性を実証的に評価するための、

今後のMINCERnetの展開について議論す

る。 

65 

締結日 協定の締結機関名 協定の名称 

1999/4/9 
アラスカ大学 

国際北極圏研究センター 

アラスカ大学国際北極圏研究センターと 

農業環境技術研究所の間の学術交流に関する覚え書き 

2002/7/4 
中国科学院 

土壌科学研究所 

科学院土壌科学研究所と農業環境技術研究所の間の 

国際協力に関する覚え書き 

2004/3/4 
ボン大学 

開発研究センター 

ボン大学開発研究センターと農業環境技術研究所の間の 

科学技術に関する覚え書き 

2006/11/17 

ランドケア・リサーチ 

リミテッド ニュージーラ

ンド 

ランドケア・リサーチ リミテッド ニュージーランドと 

農業環境技術研究所の間の科学技術に関する覚え書き 
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13 海外期間との連携 

ⅱ）MOU ⅲ）海外との共同研究 

ⅲ）海外との共同研究 

締結日 協定の締結機関名 協定の名称 

2007/9/19 

農村振興庁 

農業科学技術院 

（現 国立農業科学院） 

農村振興庁農業科学技術院（現・国立農業科学院）と 

農業環境技術研究所の間の国際協力に関する覚え書き 

2010/6/15 瀋陽大学 
独立行政法人農業環境技術研究所（日本国）と 

瀋陽大学（中華人民共和国）との科学技術協力に関する覚書 

2011/1/31 
ネブラスカ州立大学 

リンカーン校 

ネブラスカ大学リンカーン校（代理：ネブラスカ大学理事会）

と農業環境技術研究所との二国間における合意に関する覚書  

2017/9/11 

中国農業科学院 

農業環境及び持続発展 

研究所 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

農業環境変動研究センターと 

中国農業科学院農業環境及び持続発展研究所との 

学術交流協定書 

  国等の機関 大学 民間 国際機関 

共同研究契約件数 

（資金分担型） 
2 2 0 0 

共同研究契約件数 

（資金提供型） 
0 0 0 0 

協定研究契約件数 0 0 0 0 
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人事 14 

ⅰ）現在員数 

所属 指定職員 一般職員 
技術専門

職員 
研究職員 

任期付   

研究員 

再雇用   

職員 
契約職員 計 

所長 1             1 

温暖化研究統括監       1     1 2 

企画管理部   21 1 7   5 19 53 

気候変動対応研究

領域 
      27 2   37 66 

生物多様性研究領

域 
      16 1 1 17 35 

物質循環研究領域       15 1   22 38 

有害化学物質研究

領域 
      16 3   28 47 

環境情報基盤研究

領域 
      21 2 2 21 46 

計 1 21 1 103 9 8 145 288 

平成30年3月31日時点 ※再雇用職員数はフルタイム・短時間勤務者を含む。 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

横山淳史 
化学物質影

響評価U 
試験専門委員 

内閣府 

人事院 
2017/7/1 2018/7/31 

山口紀子 
無機化学物

質U 
試験専門委員 

内閣府 

人事院 
2017/7/1 2018/7/31 

山口紀子 
無機化学物

質U 

試験専門委員 

(平成２９年度国家公務員採用総

合職試験) 

内閣府 

人事院 
2016/7/1 2017/7/31 

清家伸康 
有機化学物

質U 

試験専門委員 

(平成２９年度国家公務員採用総

合職試験) 

内閣府 

人事院 
2016/7/1 2017/7/31 

吉本真由美 
作物温暖化

応答U 
日本学術会議連携会員 

内閣府(日本

学術会議事務

局委託) 

2017/10/2 2023/9/30 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

「地球環境問題に関する有識者会

議」委員 

農林水産省  

大臣官房 
2007/7/6   

八木一行 
温暖化研究

統括監 
国際バイオ燃料基準検討会議委員 

農林水産省  

大臣官房 
2008/9/16   

八木一行 
温暖化研究

統括監 

食料・農業・農村政策審議会専門

委員 

農林水産省  

大臣官房 
2014/5/27   

石塚直樹 
農業空間情

報解析U 

リモートセンシング技術を活用し

た農作物の作付状況把握手法の研

究に係る検討会委員 

農林水産省 

大臣官房 
2017/8/1 2018/3/31 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 

持続性の高い農業生産方式に係る

技術検討会委員 

農林水産省 

生産局 
2015/9/28   

大久保 悟 
生態系サー

ビス評価U 

環境保全型農業直接支払制度に関

する第三者委員会 

農林水産省 

生産局 
2017/4/27 2020/3/31 

楠本良延 
生態系サー

ビス評価U 

平成３０年度環境保全型農業直接

支払交付金における地域特認取組

等に係る技術検討会委員 

農林水産省 

生産局 
2017/12/15 2018/3/31 

小原裕三 
環境化学物

質分析U 

平成２９年度農林水産業における

ロボット技術安全性確保策検討事

業補助金交付候補者選定審査委員 

農林水産省 

消費・安全

局、生産局 

2017/3/15 2018/3/31 

小原裕三 
環境化学物

質分析U 

平成２８年度農林水産業における

ロボット技術安全性確保策検討事

業評価検討委員 

農林水産省 

消費・安全

局、生産局 

2017/10/19 2018/3/31 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 
農業資材審議会臨時委員 

農林水産省 

消費・安全

局、食料産業

局、生産局 

2015/4/1   

渡邉栄喜 
環境化学物

質分析U 
農業資材審議会専門委員 

農林水産省 

消費・安全

局、食料産業

局、生産局 

2015/4/1   
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

SPRAGUE, 

David 

農業空間情

報解析U、 

総合評価U 

農作物野生鳥獣被害対策アドバ

イザー 

農林水産省 

農林水産技術

会議事務局 

2009/5/22   

岩崎亘典 総合評価U 
農作物野生鳥獣被害対策アドバ

イザー 

農林水産省 

農林水産技術

会議事務局 

2009/5/22  

芝池博幸 
外来生物影

響評価U 

平成２９年度 

生物多様性影響評価検討会 

農林水産省 

農林水産技術

会議事務局 

環境省 

自然環境局 

2017/5/9 2019/3/31 

櫻井 玄 
統計モデル

解析U 
水稲の作柄予測手法検討会 

農林水産省

((一財)リモー

ト・センシン

グ技術セン

ター委託) 

2017/4/24 2018/3/16 

石塚直樹 
農業空間情

報解析U 
水稲の作柄予測手法検討会 

農林水産省

((一財)リモー

ト・センシン

グ技術セン

ター委託) 

2017/4/24 2018/3/16 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度 

英文誌JARQ編集委員 

農林水産省

((国研)国際農

林水産業研究

センター委託) 

2017/4/28 2018/3/31 

阿部 薫 
物質循環研

究領域長 

国立研究開発法人国際農林水産

業研究センター 

職員採用審査委員会委員 

農林水産省

((国研)国際農

林水産業研究

センター委託) 

2017/11/1 2018/3/31 

宮田 明 

気候変動対

応研究領域

長 

世界気象機関（WMO） 

農業気象委員会（CAｇM） 

タスクチームメンバー 

農林水産省 

(気象庁委託) 
2016/5/26   

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 
業務運営懇談会 

農林水産省

((独)農林水産

消費安全技術

センター委託) 

2017/2/1 2018/3/31 

芝池博幸 
外来生物影

響評価U 

平成２９年度栽培用種子中の未

承認遺伝子組換え体検査対策委

託事業推進委員会 

農林水産省

((株)ファス

マック委託) 

2017/4/20 2018/3/7 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 

平成２９年度栽培用種子中の未

承認遺伝子組換え体検査対策委

託事業推進委員会 

農林水産省

((株)ファス

マック委託) 

2017/4/27 2018/3/7 

白戸康人 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

農業農村整備事業における温室

効果ガス排出量算定方法の検討

に関する意見聴取会委員 

農林水産省(中

外テクノス株

式会社委託) 

2017/7/19 2018/2/2 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

八木一行 
温暖化統括

監 

平成２９年度 

農林水産分野における地域の気

候変動適応計画調査・分析委託

事業に関する検討委員会 

農林水産省

(みずほ情報

総研(株)委託) 

2017/7/20 2018/3/23 

桑形恒男 
作物温暖化

応答U 

平成２９年度 

農林水産分野における地域の気

候変動適応計画調査・分析委託

事業に関する検討委員会 

農林水産省

(みずほ情報

総研(株)委託) 

2017/7/20 2018/3/23 

楠本良延 
生態系サー

ビス評価U 

水田地域における生態系配慮施

設等の効果的な整備に係る意見

聴取会（仮称）委員 

農林水産省

(いであ(株)委

託) 

2017/9/1 2018/3/31 

楠本良延 
生態系サー

ビス評価U 

外来種対策（法面緑化）意見聴

取会 

農林水産省

(エヌエス環

境(株)委託) 

2017/11/7 2018/1/31 

村上政治 
作物リスク

低減U 

平成２９年度 

農用地未規制物質対策調査検討

委員会 

農林水産省

((株)環境管理

センター委

託) 

2017/10/10 2018/3/27 

永井孝志 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

化審法審査支援等検討会 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/4/24 2018/3/30 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度 

地球温暖化観測・情報利活用推

進委員会 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/6/1 2018/3/30 

石郷岡康史 影響予測U 

平成２９年度 

気候変動適応情報プラット

フォーム構築WG 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/6/1 2018/3/30 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

農薬の花粉媒介昆虫に対する環

境影響調査検討会委員 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/7/7 2018/3/30 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 
水産基準の運用・高度化検討会 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/7/18 2018/3/23 

西森基貴 影響予測U 

平成２９年度 

気候変動予測及び影響評価の連

携推進に向けた検討チーム 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/8/1 2018/3/30 

永井孝志 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度環境リスク評価委

員会金属のリスク評価検討ワー

キンググループ 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/8/10 2018/3/16 

永井孝志 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

環境研究総合推進費「農薬によ

るトンボ類生態影響実態の科学

的解明および対策」アドバイザ

リーボード会合委員 

環境省((国研)

国立環境研究

所委託) 

2017/10/25 2018/3/30 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

万福裕造 
土壌資源評

価U 

（29機構B第0309003号） 

「コミュニケーション推進チー

ム」における委員 

環境省 

((公財)原子力

安全技術セン

ター委託) 

2017/6/13 2018/3/30 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 

農薬の大気経由による 

飛散リスク評価検討会委員 

環境省((一財)

残留農薬研究

所委託) 

2017/6/27 2018/3/28 

小原裕三 
環境化学物

質分析U 

農薬の大気経由による 

影響評価事業オブザーバー 

環境省((一財)

残留農薬研究

所委託) 

2017/6/27 2018/3/28 

須藤重人 
温室効果ガ

ス削減U 
Ｊ－クレジット制度運営委員会 

環境省(みず

ほ情報総研

(株)委託) 

2017/4/10 2018/3/31 

横山淳史 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

EXTEND2016化学物質の内分泌

かく乱作用に関する検討会 

環境省(日本

エヌ・ユー・

エス(株)委託) 

2017/5/16 2018/3/31 

清家伸康 
有機化学物

質U 

平成２９年度 

農薬残留対策総合調査業務（環

境省請負業務）検討委員 

環境省((株)エ

スコ委託) 
2017/6/16 2018/3/23 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

農薬残留対策総合調査業務（環

境省請負業務）検討委員 

環境省((株)エ

スコ委託) 
2017/6/16 2018/3/23 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度 

気候変動影響評価・適応計画に

関する調査・検討業務 

「気候変動の影響に関する分野

別ワーキンググループ」委員 

環境省(パシ

フィックコン

サルタンツ

(株)委託) 

2017/7/7 2018/3/31 

宮田 明 

気候変動対

応研究領域

長 

平成２９年度 

気候変動影響評価・適応計画に

関する調査・検討業務 

「気候変動の影響に関する分野

別ワーキンググループ」委員 

環境省(パシ

フィックコン

サルタンツ

(株)委託) 

2017/7/7 2018/3/31 

岸本文紅 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度 

バイオ炭の活用による吸収源検

討会委員 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/7/11 2018/3/31 

岸本文紅 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度 

IPCCガイドラインタスクフォー

ス 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/7/18 2018/3/30 

清家伸康 
有機化学物

質U 

平成２９年度 

新規POPs等研究会委員 

環境省(日本

エヌ・ユー・

エス(株)委託) 

2017/7/24 2018/3/30 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度 

地域適応コンソーシアム全国運営

委員会 

環境省(みずほ

情報総研(株)

委託) 

2017/8/10 2018/3/31 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

水質環境基準健康項目等検討会 

環境省((株)環

境計画研究所

委託) 

2017/8/10 2018/3/23 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度 

農薬の位置づけ等検討作業部会 

環境省((株)環

境計画研究所

委託) 

2017/8/10 2018/3/23 

秋山博子 
温室効果ガ

ス削減U 

平成２９年度 

温室効果ガス排出量算定方法検討

会 

農業分科会委員 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/9/11 2018/3/30 

須藤重人 
温室効果ガ

ス削減U 

平成２９年度 

温室効果ガス排出量算定方法検討

会 

農業分科会委員 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/9/11 2018/3/30 

白戸康人 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度温 

室効果ガス排出量算定方法検討会 

森林等の吸収源分科会委員 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/9/28 2018/3/31 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

気候変動の観測・予測及び 

影響評価統合レポート専門家 

委員会 

環境省(パシ

フィックコン

サルタンツ

(株)委託) 

2017/10/4 2018/3/31 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度水産動植物登録保留

基準の運用・高度化検討会 慢性

水産PEC-WG 

環境省(みずほ

情報総研(株)

委託) 

2017/10/4 2018/3/30 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 
中央環境審議会専門委員 

環境省 水・大

気環境局 
2008/9/8   

阿部 薫 
物質循環研

究領域長 
中央環境審議会専門委員 

環境省 水・大

気環境局 
2014/10/9   

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度水産動植物登録保留

基準設定検討会 

環境省 水・大

気環境局 
2017/4/1 2018/3/31 

永井孝志 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度水産動植物登録保留

基準設定検討会 

環境省 水・大

気環境局 
2017/4/1 2018/3/31 

横山淳史 
化学物質影

響評価U 

平成２９年度水産動植物登録保留

基準設定検討会 

環境省 水・大

気環境局 
2017/4/1 2018/3/31 

八木一行 
温暖化研究

統括監 
中央環境審議会専門委員 

環境省 

地球環境局 
2013/7/9   
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度地域適応コンソー

シアム地域事業委託業務に係る

提案書等審査委員会委員 

環境省 

地球環境局 
2017/7/1 2018/4/30 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度温室効果ガス排出

量算定方法検討会委員 

環境省 

地球環境局 
2017/9/21 2018/3/31 

八木一行 
温暖化研究

統括監 

平成２９年度温室効果ガス排出

量算定方法検討会 農業分科会

委員 

環境省 

地球環境局 
2017/9/21 2018/3/31 

秋山博子 
温室効果ガ

ス削減U 

平成２９年度 

IPCCガイドライン 

タスクフォース 

環境省(三菱

UFJリサーチ

＆コンサル

ティング(株)

委託) 

2017/7/18 2018/3/30 

宮田 明 

気候変動対

応研究領域

長 

技術専門委員 

外務省((独)国

際協力機構委

託) 

2017/4/3 2018/3/31 

SPRAGUE, 

David,  

Shigeru 

農業空間情

報解析U 

アジア・アフリカ言語文化研究

所共同研究員 

文部科学省

(東京外国語

大学委託) 

2015/4/1 2018/3/31 

須藤重人 
温室効果ガ

ス削減U 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2017/4/1 2018/3/31 

白戸康人 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2017/4/1 2018/3/31 

岸本文紅 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2017/4/1 2018/3/31 

大澤剛士 総合評価U 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2017/4/1 2018/3/31 

林 清忠 総合評価U 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2017/6/6 2018/3/31 

大澤剛士 総合評価U 
地球規模生物多様性情報機構 

日本ノード運営委員会委員 

文部科学省

((独)国立科学

博物館委託) 

2017/6/21 2019/3/31 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

池田浩明 
生物多様性

変動U 
特別研究委員等審査会専門委員 

文部科学省

((独)日本学術

振興会委託) 

2017/8/1 2018/7/31 

三中信宏 
統計モデル

解析U 
特別研究委員等審査会専門委員 

文部科学省

((独)日本学術

振興会委託) 

2017/8/1 2018/7/31 

坂本利弘 
農業空間情

報解析U 

地球環境変動観測ミッション

（GCOM）総合委員会委員 

文部科学省

((国研)宇宙航

空研究開発機

構委託) 

2017/9/12 2018/3/31 

須藤重人 
温室効果ガ

ス削減U 

平成２９年度 

総合地球環境学研究所 

共同研究員 

文部科学省

((共)人間文化

研究機構 総合

地球環境学研

究所委託) 

2018/1/1 2018/3/31 

多胡香奈子 
物質変換解

析U 
客員研究員 

経済産業省

((国研)産業技

術総合研究所

委託) 

2017/7/1 2018/3/31 

白戸康人 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

平成２９年度バイオ燃料の 

今後の導入のあり方検討委員会 

経済産業省

((株)日本総合

研究所委託) 

2017/8/1 2018/3/30 

白戸康人 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

我が国のバイオ燃料の導入に 

向けた技術検討委員会委員 

経済産業省

(資源エネル

ギー庁委託) 

2017/12/13 2018/3/30 

片山直樹 
生物多様性

変動U 

関東エコロジカル・ネットワー

ク推進協議会 

コウノトリ生息環境整備・推進

専門部会ワーキング 

国土交通省

(環境エコロ

ジカル・ネッ

トワーク推進

協議会コウノ

トリ生息環境

整備・推進専

門部会委託) 

2017/10/19 2019/3/31 

万福裕造 
土壌資源評

価U 
国立環境研究所客員研究員 

(国研)国立環

境研究所 
2017/4/3 2018/3/31 

八木一行 
温暖化研究

統括監 
平成２８年度JARQ編集委員会 

(国研)国際農

林水産業研究

センター 

2016/7/21   

山村光司 
統計モデル

解析U 

ISO/TC34/SC16 

一般分子生物指標規格専門分科

会委員 

(独)農林水産

消費安全技術

センター 

2016/5/17 2018/3/31 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 
農薬関係調査研究検討会委員 

(独)農林水産

消費安全技術

センター 

2016/6/10 2018/3/31 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

髙木和広 
有機化学物

質U 
日本学術会議委員 

日本学術会議

事務局 
2015/1/29 2017/9/30 

米村正一郎 

土壌炭素窒

素モデリン

グU 

日本学術会議委員 
日本学術会議

事務局 
2015/2/27 2017/9/30 

林 健太郎 
広域循環評

価U 
日本学術会議委員 

日本学術会議

事務局 
2015/2/27 2017/9/30 

万福裕造 
土壌資源評

価U 

調査研究部門／エネルギー委員

会／低レベル放射性廃棄物・汚

染廃棄物対策に関する研究小委

員会／中間貯蔵施設における除

去土壌等の減容・再利用方策検

討ワーキンググループ委員 

(公社)土木学

会 
2016/12/22 2017/6/30 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 

一般財団法人残留農薬研究所調

査研究検討会化学部会専門委員 

(一財)残留農

薬研究所 
2016/4/1 2020/3/31 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 
環境残留試験委員 

(一財)日本植

物防疫協会 

(公財)日本植

物調節剤研究

協会 

2016/6/1 2017/5/31 

山本勝利 
企画管理部

長 

（一社）地域環境資源センター

技術検討委員会委員 

(一社) 

地域環境資源

センター 

2017/8/1 2019/3/31 

稲生圭哉 
化学物質影

響評価U 
環境残留試験委員 

(一社)日本植

物防疫協会 

(公財)日本植

物調節剤研究

協会 

2017/6/1 2018/5/31 

與語靖洋 
生物多様性

研究領域長 

植物調節剤の検査・検定事業推

進委員会委員 

(公財)日本植

物調節剤研究

協会 

2016/5/1 2018/3/31 

杉山 恵 
無機化学物

質U 

「再生と利用」編集委員会等 

委員 

(公社)日本下

水道協会 
2017/4/27 2018/6/30 

杉山 恵 
無機化学物

質U 

下水汚泥利用促進検討調査専門

委員会下水汚泥由来肥料利用 

小委員会 

(公社)日本下

水道協会 
2015/7/1 2017/6/30 

八木一行 
温暖化研究

統括監 
放送大学の教材作成の協力 放送大学 2017/4/1 2018/3/31 
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14 人事 

ⅱ）委員等の就任状況 

研究者名 所属 名称・貢献の内容 
依頼元/学会

名/機関名 

任期開始       

年月日 

任期終了       

年月日 

山村光司 
統計モデル

解析U 

北海道ヒグマ保護管理検討会 

構成員 

北海道 

環境生活部 
2016/3/31 2016/6/9 

山村光司 
統計モデル

解析U 
エゾシカ対策有識者会議構成員 

北海道 

環境生活部 
2016/4/25 2018/3/31 

藤原英司 
土壌資源評

価U 

青森県原子力施設環境放射線等

監視評価会議 
青森県 2017/4/1 2019/3/31 

万福裕造 
土壌資源評

価U 

農地除染後の営農再開事業に 

関する技術指導員 

福島県 

飯舘村 
2016/4/1 2017/3/31 

万福裕造 
土壌資源評

価U 

農業復興実施計画（農業アク

ションプラン）の策定に向けた

検討委員会委員 

福島県 

富岡町 
2016/6/3 2017/3/31 

万福裕造 
土壌資源評

価U 
南相馬市除染推進委員会委員 

福島県 

南相馬市 
2016/7/1 2018/3/31 

万福裕造 
土壌資源評

価U 
飯舘村除染検証委員会委員 

福島県 

飯舘村 
2017/2/28 2018/3/31 

岩崎亘典 総合評価U 
農業情報インフラ構築に向けた

研究会委員 

長野県 

農政部 
2016/5/10 

県が終了とす

る日まで 

山村光司 
統計モデル

解析U 

沖縄県公有水面埋立事業におけ

る埋立用材に係る外来生物の侵

入防止に関する専門委員（統計

理論に基づく一般的なサンプリ

ング指導） 

沖縄県 2015/11/9 2017/11/8 

阿部 薫 
物質循環研

究領域長 

第１７回世界湖沼会議（いばら

き霞ヶ浦２０１８）実行委員会

企画推進委員 

第１７回世界

湖沼会議(い

ばらき霞ヶ浦

２０１８)実

行委員会 

第１回 

企画推進委員

会 

開催日 

実行委員会 

解散日 

阿部 薫 
物質循環研

究領域長 

第１７回世界湖沼会議（いばら

き霞ヶ浦２０１８）湖沼セッ

ション委員会委員 

第１７回世界

湖沼会議(い

ばらき霞ヶ浦

２０１８)実

行委員会 

第１回 

湖沼セッショ

ン委員会 

開催日 

実行委員会 

解散日 

江口定夫 
水質影響評

価U 

第１７回世界湖沼会議（いばら

き霞ヶ浦２０１８）実行委員会

第５分科会検討部会委員 

第１７回世界

湖沼会議(い

ばらき霞ヶ浦

２０１８)実

行委員会事務

局長 

2017/9/4 2019/3/31 
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ⅲ）受賞 

14 人事 

ⅲ）受賞 

氏名 所属 名称 
受賞  

年月 
受賞課題名 

石川覚 
作物リスク 

低減U 

第６２回日本土壌肥料学会

賞 

2017年 

4月 

イネのカドミウム吸収機構の解明と 

カドミウムを吸収しない水稲品種 

「コシヒカリ環１号」の開発 

丸山篤志 
温暖化適応策

U 
日本地下水学会研究奨励賞 

2017年

5月 

異なる地表面植生に対する 

地下水涵養量の定量的評価 

－土壌水中の安定同位体比を用いた

Displacement Flow Modelの適用－ 

永井孝志 
化学物質 

影響評価U 

日本環境毒性学会 

CERI学会賞 

2017年

7月 

複数の生物種と複数の化学物質を 

考慮した統合的な毒性評価手法の開発 

前島勇治、 

高田裕介 

企画連携室、 

土壌資源評価

U 

Geoアクティビティ 

コンテスト奨励賞 

2017年

9月 
  

平野七恵、 

江口定夫、 

板橋直、 

吉川省子、 

松森堅治 

水質影響評価

U 

日本土壌肥料学会 

学会ポスター賞 

2017年

9月 

鉾田地域を対象とした 

地下水中の硝酸態窒素濃度と 

土地利用の関係 

木浦卓治 総合評価U 

中国科学院成都文献情报中

心 

名誉称号 

「Visiting Research Fel-

low」 

2017年

11月 
  

南川和則 
温室効果ガス

削減U 

平成２９年度(第１６回) 

日本農学進歩賞 

2017年

11月 

水田水管理を例とした 

温暖化緩和策の社会実装に向けた 

方法論開発 

多胡香奈子 
物質変換解析

U 

平成２９年度(第１６回) 

日本農学進歩賞 

2017年

11月 

農耕地における 

農薬・窒素動態に関わる 

土壌微生物の新機能解明 

高田裕介、 

神山和則、 

前島勇治 

企画連携室、 

土壌資源評価

U 

農林水産省２０１７年 

農業技術１０大ニュース

(Topic4) 

2017年

12月 

ウェブで使える 

「全国デジタル土壌図」を公開 
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14 人事 

ⅲ）受賞 ⅳ）学位授与 

氏名 所属 名称 
受賞  

年月 
受賞課題名 

大東健太郎 
統計モデル解

析U 

日本雑草学会英文誌 

Weed Biology and  

Management 論文賞 

2017年

12月 

Flowering behaviors of the inflores-

cences of an alien plant (Plantago 

asiatica), an alpine plant (Plantago 

hakusanensis), and their hybrids on 

Mt. Hakusan, Japan 

多胡香奈子 
物質変換解析

U 
農環研若手研究者奨励賞 

2018年

1月 

農業環境の保全に向けた土壌微生物の生

態と機能に関する研究 

大澤剛士 総合評価U 農環研若手研究者奨励賞 
2018年

1月 

農業環境情報の利用促進をめざした統合

データベースシステムの開発 

林清忠 総合評価U 
第９回日本LCA学会賞 

功績賞 

2018年

3月 

持続可能な農業生産システム確立のため

のLCA研究 

湯龍龍 総合評価U 第９回日本LCA学会論文賞 
2018年

3月 

Development of human health dam-

age factors for PM2.5 based on a 

global chemical transport model 

米村正一郎 
土壌炭素窒素

モデリングU 
日本農業気象学会賞学術賞 

2018年

3月 

土壌―大気間の微量気体の交換に関する

農業気象学的研究 

佐々木華織 
温暖化適応作

U 

２０１７年度 

日本農業気象学会論文賞 

2018年

3月 

実況値と数値予報、平年値を組み合わせ

たメッシュ気温・降水量データの作成 

ⅳ）学位授与 

氏名 所属 名称 授与年月 研究課題名 

万福裕造 土壌資源評価U 
工学博士 

（北海道大学） 

2018年 

3月 

除染土壌の減容化のための熱処理と 

その生成物の鉱物学的・化学的特性 
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主な会議等 15 

ⅰ）農業環境研究推進会議 

会議名称 開催日 開催場所 内容・目的・指摘事項等  参加者数 

農業環境研究推進

会議 

（農業気象研究部

会） 

平成29年

12月18日 

気象庁 

（東京都 

千代田区） 

近年の温暖化傾向を反映して、作物の生育が従来とは

異なる事例が増加している。水稲や小麦、大豆、野

菜、花き、果樹等、様々な農作物における発育の考え

方や予測の手法、最新の動向について横断的知識を共

有するとともに、発育予測を栽培管理に活用するため

の課題について検討を行う。 

前述の気象と農業の関わりに対する関心の高まりを受

けて、本研究会には当初の想定を上回る多数の事前申

し込みがあり、研究会当日も農業関係者だけではな

く、気象関係者や幅広い分野の企業から参加があっ

た。 

155 

農業環境研究推進

会議 

（連携推進部会） 

平成30年

2月16日 

筑波産学連

携支援セン

ター 

（茨城県 

つくば市） 

農業環境研究の推進と研究成果の円滑な移転を目的

に、公設試験研究機関、民間、他の国立研究開発法人

等の参加を得て農業環境研究推進会議連携推進部会を

開催し、研究成果の紹介、公設試験研究機関や民間等

との連携状況の点検、連携推進に係る取組内容の検討

等を行う。 

要望としては、契約方法等の事務的な基礎がわかるよ

うな手引書の作成が必要などの具体的提案を得た。 

81 

農業環境研究推進

会議 

（研究行政連絡会

議） 

平成30年

3月2日 

航空会館 

（東京都 

港区） 

研究の設計から成果の普及・実用化に至るまでの各段

階において、農林水産省の関係行政部局の意見を研究

内容や普及方策等に的確に反映させるため、関係部局

の参加を求めて研究成果及び行政・国際機関等との連

携状況について検討を行う。 

参加者からは引き続きより良い連携関係を維持しても

らいたい等の要望があった。 

28 
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15 主な会議等 

ⅱ）農林水産省 環境関連連絡会 

ⅱ）農林水産省環境関連４課・室との連絡会  

会議名称 開催日 開催場所 内容・目的・指摘事項等  参加者数 

農林水産省 

農村振興局 

農村環境課との 

連絡会 

平成29年 

7月13日 

農林水産省

（東京都 

千代田区） 

農林水産省農村振興局農村環境課の意見を研究内容や

普及方策等に的確に反映させるため、連絡会を開催

し、情報交換を密に行うことで問題意識の共有を図

る。 

農村環境課では鳥獣害、水質および外来生物に関する

問題への対応が求められており、先見性や予見性を

もってこれら問題に取り組んでいくためにも、農研機

構などの研究機関との意思疎通を図るとともに、引き

続き連絡会等により情報交換を行い、行政機関からの

研究ニーズの探査を行う。 

21 

農林水産省 

生産局 

農業環境対策課と

の連絡会 

平成29年

10月30日 

農林水産省

（東京都 

千代田区） 

農林水産省生産局農業環境対策課の意見を研究内容や

普及方策等に的確に反映させるため、連絡会を開催

し、情報交換を密に行うことで、問題意識の共有を図

る。 

環境保全型農業直接支払制度では、当センターが作成

した『土壌のCO2吸収量「見える化」サイト』および

「農業に有用な生物多様性の指標生物調査・評価マ

ニュアル」が、それぞれ地球温暖化防止および生物多

様性保全の効果を測定するツールとして活用されてい

る旨報告があった。 

35 

農林水産省 

大臣官房 

政策課 

環境政策室との 

連絡会 

平成29年

11月27日 

農林水産省

（東京都 

千代田区） 

農林水産省大臣官房政策課環境政策室の意見を研究内

容や普及方策等に的確に反映させるため、連絡会を開

催し、情報交換を密に行うことで問題意識の共有を図

る。 

連絡会冒頭に環境政策室よりCOP23、ITPGR等国際交

渉をめぐる状況について紹介があり、国際的に農業と

環境がクローズアップされている現状において、農業

環境センターとの連携を保っていきたい旨の発言が

あった。今後も引き続き連絡会等により情報交換を行

い、行政機関からの研究ニーズの探査を行う。 

35 

農林水産省 

消費・安全局 

農産安全管理課と

の連絡会 

平成29年

12月6日 

中央合同庁

舎4号館

（東京都 

千代田区） 

農林水産省消費・安全局農産安全管理課の意見を研究

内容や普及方策等に的確に反映させるため、連絡会を

開催し、情報交換を密に行うことで、問題意識の共有

を図る。 

農産安全管理課の関心事項として、カドミウム・ヒ素

問題、農薬取締り行政の改革、薬剤耐性対策、カビ毒

などの安全管理、およびクロピラリド問題が挙げら

れ、当連絡会をとおして行政ニーズを農業環境セン

ターに伝えていきたいとの要望があった。今後も引き

続き連絡会等により情報交換を行い、行政機関からの

研究ニーズの探査を行う。 

44 
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15 主な会議等 

ⅲ）その他の会議 

ⅲ）その他の会議  

会議名称 開催日 開催場所 内容・目的・指摘事項等  参加者数 

GRA水田研究  

グループ会合 

平成29年 

7月13日 

つくば  

国際会議場 

GRA水田研究グループ参加者から研究成果の報告を行

い、当該グループの活動計画について検討を行う。 
40 

農林水産業にかか

る環境研究の 

三所連絡会の 

年次会合 

平成29年 

10月11

日・12日 

東北農業 

研究セン

ター 

福島拠点

（福島県） 

環境研究の実施に当たって、農林水産省の国立研究開

発法人が相互に情報を交換・共有し、農林水の分野で

一体的な環境研究の推進を図る。 

16 
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所在地 16 

交通案内 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

農業環境変動研究センター 
 

〒305-8604 茨城県つくば市観音台3-1-3 

電話 029-838-8148（代表） 

FAX 029-838-8199（代表） 

   牛久駅から    農業環境技術研究所 バス停 徒歩 約３分 

   つくば駅から   農林団地中央 バス停   徒歩 約１２分 

 

   常磐自動車道 谷田部IC   約５km 

   圏央道    つくば牛久IC  約５km 
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